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L調 査 ・研 究 の 背 景

2.主 な ニ ュ ー メ デ ィ ア の 現 状 と課 題
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1.調 査 ・研 究 の 背 景

情報処理技術 と通信技術 との著 しい発展に よ り,ビ デオテ ックス,双 方向CATV等 の 画像情報

システムをは じめ とす る新 しい情報 サー ビスが出現 してい る。 このようなサー ビスは,ニ ュー メデ

ィアと呼 ばれ,光 通信,衛 星通 信関連技 術等 の進歩に よ り,一 層高度化す ることが期待 され ている。

更に,'音 声,デ ータ,画 像な どを一元的 にサー ビスし うるデ ジタル総合サー ビス網(ISDN)の 現

実 的導入 も議論 され るに至 ってい る。

この よ うなニ ュー メディアと呼ばれ る新 しい情報 サー ビスが出現 し,今 後 急速に発展 す るとと も

に社会,生 活の情報化に重要 な役割 を果 たす と予想 され るため長期的な見地 か ら,'

① ニ ュー メデ ィアの現状 と動 向,② ニ ューメ デ ィアの将来展望,③ ニ ュー メディアに関連 す る今

後 の技 術開発課題

な どについて幅広 く検討 を行 ってい く必要が あ る。

本報告 書では,こ れ らの問題意識 か ら検討 を行 い,ま ず第2章 では,今 後発展 の予想 されるニ ュ

ーメデ ィアを9つ に分 けて各 メデ ィア ごとに概要/現 状 と動向/将 来展望/技 術開発課題 の順 に検

討 を行 った。

第3章 では,2章 で と りあ げた各 種ニ ューメデ ィアの発展 を支 え ると考え られ る基礎技 術 を7つ

に分けて第2章 と同様に検討 を加 えた。

第4章 では,第2章 で述 べたニ ューメディアを使 って今後発展す ると予想 されるサー ビスをメニュ

ー ごとに と りあげ ,各 々のサ ービスの概 要,ま た技術 開発課題等 について述 べた。

最 後に第5章 では,今 後のニ ューメディアの発 展 を考えた場合 に大変 重要 な問題のひ とつ と考え

られ る標 準化について と りまとめた。
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2.主 な ニ ュ ー メ デ ィ ア の 現 状 と課 題

2.1衛 星 通 信 ・放 送

2.1.1概 要

衛星通信 ・放 送の利用形態 の概略 を図2-1-1に 示 す。

基幹通信衛星 は公衆通 信網 の一部 と して,幹 線,離 島 回線,災 害時回線,臨 時回線等 に利 用 され る。

専用通信衛星 は小型 地球 局を用 いて,企 業等の専用回線及 びCATVの プ ログラム分配 等 に利 用

され る。移動体 通信衛星 は船舶,航 空機,自 動車,人 な どの移動 体 との通信 に利用 され る。

放送衛 星は,各 家庭 に ア ンテナを置 く個別受信 と,複 数 の家庭 でアンテ ナを共用す る共同受信の

2つ の利用形態 があ る。

2.1.2現 状 と動 向

静止衛星 の打 上げ機 として,ス ペー スシャ トル と,静 止軌 道へ 持上げ るための ロケッ ト(上 段 ロ

ケ ッ ト)が 組合 せて用 い られ る。0.5ト ン級 の静止重 量に対 しては,PAM-D型,1ト ン級 はPA

M-A型,2ト ン級 はIUS型 の 上段 ロケ ッ トが ある。 ヨー ロッパ のア リアンロケ ッ トは1ト ン級 の

静止重量の打 上 げが可能 であ り,順 次大型 化が計画 されてい る。 わが 国ではN-Uロ ケ ッ トによ り

350㎏ 級 の静止重量 の打 上 げが可能 であ るが,1987年}こ はH-1ロ ケ ッ トが完成 する予定 であり

0.5ト ン級の静止重量 の打 上げが可能 とな る。

海外 では,打 上げ機の大型 化 と製 造量 の増加 に伴 い,重 量 あた りの打 上げ コス トは年 々低 下 して

来 ている。

また,衛 星 も大型 化 と製造量の増加 によ り重量 あた りの コス トが低下 して来 てお り,そ の結果,

世 界 的に衛 星の実用 化が急速 に進 みつつあ る。

通信衛星 は イ ンテルサ ッ トによ り国際通信 に,ま た各 国 で国内通信やCATV番 組 分 配 に盛 ん に

利用 され ている。わが国で は今年2月 に打 上げ られ たCS-2aに よ って衛星通 信の実用化が始 ま り

つ つあ り,さ らに1988年 に は0.5ト ン級のCS-3の 打 上 げが計画 され ている。

また米 国のSBS,フ ラ ンスのTELECOM-1の よ うに ユーザ構内 に設置 され た小型 地球局を用

い て,主 と して専用回線的 に利用 される衛星が出て きた。

ネ
移動 体通信 衛星 としてはイ ンテルサ ッ トV号 衛星 に搭載 され たMCSや ヨ ーロ ッパのMARECS

*Mariti㎡eCommunicationsSubsystem

－2一
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衛星 に よる船 舶通信が実用 化 されてい る。わが 国で は1987年 に 打上げが予定 されているETS-V

に よ って移動 体通 信実験が行 なわれ る予定 であ る。

放送 に つい ては,前 述の通信衛星に よる番組分 配 によ り,主 として米 国で多 チ ャンネルのCAT

Vが 普 及 してお り,米 国の視聴者数は3,000万 に 達 している。

家庭用 の小型 ア ンテナで直接受信で きる放送衛 星に ついて は,わ が 国で来年打 上げが予定 されて

い るBS-2に よ ってNHK2チ ャ ンネルの実用 放送が開始 され る予定 であ る。また1989年iこ は0.5

トン級の'BS-3に よ って3～4チ ャンネルの放送 が行 われ る予定 であ る。現行 のTV放 送 の ほか,

tt高品 質音 声放 送,静 止画像 放送等 も行なわれるであろう。 海外 におい てはソ連 がEkranを 打上げてい

るほか米 国で数種 の計画が あ り,ま た独,仏 な どが開発 を進 めてい る。

高精細度TVに つ い ては米 国 のRCAな どが1985年 に 放送 を計画 してい る。

2.1.3将 来 展望

2～4ト ン級 の静止衛 星が打 上 げ られ,通 信 ・放送 に利用 され る。 また2000年 ごろには10ト ン

前後 の多 目的の静 止 プラ ッ トフ ォーム(無 人)が 実現 す る可能性があ る。'

基幹通 信衛 星 として はマルチ ビー ムア ンテナを搭 載 しかつ衛星通 信 に広い周 波数帯域 が割 当て ら

れてい る準 ミリ波(30/20GHz)を 用 いることによ り,10～20万 回 線(双 方向電 話換 算)の

大容 量通信系 が実現 す る。回線 あた りのコス トも低下 し,地 上通信網 と併用 して二重 系を構成す る

ことに よ り,高 信頼度かつ効率的な通信網 を実現す るこ とが できる。 また同時に離島や災害 時の通

信に も用 い られ る。

マルチ ビーム方式 と組合せ て衛星上 で ビーム間の通 信 を動的に接続す るサテ ライ トス イッチが用

い られ,さ らに将来 は衛星 上 での再生 中継,ベ ースバ ン ドでの交換,通 信処理等 が実現 す るであ ろ

う。

専用通信衛星 として は,事 業所の構内等 に直径2～3mの 小 型地球局 を置 き,直 接衛星に アクセ

スす ること}ζよ り,デ ータ伝送や遠隔会議等の ための統合 デ ジタル専用回線 として,ま たCATV

の た め の番組中継等 に利用 される。

0.5ト ン級の衛星 で,合 計500Mb/S前 後 の データ,ま た は十数 チ ャンネルのCATV番 組 が伝送

できる。上記基幹通信系 と異 な り地球局 あた りの伝 送 トラフ ィックが少ないため通信 コス トに占め

る地球局 コス トの比重が大 きい。 このため降雨 減衰が大 きくかつ送 信機等 の高価 な準 ミリ波 よ りは

Kuバ ン ド(14/12GHz)の 利用 が望 ま しい。

移動 体通 信衛星 として は,2～4ト ン級の衛星に大型 の展 開 ア ンテナを搭載 す ることに よ り大容

量比 と移動 局の小型化 が可能 とな る。周波数 としては例 えばSバ ン ド(2.5GHz)が 考 え られ る。

衛 星 ア ンテ ナ直径約6mの と き移 動局 ア ンテナ直径 は20～30㎝ で よく,漁 船や自動車は もちろ ん

人力に よる運搬 も容 易であ る。 また衛星 ア ンテナ直径 を20m程 度 とすれ ばポケ ッ ト型 移 動 局 が実

一4一



現 でき よう。

放送衛星 につ いては・例 えば2ト ン級の場 合6～8チ ャ ンネル とな り,送 信出力 も200～300W

と な り,受 信装 置 もアンテナ直径0.6'～0.9mで よ』くな る。

放送内容 も標 準方式TV放 送 の ほか,多 チ ャンネル高品質音 声放送 ・静止画像放送が実用 化す る。

また高精細度TVに つ いては,ま ず共同受信型 または帯域圧縮 による個別受信型 が実用化 し ,さ ら

に将来 は22GHz帯 に よる個別受信 が可能 となろ う。

2.1.4技 術 開発課題

衛 星通 信お よび衛 星放送に関す る緊急かつ重要 な技術 開発課題 お よびその他 の提言 について述べ

る。 なお無線技術 についての詳 細は3.1に お いて述べ る。

(1)大 型 静止衛星

550kg級 静 止衛星 につ いては,技 術試験衛 星ETS-V型,CS-3 ,BS-3等 に 関連 して,す

でに各種 の先行開発が実 施 され,い よい よ打 上げ機の設計が始 ま りつつ あ り,こ こ数年 で技術が

確立す る もの と思わ れ る。

この次 の段階 の大型衛 星 につい ては,1ト ン級ない し4ト ン級の 静止衛星 の検討がな されてい

るが,こ こでは中間的 な2ト ン級 を想定 して技術開発課題 を列挙す る。

なお2ト ン級衛 星の打上 げは1990年 代 前半 と予想 され るが,打 上 げ機の設計 ・製作 に4～5

年 を要す ることか ら,先 行 開発 には早急 に着手 する必要が ある。

重要開発項 目 と しては,炭 素せ んい複合材料 な どによる大 型軽量 衛星構体,軽 量 ・高精度 姿勢

制御装 置,展 開形 ア ンテ ナ,液 体 アポ ジモ ータやイオ ンエ ンジン等 の推進系 ,耐 放射線性に優 れ

たLSIや,太 陽電池 な ど半 導体があ げられる。

(2)大 型 衛星打 上 げロケ ッ ト技術

2ト ン級静止 衛星の打上 げが可能 であ り,か つ将来 の発展 性 を有す る ロケ ッ ト技術 の先行開発

に早急 に着手 する必要 が ある。

(3)宇 宙 プラッ トフ ォーム技術

通 信 ・放送 に静止宇宙 プラッ トフ ォームが使われ るのは2000年 前 後 にな ると思 われ るが ,そ

の前段階 として1990年 ご ろに低 高度 の軌道上に,シ ャ トルめ多 回打上 げによ り有人の宇宙ス テ

ーシ ョンを構築す ることが計 画 されてい る
。 この ような計 画に積極 的に参 画す る ことに よ り,わ

が国の国際的立場の強化 および宇宙技術 の レベル アップが計れ る ものと思 われ る
。

(4)そ の他(提 言な ど)

① 大型衛 星の打上 げに先立 って0.5ト ン級の通信 ・放送衛星の打上 げを積極的に推進す ること

によ り,企 業 のデ ジタル通 信 やCATVな どのニーズを満たす と ともに,軌 道位置を確保す る こ

とが必要 と思われ る。 これは同時 に衛星,ロ ケ ッ トの コス トダウンに もつなが る。
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② 今後 の宇 宙利 用 の発 展 をふま えて.地 上系 との周波数の再配分 が必要 であろ う。

③ 放送 については,標 準方式 の設定 と,他 の放送型 メデ ィアと調和 の とれ た機能分 担が必要 で

あろ う。
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2.2テ レ テ キ ス ト

2.2.1概 要

テ レテキス ト(文 字放送)は,文 字 や図形で構成 され る画像情報 をテ レビジョン放送電波 のす き

間(映 像信 号の垂直帰線 消去期 間)に 重畳 して放送 し,受 信者側 では文字 な どをテ レビ受像機 の画

面 に再生表示 させ る多重放送 システム であ る。

テ レテキス トは,同 時 に多数 の番 組 を放送 し,受 信者 はいつで も希望す る番組 を選択,受 信 で き

ることか ら,従 来 の放送 とは異な り,放 送 の多様 性,選 択 性,随 時性 な どの機能 を有 してい る。 こ

のため,新 しい放送 メ ディアと して,欧 米諸国 や我 国で70年 代 の初頭 か ら研 究開発が進 め られ,

一部で はす でに実用化 されてい る。

22.2現 状 と動向

テ レテキス トの方式 には,大 きく分 けて,パ ターン伝 送 と符号化伝 送 の2方 式が ある。我 国の方

式 について は,NHK総 合 技術 研究所 な どを中心 に開発 が進め られて きたが,ア ルファベッ トな どを

符号化 して伝送 す る欧米 諸国 とは異な る開発経緯 をたどって いる。 日本語 の文章 は,多 種,複 雑 な

漢字 を含 むことか ら,符 号化伝送 方式 で放 送す るには受信機 に組締み を必要 とす る文字発生 器の容

量 が アル ファベ ッ トの場合の約100倍(約1メ ガ ビッ ト)で,家 庭用 の端末 に組込 むには高 価 とな

るので,受 信機 に文字発生 器 や必要 と しないパ ター ン伝送方式が先ず開発 された。
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＼

テ レテキ ス ト

送 出 設 備

◇
テ レ テ キ ス ト

番 組 制 作

パ ターン伝送方式 は ,文 字 お よび図形か らな る画像情報を画素 に分解 して伝送す る もので、多様

な文字 や精細な図形が容易 に伝送 で き,ゴ ース トや雑音 があって も受信 画面へ の影響が少 く,受 信

機が廉価 にな るとい う特長 を もってい るが,符 号化伝送方式 に比べて情報 の伝送 量 は少ない。

パターン伝送 方式 については ,昭 和55年 度 に電 波技術審議会 で技 術 基 準 の答 申が なされ,1982

年12月1日 には法制面 も整備 された ことか ら,NHKで は,当 面,社 会的 に も実施の要 望が強い聴

力 障害 者向けサー ビス}こ限定 して,今 年10月 に も東京,大 阪 で サー ビスを開始す ると してい る。

一方 ,文 字や図形な どを符号 に変え て放送す る符号化伝送方式 は,半 導体技術 の急速 な進展 によ

り近年 になって漢 字な どの文字発生 器 を組込んだ受信機の低廉化の見通 しが得 られて きた こと もあ

って・現在,実 用化 に向けて開発 が進 め られてい る。

符 号化伝送方式 は,NHK,民 放 各 社,メ ー カー各社に よ り開発 が進 め られ てい るが,現 在 では

パ ター ン伝送 ,符 号化伝送 の両方式 の それぞれの特長 を備えたハ イブリッ ト方式 として開発 されて

お り,実 用化 には電波技術審議会 におけ る技 術基 準の審 議に2～3年,法 制化 に半年程 かかる もの

と見 込 まれている。'

一 方 ,海 外 では欧米 で我国に先駆けて テ レテキス トが実用化 されてい る。

英 国では・BBCが1976年 か ら定 時放 送 を開 始 し,1979年 か らは一般向けサー ビスに加 えて聴力

障害者 向けの字幕放送 を行 ってい る。 また,IBA(イ ンデペンデン ト放送協 会)も,1981年 か ら

広告放送 を開始 した。英国 での1982年 末 におけ る受信機の普及台数は約85万 台 に達 したと見込 ま

れ てい るが,こ の普及 は同国 に定 着 してい る受 信機 の レンタル シス テムに依存す るところが大 きい。
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フランスでは,独 自の方式Antiopeで1977年 か ら実験 放送 を開 始 し,1979年 か ら一 部を本放

送 に移行 してい る。字幕放 送 については,現 在行われ ていないが,米 国のCBSな どの実験 結 果 を

見 て,当 初か ら本放送 を開 始す る予定 とされている。

米 国では,CBSが 推 すAntiope方 式,受 信機 メーカーの推す英 国方式 についてFCC(連 邦 通

信委員会)を 中心 に標 準方式 の検討 が続 け られていたが,最 近,FCCは,市 場 の選択 に任 せ る と

して,1方 式 の採用 を避 けた。CBSで は1983年4月 に ロサ ンゼ ルスで実用 化放送 を開始 した。な

お,米 国 では,テ レテキ ス トとは異 質な ものであるが,1980年 か らライン21の 名称で 聴力障害者

向けの字幕 サ ービ スが3大 ネ ットワークで実施 され ている。

カナダでは,画 素単位 で着色 で きることか ら高品質な カラー画面が できるな どの特長 を もつ独 自

の方式Telidonを 開 発 したが,受 信機に高価 なインテ リジェ ン ト機能 を有す るデコーダーが必要 で

ある こと,ゴ ー ス トな どに よる誤 りな どの問題 をかか えてい る。

オンタリオTVが 主 と して学校教 育に利用す る目的 で開発実 験 を続 けてお り,字 幕放送 について

もプロジェク トを作 って検 討中 と言 われてい る。 また,CBCは,1983年 か ら同方式でニ ュースサ

ー ビスを中心 に放送 を始 め る予定 と言われている
。

これ らの国のほか,西 ドイツ,オ ース トリア,ス エーデ ン,フ ィンラ ン ド,デ ンマーク,オ ラ ン

ダ,ユ ー ゴス ラビア,シ ンガポールな どで実験が続 け られて い る。

2.2.3将 来 展望

パ ター ン伝送方式 につい ては,NHKが 今年10月 に も聴力障害者向 けのサ ービスを開始する予定

であ り,す でに実用段 階 にある。NHKが 当面予定 して いるサ ービスの内容 は,ニ ュース,天 気予

報,お しらせ,ド ラマ(朝 の連続 テレ ビ小説)の 字幕 サ ー ビスな どであ る。

ハイブリッ ト方式 の実 用化 には高度な符号 誤 り訂正 方法 の開発 が欠 かせないが,こ れについ てN

HKが 新 しい効果 的な訂正の方法 を具体化 した こと,電 波技術審 議会におけ る技術基準 の審 議状 況

な どか ら見て,ハ イブ リッ ト方式 は数年後 には実用化 され る もの と見込 まれ る。

テ レテキス トの信号 は,当 面,垂 直帰線消去期間 の16H,21Hの2Hに 重畳 され る。多重期間

を2Hに 制 限 してい るの は家庭用 のテ レビ受像機 におい て現行 テ レビ放送 に妨害 を与 えない範 囲 と

す るためであ る。従 って,旧 式 の テ レビ受像機の残存状況 によ り多重期 間は拡大 できる。 これ ら旧

式 の テレビ受像機 は,こ こ数年 の間に老朽 に よる買替 えな どで数 が少 な くなると考 えられるので,

1990年 頃 までには多重期 間は8Hま で 拡大 で きるよ うにな り,番 組 数は大 巾に増え ると見込まれる。

この ように,我 国のテ レテキス トは,1990年 頃 までにはハ イブ リッ ト方式 の実 用化,重 畳H数

の拡大に伴 う提供番組 数の大巾増 と本格段 階を迎 え るこ とにな ろう。 さ らに,現 在,高 密度表 示,

多色多階調,画 素単位 着色,電 子音楽伝 送,音 声発生,ア ニ メ的動 画な どの技術開発が進 め られて

い ることか ら,将 来 これ らの実用化 によって,我 国 のテ レテキ ス トは高品位 サ ービスに向 けて太 き
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く拡張す ると考 え られ る。 また,将 来方向 としては,テ レテキス トは ,デ ータ放送へ展開 し,文 字

画面 サー ビス以外 の多様 なサ ービスへ と拡大す るであろ う。

2.2.4技 術 開発 課題

テ レテキス トの当面 の開発課題 にハ イブリッ ト方式の実 用 化があ る。 この方式 は,番 組数 が1H

当 り約50番 組 とパタ ーン伝送の 約5倍 となるが,実 用化 には,ゴ ース トや雑 音 による脱 字,誤 字

の問題 を解決 す る必要が ある。 日本語 は,ア ル フ ァベ ッ トな どを使用す る欧米語 と異な り ,一 字 の

誤表 示 でも文章の了解上大 きな支障 とな り得 る。 このため ,ハ イブリッ ト方式に は,文 字情報 の伝

送効 率を損 わず1(,'し か も的確 に符号誤 りを訂正 す る方法 の開発が欠かせな い。 これについて,N

HK総 合技術研究所 で は,こ れ までの テレテ キス トの野外実験 の誤 りデー タの詳 細な分析結果 か ら

ゴース トや雑音 によ る符号誤 りの性質に着目 して
,新 しい効果的な符号 誤 り訂正 方法 を開発 した。

今後 は,こ の方法 の性能確認 を中心 とす る野 外実験,電 波技術審議会 での技術基準の策定 などを経

て,数 年後 にはハイ ブリッ ト方式 が実用化 され ると見 込 まれ る。

2.3CATV

2。3.1概 要

CATVは,ケ ー ブルによって多数のTV画 像 情報 を加入 者へ提供す る もので
,高 品質画像 の多C

H伝 送 や双方 向伝 送が出来 るとい う特徴が あ り,最 近 ニ ューメ デ ィアとして注 目 されている
。

CATVシ ス テムは,セ ンタ,サ ブセ ンタ,幹 線伝送 路 ,分 配系か ら構成 され る。

セ ンタは,再 送信,自 主放送 を含 めた番組の編成か ら
,そ の番組 をヘ ッ ドエ ン ドで多重化(変 調,

増 巾)し て,幹 線伝送路へ送出す る迄の機能を持つ。

各サ ブセ ンタは,セ ンタか らの放送波を受 け,分 配系 を通 じて各加入者へ供給す る
。分配系 は,

線 路,分 岐 増幅器,タ ップオフか らなる。 番組 は,他 セ ンタか ら中継伝送 路を経 由 して送 られて く

るケース,番 組供給 業者か らパ ッケー ジで購入す るケ ース ,自 主製作のケース等 が ある。(図2.3.

1)

CATVは,も と もと僻地,大 都市 にお ける難視聴解消用 として導入 され
,ま だ 日本 で は難 視聴

対 策が ほとん どであ る。

しか し,そ の特徴 を生 か し,ホ ーム シ ・ッ ピング等の新 しい サー ビスの芽が育 とうと してい る
。

2.3.2現 状 と 動 向

日本,米 国,欧 州 と も難視聴対策 とい う共通 の芽か ら育 ちなが ら,各 国 の土壌 の違 いか ら ,そ の

後の成長は,国 によって異 なって い る。
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図2.3.1CATVの システム構成例

各 国のCATVの 発展経緯,現 状,動 向の比較 を表2.3.1に 示 す。

(1)日 本

1955年 伊 香保温 泉で,41世 帯 を対象に,NHKが サー ビスを開始 したのが,日 本 で最初 のCA

TVで あ る。 自主放送については,1963年 岐 阜県郡 上八幡共同組 合に よる ものが最初 であ るが,

番組 製作費が かか るため,そ の 後の普及率は極 めて低い。1960年 代 の後半 か らは,大 都市 での

高層 ビル ラッシュに伴 う都 市困難 視聴解 消のた め,小 規 模の ビル内CATVが 続 々 と導 入 された。

先進 的な試 み と しては,1978年 か ら始 まったHi-OVIsの 光 を用 いた双方 向サー ビスがあ る。

しか し,全 般的 に見 るとNHK,民 間 放送に よるネ、ッ トワークが整備 されてい ること もあ り,

日本 で はCATVの 普 及率 は,10%と 低 く,施 設規模 も平均百加 入/施 設 と小 さいの が 現状 であ

る。

施 設規模 が小 さい とい うことは番 組や情報の提供 業が経済的に成立 しないとい うこ とであ り,

我 国では本格 的な都市型CATVは 未 発 達 である。 しか し最近 にな りCATVを その双方 向機 能 と

広 帯域性 に注 目して ニュー メデ ィア と して見直す気 運が盛 り上 り,私 鉄,流 通業界 か らの本格 的

なCATV事 業 へ の参入計 画が 発表 され て いる。 また筑波学 園都市 では,昭 和60年 か ら双方 向伝

送 を利用 した ホーム シ ョッピング等の 試行を計画 してい る等CATVの ニ ューメデ ィアとしての利

用 が本格的 に始 まろ うとしてい る。

これ らの動 きを技術的な観点 か ら整 理す ると,①CH数 は再送 信主体 のため,12CH以 下が ほ と

とん どであ るが,32 .CHの 多CHシ ステ ム もあ り,現 状で も多CH化 の技術 は十分 であ る。 ②伝

送方式は,同 軸 ケーブルを用 いたVHF帯 の アナロ グ伝 送が主体 であるが,今 後 は システムの大 規
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表2.31各 国CATVの 比 較

項 目 日 本 米 国 西 欧

経 緯 1950年 代 導入 期 1950年 代 開拓期 1960年 代 導入期

1960年 代 自主放送開始 1960年 代 モァCH期 1970年 代 模策期

都市型CATV 1970年 代 ネ ッ トワ ー ク 1980年 代 国策振興期

導入期 化期

1970年 代 第 一次CATV 1980年 代 衛星 ネ ッ ト隆

ブ ー ム 盛期

1980年 代 第 二次CATV

ブ ー ム

加 入 数 330万 加 入 2500万 加 入 ～3000万 加 入

(+10～15%/年) (+15%/年)

施 設 規 模 平均100加 入/施 設 平均5,000加 入/施 設 数～数千加入/施 設

現 >500加 入,60万 世帯 >3.5万 加入 …66施 設

MAX3.5万 世 帯' MAX23万 世帯

施 設 形 態 再送信がほとんど自主放 再送信のみの施設はほと 再送信がほとん ど

送;15万 世 帯 ん どな い 。 数～数十加入のMATV

許可施設;8割 都市型 施設が7～8割

普 及 率 10% 30% 数%～ 数十%

CH数 ほ とん ど く12CH 〈12CH60% 数CH～12CH

MAX32CH >30CH16% 英 国 で24～100CHシ ス

状 MAX108CH テ ム試行。

番組供給者 専門業者なし 大手10社 専門業者なし

(計 画 あ り) WTBS…2,000万 加 入 (国 に よ り,規 制あ り)

HBO…850万 加 入

動 向 ・双方 向サ ー ビス試行 ・衛 星 ネ ッ トワ ー ク隆 盛 ・英 ・仏 ・西独な ど産業

・大規模化 ・競争激化,MSO台 頭 振興策 の柱 として,政

・光 ケー ブル伝 送方式の ・各種サ ー ビス実施 府が推進

導入 ・光ケー ブル伝送方式の

積極導入'

模化 に伴 って,幹 線部分 は光デ ィ ジタル方式へ進 もうと している。最近,六 甲 で光ケ ーブルに よ

るPCM伝 送 方式 を幹線 系の一部 に導 入 しよ うとす る計 画 もある。分配系 では,光 デ ィジタル方

式 は,経 済 的に問題 があ り,そ の実用 化には,相 当の期 間を要す ると思わ れ る。光 ケー ブル方式

の例 では,LEDに よ るベースバン ドア ナログ伝送方式がある。

さ らに,基 礎 的検討 と して,光 の波長多重伝送方式,レ ーザ直接変調方式等 の検討が行 われて

い る。③ ネ ッ トワー ク技術 は,都 内の分散施設 を光ケーブル,マ イクロ リンクで結 ぶ提案や衛 星

を用 いて米 国の番組を導入す る検 討等 も進 め られ ている。④ その他,双 方向伝送技術 スクランブ

リング技術 等,日 本 の技術が米 国 で採用 され る例 もあ り,技 術 は十分実 用化の段階に あると言 え
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② 米 国

1948年 オ レゴン州 で最初 のCATVが 出現 した。 その後50年 代 の開拓期 ,60年 代 のモ ァCH

期 を経て70年 代 の後 半か ら衛 星利用 による番組供給 ネ ッ トワー クが急速 に発達 した。 この結果,

施 設規模平均5千 加入/施 設,CH容 量 も同軸 ケー ブル2本 で最大108CHと,大 規模化 ,大 容

量化が進ん でい る。

FCCが,再 送信の義務 付 け,著 者権使用料支払義務不 要等 のCATV促 進 策 をとった こと ,日

本 ほ ど,放 送網 が完備 していなか った事が,米 国CATV発 達 の下地 を形 成 して いる。

(3)西 欧

西欧のCATVも,国 に よって多少の差 はあるが難視聴解消 を目的 と した再送信 システムがほと

ん どで規模 も小 さい。 国が隣接 し合 ってお り,隣 接 国か らの放送 波の再送信施 設 も多 いのが特 徴

であ る。英,仏,西 独等 主要各国政府共,CATVを 新 しい産業基盤 と して位置付 け ,景 気振興策

の一環 として,そ の育成 を図 ってい こ うとしてい る。

2.3.3将 来 展 望

米 国と日本 では,施 設規 模,法 的規則,競 合放送網 の充実度等基 盤条件が異な る。 しか し,広 帯

域(波 の割 当て制限不要),双 方 向伝送 な どの特 徴は,従 来の メデ ィアにはない特徴 で,今 後 これ

らの特徴 を生か した システ ム開発が進む と思われ る。

図2.3.2に 技術 面 か ら見 た将来展望 を示 す。大別 して ネッ トワーク系,端 末系 に分 け られる。 ネ ッ

ッ トワーク系 は,よ り広 い範 囲の加 入者に,豊 富な情報 を,安 く,高 品質に提供す る事 を目的 に,

デ ィジタル技 術 と,光 波長多重技術,数 百Mbps～ 数Gbpsの 超 多重光伝送技術 が ,上 位幹線系 か

ら下位幹線/分 配系 に迄導 入 され よ う。衛星 に よる施設問の相互接続,サ ー ビスエ リアの拡大 も,

衛 星 コス トの低減に つれ,光 ファイバネッ トワークを補完す る形 で進む であろ う。さ らに,サ ービ

ス機能の拡大 のた め,INS,LAN等 の他 ネ ッ トワー クとの相互接 続 も行 なわれ よう
。 これ らの結

果,単 位施設 の大規模化,多CH化,番 組 の共用 も進 み,双 方向伝送 サ ービス等 の高度 サ ー ビスが

実施 され る。端末系 は,キ ャプテ ン,文 字多重放送等 の他 メデ ィアとの融合が進 み,複 合 映像端末

が普及 し,ユ ーザの利便 を増す と同時 に,よ り高度の サー ビスを可能 とす る高精 細CATV端 末 等

の高度端末 も,1990年 代 には実用期 に入 ると予想 され る。

また,こ れ らを推進す る基礎技術 として,光 フ ァイバ,デ バ イス類 の低 コス ト化,高 性能 化 ,符

号化 ・帯域圧縮 ・多重 化等 の各種信号処理用の高速LSIの 開 発 がポ イ ントとな る。

技術的基盤の整備 と平行 して,ホ ームショッピング,ホ ームバ ンキ ング,案 内予 約サ ービス,ホ ー

ムセキ ュリテ ィサー ビス,公 開 情報照会 サー ビス ,番 組 の マルチCH供 給 サ ー ビスが進 も う。

都市再開発,地 域再開発 の進 む中 で,CATVは 地 域情 報ネ ッ トワークとして,ま た上記各種 サー
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1990 19層95

ト

2000

ニ ュ ーメ ディア技術 の展望

・双方 向CATVの 導 入

・単位 システムの大 規模化

ニ ュ ー メ デ ィ ア技 術 の 展 望

・サ ー二
.ビス ェ リ ァ の 拡 大

} ・光技術の分配系への導入

二・プ デ ィ
.7櫛 断の展 望シ

発 展

1.ネ ッ トワーク系;i

① 上 位幹線系(グ ローバル系)'
・国 内縦貫 ネ ッ トワーク化 → 多CH化 → 国際 ネ ットワーク化

(数 十 ～数百 万加 入)(数 十CH～)

大 容 量 光 伝 送 技 術 進展

☆超 多重光 ディジタル伝送技術(400M－ 数Gbps-)

☆GaAs-IC技 術

衛 星 ネ ッ ト ワ ク(国 内/国 際)

☆大容量衛星技術(マ ルチビーム,2～4ト ン,数CH)

INSと の相互接続技術

☆広帯域映像交換機

② 下位幹線 系/分 配系(・ 一カル系)
・単位 システム大規模化 → 幹線系 デ ィジタル化/多CH化 → 分配系 デ

ィジタル化

(～ 数 万 ～ 数十万加 入/シ ステム)一
☆超多重光 ディジタル伝 送技術(数 百M～ 数Gbps,多 心,,

t波長 多重化)☆ 光
アナ ログ波長 多重 化(シ ングルモー ドレーデ,光 多重化 フィル タ)

☆ ～十数CH→ 数 十CH→

加 入 者系'ディジタル化

☆低 コス ト光 デバ イス(<数 千 円/加 入)

☆ 画像CODEC-LSI

☆ 広 帯域画像 スイッチ

高精細画像符号化技術

☆ 帯 域 圧 縮 技 術'i

(560Mbps→ 百 数 十Mbps) 、

2.端 末 技 術;

複合映像端末

☆CATV,キ ャプテ ン,文 字多重 放送等 の複合

☆信号処理LSI

高精細CATV端 末

☆高精細 デ ィス プレイ

図2.3.2CATV技 術 の将来展望
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ビスを安価 に提供す る手段 と して定 着す る もの と考 え られ る。

2.3.4技 術 開発課題

CATVを 発 展 させ るための緊急か つ重要 な技術的課題 を以下 に示す 。

① 大容量伝送技 術

② 通信衛 星によ るCATVネ ッ トワーク技術

③ 分配系低 コス ト多CH伝 送 技術

④ 経済的 ケーブル装荷技術

⑤INS等 他 メデ ィアとの相互接続技術

⑥ 都 市工学 技術

① ～④ ほ,CATVを 用 い て,安 く豊富 に加 入者に映 像情報 サー ビスを提供す るために 重 要 な 技

術で ある。

とくに① は,多CH映 像情報 を,高 品質 かつ広範 囲にわた って供給 す るために必要 で,超 高速 デ

ィジタル伝 送方 式,光 波 長多 重方式等 の技 術開発が重要 で ある。

② は,番 組 を多数の施設が共用 し,加 入者 あた りのサ ービス供 給 コス トを安 くす るために重要 で

あるが,特 に打 上げ技術の向上が最大 の課題 であ る。

⑤ は,難 しい課題 であるが,夫 々の発展課程 に応 じ,端 末 やプ ロ トコルの標準化 に留 意す る必要

が ある。

⑥ は,都 市再開発,地 域再開 発等 を進 めて行 く上 で,CATVが 環 境,美 観保持上か ら,問 題 と

な らない よ うに,ま た将来 の発展性 を加味 して置 く事で,行 政 として も早急 な対応が必要 である。

CATVの 先 進国 であ る米 国 と我 国 とを比較す る と,多CH伝 送,双 方向伝送,セ キ ュ リテ ィ,

ス ク ランプ リング技術等米 国の保有 している技術 と,同 等 の技術 は我国 で も既 にあると言 って良 い。

普及 を阻害 してい る大 きな要因 は,む しろ,放 送網 の充実,再 送信 の同意義務,著 作権問題,共

架接渉,双 方 向伝送禁止,高 価 な衛 星番組供給体制等,環 境 条件 が整 っていな いことにある。

これ らの要因 の改善 も,先 の技術課題 と と もに図 られ ることが望まれ る。

いずれ にせ よ,日 本 は米国 と異 な った土壌 の上にCATVを 発 展させ る必要 があ る。このため に も,

日本の ユーザ ーに アピールす るサービス内容 と,そ の供 給体制 の確 立が最 も重要で あ る。

2.4ビ デ オ テ ッ ク ス

Z4.1概 要

Videotexは 既 に90%以 上 の家庭に普及 してい る既存 の電話 網 を伝送路 と し,同 じく90%以 上

の普及率 の家庭用 テ レ ビ受 像機を表示装置 として用い るこ とを大 きな特徴 として,電 子,通 信技術
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の急速 な進展 を反映 し,先 進世界各 国において70年 代 後半か ら各国独 自の方式の開発 競争 が ス タ

ー トし ,80年 初 めよ り各 国において実験が開始 された。 図2.4.1にVideotexの 概 念図 を示す。

電話公

口

ov利 賭 端末

ビデオテックス

制 御 装 置

入力端末

デ ー タベ ー ス

共同利用型

民 間

図2.4.1Videotexの 概 念 図

Videotexの サ ー ビス内容 としては双方 向メ デ ィアとい う点か ら1)情 報 検索,2)オ ー ダ ・エン

トリー等 の トランザ クシ ョン ・サ ービスが考 え られ る。サー ビス形態 としては1)誰 で もサ ー ビス

が受 け られる一般利用者 サー ビス と2)あ らか じめ登録 した電話番号か らの発信 で,特 定 の 関 係者

又 は,あ らか じめ契約 した会員の みに提供す る,CUGサ ー ビス とに大別 される。'具 体的 なサ ー ビ

ス例 を我が国の キャプテ ンの実験 を例 に以 下に示す。

○ニ ュース ・天気予報

o健 康 ・美容 ・出産

○料理 ・味

O暮 らしの経済 ・法律

o教 育 ・学習 ・教 養

O催 物案内 ・娯楽趣 味

o専 問情 報(株 式市況 ・経済指標 など)

Oウ ィ ク リー情 報サ ロン

○英字新聞

○広報 ・お知 らせ

Oシ ョヅピング'

○住 まい

o暮 らしの知 識

○ スポーツ

o旅 行 ・観光 ・'

o街 角 タウンガ イ ド
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2.4.2現 状 と 動 向 一 ・.

(1)各 国 に お け る 発 展 経 緯

ま ず 英 国 に お い てBritishPostOfficeが1974年 にViewdataの 名 称 で 発 表 し た 先 鞭 を

ぐ
切?た 。 そ の 後 し ば ら1く はViewdataが ζ の 種 の シ ス テ

.ム、の 一 般 名 称 と して 使 わ れ た 。1978年

・月か ら実験 ・飴 興79年 ・月27日Pre・t・llO商 標 で商用 サー1・・を開始 した・ …

一方 フランスでは基本技術 はPrbStelと 同 じであ るが ,表 示属性(Attribute)に お いて工

夫 を こ らし,フ ランス語 の アク.セン トマーク もうま く処理 で きる独 自のAutiope方 式 を開発 し,

1980年 か らTelete1の 名 称 で実験 を開始 した。

カナダにお いては電気通信商 の開 発 した図形記述命令(PictureDescriptionInstruction ,

を使 ったTelidon－ 図形 を直線,円 弧,長 方形,多 角 形,点 等のP.D.1.で 表 現す る方式で階

調の ある自然画 も表現 で きる方式 一 を1978年 に発表 し1980年 よ り各 電話会社 にお いて実験 を

開始 してい る。

以 上西欧諸国 ではアル ファベ ッ トを使 用す るため文字 の種類が少 な く,キ ャ ラクタジェネ レー

タの規模が小 さくてす むので コー ド(符 号 化)伝 送方式 を採用 して いる。

日本 においてはCAPTAIN(CharacterandPatternTelephonAccessInformation

Network)の 名 称で郵政省 と電 々公社 の共 同開発 が1978年4月7日 スター:一トし,1979年12月

25日 東 京23区 におい て第 一次実験,1981年8月 よ り第 二次実験が開始 きれ現在 に至 ってい る。

我国 では漢字,ひ らがな等3000字 以 上必要のため第 一次,第 二次実験 で はパ ター ン伝送 方 式 を

採用 して来 た。この パ ター ン伝送方式 は伝 送情報 の冗長性の分だけ伝送時間が長 くな る欠点は有

るが,冗 長度圧縮技術 を採用す るこ とに よ り1ペ ージの平均伝送時間が8秒 程度 に改善 され てい

る。一方パ ターン伝送 はすべ ての ドッ トが独立 して表示 に使用 で'きるた め,手 書 き文字等,任 意

図形 の表現 が可能 であ るとい う長所 があ り,こ の図形表現能力が優れてい る点が諸外国の システ

ムに比較 して異 なる点 であ る。図2.4.2に キ ャプテン実験 システムの構成 を示 す。

(2)現 状 と動向

国際機関 におけるVideotexに 関 す る研究 は1974年 頃 か ら既 にECITTとCCIRに お いて行

なわれていたが,標 準 化の本格的 な審 議 は1978年 か らであ り,CCITTの1977～1980年 研 究

期 の まとめ として1980年11月 の第7回 総会におい てF.300,S.100と して 勧告 されてい る。

この勧告 では,表 示形式(後 述P.L.P)に つ い ては1つ に しぼ らずOptionと して,

Alpha-Mosaic(Serial/ParallelAttribute)

〃-Geometric

〃-DRCS

〃-Photographic
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蜘

ゆo
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ファ イル (組込形)

口 ・

か な
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;・
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コ ピ ー
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圭
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キー ボ
ー ド部a

ハ ー ド

制
御
装
置

画 像
変換部

A■白杉句句⇔

回
線
対応

部

轟"1 電話
。ピー∪ {田 制御部

傘キ ーボ ー ド付 利用者端 末
*画 面

編集部
一

ロ ー御
制

装 像
ファ イル
1自 ・ ロ キ.ポ.ド

表示部

入力部

操作部∠亘 一 霞

・メラ{コ 工 忌 .

怠 ぷ・三
〈*印は第II期 実験 に て開発 した装 置で あ る。〉

情 報入力端末,情 報 セ ンター,画 像変換 セ ンター,利 用 者端末 お よび電話網

で構成 されてい る。

図2.4.2キ ャプテ ン実験 システムの構成 、

の4つ を併 記 し,2つ 又 はそれ以上のOptionを 使 って システム を組んで良L{と してい る。

一方1982年11月 開 催 されたCCITTS'G-8.WP-1会 議 におし.・て,以 下の よ'うに一応 の方

向付けが された。"短 期 的 現 実 解 と しで,欧 州,北 米,日 本の三方式を べ=ス とす る国際標準

化 を行な う。 又,長 期的には国際間 ゲ"ト ウェイ標 準プ ロ トコル として,世 界統 一標準(～Vorld

WideUnifiedVideo'texStandard)の 実 現を目指 す。短期的 なW.W.U.V.S.の 勧 告 草 案

を作成す るた め10ケ 題 か ら成 るVideotex尋 問家特 別委員会 を作 り1983年3月,5月,7月 に

会議 を開催 し,1983年9月 のSG-8,WP-1会 議 に報告す る。

:1・:『'ホ

ヨー ロッパにおい ては26ケ 国 のメ ンバーで構 成 され るCEPTに お いて早 くか ら作 業 が進 め

られUI(/France方 式 の長所 を生か し,さ らに発展 させた統 一方式がTCD6-1と して1981

年5月 勧告 された。 その後CEPTVideotex専 問家 グループにより,1981年10月 よ りスター ト

したCCITTの 今 研 究期(1981～1984年)の テーマとしてTCD6]1を よ り発展 させ た,世 界

各 国で受 け入れ られ る形 に改良す る作業 が行 われ てお り本年末 にはこのNewStandardが 発 行

され る。TCD6-1に 新 たに追加 され る項 目が既 に発表 されてお り,主 な ものを以 下に示す。

a.CodingforGeometricdisplaysbasedontheGraphicKernelStandard.
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b.CodingforPhotographicdisplaysbasedontheCCIRdigitalTV

standard.

c.RedefinableColour .

d.D.R.C.S

西 独(F.R.G.)はCEPTの 勧 告 の う ちAlphaLMosaic部 分 にDRCSとRedefinableCo-

lour(再 定 義 色 表 示 属 性)を 取 り 入 れ た 形 で1984年 ・5月 よ り新 サTビ ス を 開 始 す る と 発 表 し

て お り,

1984年15万 端 末,1985年40万 端 末,1986年100万 端 末,を 目 標 と して い る。

又,主 要 ヨ ー ロ ッ パ 諸 国 も数 年 以 内 に 西 独 同 様 勧 告 のSubsetの 形 で 導 入 す る と期 待 さ れ て い

る 。,

*'CEPT:ConferenceofEuropeanPostalandTelecommunications:欧 州 郵 便 電

気 通 信 主 管 庁 会 議 。

U.S↓A.に お い て はVideotex/Teletextの 開 発 に 一 歩 遅 れ を 取 りUK/フ ラ ン ス/カ ナ ダ

の 方 式 の 導 入 が 検 討 さ れ て き た 。A.T.T.は1980年5月 カ ナ ダ が 開 発 し たTelidonを ベ ー ス に

し てMosaic図 形,D.R.C.Sを も取 り入 れ たBellVideotexStandardを 発 表 し た 。

一 方 カ ナ ダ はBel1がmodifyし た 部 分 を 全 面 的 に 取 り入 れ る と と も に
,

CSA-CanadianStandardAssociation.

ANSI-AmericanNationalStandardInstitute。 の 共 同 作 業 でVideotex/Tele-

textPresentationLevelProtocolSyntax(NorthAmericanPLPS)を 作 成 した 。

日本 に お い て は 前 述 の 第 一 期,第 二 期 実 験 を ふ ま え1984年11月 の 商 用 サ ー ビ スに 向 け て 準 備

が 進 め られ て い る 。 図2.4.3に 商 用 シ ス テ ム の 構 成 を 示 す 。

我 が 国 の キ ャ プ テ ンの 諸 外 国 シ ス テ ム と大 き く 異 な る 点 は 現 在 の 電 話 料 金 の60:1の 遠 近 格

差 に 比 し全 国 均 一 に 近 い 料 金 を 目 指 すVideotex通 信 網 を 構 築 す る と こ ろ で あ る。 現 在 電 技 審 中

心 に 審 議 が 進 め られ て い る コ ー ド方 式 文 字 放 送 と は 既 に 表 示 形 式(PLP)に つ い て,統 一 の 方 向

で,作 業 が 進 め ら れ て お り,今 秋 電 技 審 が 実 施 す る実 験 と 商 用 キ ャ プ テ ン の 表 示 形 式 は ほ ぼ 同 一

と な っ て お り,今 秋 の 実 験 に 伴 な う文 字 放 送 サ イ ドの 変 更 が 極 力 少 な くお さ え られ る こ と が 今 後

の 両 シ ス テ ム の 発 展 に と っ て 望 ま し い 。 図2.4.4に キ ャ プ テ ン商 用 サ ー ビ ス の イ メ ー ジ を 示 す 。

共 同 利 用 型 セ ン タ ー サ ー ビ ス の 他,民 間 の コ ン ピ ュ ー タ を デ ー タ.ベ ー ス と す る 外 部 セ ン タ ー サ ー ビ

ビ ス が 考 え られ て お り,

・銀 行 サ ー ビ ス(残 高 照 会;振 込 通 知 ,自 動 引 落 し通 知 等)

・座 席 予 約 サ ー ビ ス(航 空,鉄 道,劇 場 ,ホ テ ル 等)

・ オ ー ダ ー エ ン ト リ ー サ ー ビ ス

・株 価 情 報 サ ー ビ ス
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一
直接型外部センター

－

F

間接型外部センター

－
F

間接型外部センター

_直 接型外部センター

ビデオテックス

通 信 網

VCP

VMU

64kbis

ディジタル

伝 送路

VMUX
'

VCP

64kbis
-"
イジタル

伝 送 路

VMUX
「

利用度端末

圓 △圓

ξ:キ ャプテン情報センター

VCP:ビ デオテックス通信 処

理装置

VMUX:ビ デオテックス多

化装置

キ ャプテ ン情報 セ ンター,ビ デオテ ックス通信網(通 信処理装 置,多 重化装

置)お よび電話網か ら構成 され る。

図2.4.3キ ャプテン商用 システムの構成

・競馬投票 サ ー ビス

・旅行業 サービス

・記事検索,文 献検索 サー ビス

・専門情報 サー ビス

・計算サ ー ビス

等が 期待 され る。尚商用PLPは,

① 図形表 示能力が優れ,手 書 き文 字等,任 意図形表現が可能なキ ャプテ ンが一番の特徴 として

い るPhotographicモ ー ド。

② 半導 体ROMが 廉 価 になった ことによ り可能 となった漢字ROMに よ るコー ドモー ド
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パ ー ソ ナ ル

コン ピュータ

CRT
ディスプレイ

端 末

キ ャプ テ ン

情 報 セ ンター

ビデオテックス

通 信 器

科学技術計算

外部 センター

図2.4.4キ ャ プ テ ン商 用 サ ー ビ ス イ メ ー ジ

－JIS第 一 水準2965種 ,非 漢 字(カ ナ,ア ル フ ァベ ット等)692種,CEPT/キ ャプテ ン

モザ イク図形266種 一

③North.AmericanPLPのP .plを 基 本的に採用 す るGeon}etricモ ー ド

の3モ ー ドよ りな り,さ らにアニメ的動画 機能,コ ー ド文字放送 ど統 一を進 めてい る音楽伝送機

能 も採 用 され る予定 である。以上 の符号 拡張法(案)を 図2.4.5に 示 す。

日本の場 合回線品質の良い こと も.手伝 い,商 用 スター ト時 より4800bit/aec.で サ ー ビスが

開始 され るので,高 速 のVideotexサ ー ビスが期待 でき る。すなわ ち,ゴ ー ド情報主体 で良 い ビ

ジネスUSEの 場合 欧米方式比2～4倍 の速 度の アクセス タイムで,又 きめの細かいPattern情

報 につ いて もそれ な りのア クセ スタイムでページデータがdisplayさ れ るこ とにな り,経 済的料

金 で利用 で きるVideotex網 の構 築 と もども効率 の良い サー ビスが期待 で きる。一方1200bit/

sec.で サ ー ビスを行 なってい るUKに お いて もPicturePrestel導 入 を期 して,4800bit/

sec.で 実 験を実施す る動 き も出 て来 てい る。

2.4.3将 来 展望

01990年 の 技術展望

a)Videotex通 信 網全 国展開完了

b)高 密 度Display方 式 の一般 サー ビス化
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ESC2/1F

⇒

GO

JISC

6220

英 数 字

LSO

キ ャ ラ ク ター

コ ン ト ロ ー ル

ESC2/2F

Gl

JISC

6226

英 字 等

ESC2/8F
ESC2/12F

Esc2/4FEsc2/42/9F
ESC2/42/12FESC21421i3F

尋

ミ ュ ー ジ ッ ク

コ ン ト ロ ー ル

Extended

control

reper.tolre

1,ラ ンスニ ァレン,。=,一

(フ ォ トグ ラフ ィ ッ ク)l

StartTransparent

Mode(STM)

1－
EndTransparent

Mode(ETM)

SS3

LS3RSS2LS2R

LS3

G2

制 御

コマンド

フ ォ トグ ラ フ ィ ッ ク

1オ ペ コー ド

L_

_璽i第 震㏄、バ1ξ㍗ご
μ一五∠二 く蓋1ε;脚;罫E摯}・/15F

JISC

6226

漢 字 等

Multiple-byte

graphicrepertoire
JISC
6220

英 数 字

ミ ュ ー ジ ッ ク

簡易動画 コマン ド

図2.4.5符'号 拡 張 法(8ビ ッ ト系)(案)

一21一



c)ニ ュ メ デ ィ ア 対 応RGB端 子 付TVの 普 及 徹 底

d)INS64KbitDigitalキ ャ プ テ ン商 用 化

e)デ ィ ジ タ ル 網(パ ケ ッ ト)に よ る 国 際 間 通 信

01990年 の サ ー ビ ス の 展 望

a)座 席,ホ テ ル 等 各 種 予 約 サ ー ビ ス 及 び 代 金 振 替

b)ホ ー ム バ ン キ ン グ ・サ ー ビ ス

・残 高 照 会

・個 人 間 振 替 送 金

・ オ ー ダ ー エ ン ト リ ー サ ー ビ ス 代 金 振 替

c)公 共 関 係 デ ー タ ベ ー ス オ ン ラ イ ン提 供 サ ー ビ ス(判 例,法 律,不 動 産 登 記 等)

d)テ レ ソ フ ト ウ ェ ア サ ー ビ ス

・Pasocon端 末 プ ロ グ ラ ム の 伝 送

e)Videotex通 信 網 に よ るEndtoEnd型 メ ー ル ボ ッ ク ス サ ー ビ ス

f)諸 外 国 のVideotexDatabaseを 直 接 ア ク セ ス

01995年 の 技 術 展 望

a)文 字 か ら音 声 等 メ デ ィ ア変 換 技 術 の 導 入

b)EndtoEndリ ア ル タ イ ム 通 信 方 式 の 導 入

c)テ レ ッ ク ス,テ レ ラ イ テ ィ ン グ等 と 複 合 し た テ レ マ テ ィ ー ク サ ー ビ ス の 普 及

01995年 の サ ー ビ ス の 展 望

a)在 宅 行 政 サ ー ビ ス(住 民 票 の 転 送 等)

b)Videotexと 他 の テ レ マ テ ィ ー ク サ ー ビ ス の 相 互 接 続 サ ー ビ ス

c)電 子 新 聞,電 子 雑 誌

d)電 子 メ イ ル

e)医 療 コ ン サ ル テ ィ ン グ サ ー ビ ス

02000年 の 技 術 展 望

a)INSと の 統 合 化

02000年 の サ ー ビ ス の 展 望

a)在 宅 学 習 シ ス テ ム

b)総 合 的 ホ ー ム バ ン キ ン グ サ ー ビ ス

・在 宅 送 金 ・振 替 ・AccountingService .

c)ホ ー ム デ ィ ー リ ン グ

・在 宅 証 券 売 買 サ ー ビ ス
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2.4.4技 術 開発課題

この種の情報提 供サ ー ビスが成 り立 つためには一般的に5万 端末が市場 に存在 す ることが前提条

件 と言われ ている。又端末が 普及す るためには端末 コス トのみな らず,一 般 ユーザに とって,サ ー

ビスが安 く情報内容が豊富 であ るこ とが必須条件 であ る。諸外 国の例 を見 るまで もな く,コ ンシュ

ーマ ・マーケ ッ トに普及 させな い限 りこの数量 は達せ られない であろう。以 下に各項 日ごとに課題

を整理 す る。

1)端 末 の低価格 化 のために以下 の開発 を要す。

'oロ ー コス ト4800bit自 動等 価器付 モ デム

o半 導 体メモ リの ローコス ト化の ための高集積度化技術。

・ペー ジメモ リ用D・RAM

・漢字発生器用1～1.5Mbit/chipROM

oキ ャ プテ ン専用LSIの 開 発

○文多/キ ャプテン表示方式の統 一化。 、

既 に述べた様 に表示 フ ォーマ ッ ト(PLP)の 統 一 で受信機 のHardware/Softwareを 共用

で きる。 これによ り利用者 の負担が 軽減される。Teletext/Videotexの 仕 様を述 べ る場 合

ISOOPENSystemsInterconnect輌onMode1に 基 づいて分類す ると好都合で ある。即

ち61evelのPresentationLevelProtocol(表 示Format)を 統 一 しておけば伝 送 方

法が異な って も(1～41evel)Database/受 信 機 と も共用部分 が大 とな り効率的 な サービ

スが構成可能 であ る。

例 えばPLPを 共通 にす ることによって,

Teletext

Cabletext

〃

〃

Videotex

VBL重 畳

〃

FnllField重 畳

Interactive

〃

Teletext

Videotex

上記 伝送手段 が変わ って も受信機 の共用化が計 られる。

2)情 報 の低廉化 のた め以下の開発 を要 す。t

o高 能 率低価格入力端末の開発

UKPrestelの 場 合,一 般 ユ ーザ ー用端末 のkeyPadを 数 万円のAlpha-NumericEdit

Keyboardに 付 けか えるだけ で即IP用 編 集端末 に早変 わ りす る。

OVideotex網 の 早期全国拡大

○民間 データベースの普及 のための キ ャプテンプォーマッ トデ 一夕ベー ス構築技術 の開発
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7.,ApPlicationLevel ApPlication

6.PresentationLeve1

(SYNTAX)

Presentation

5.SessionLeve1 Session

4.TransportLeve1 Transport

3.NetworkLevel Network

2.LinkLevel Link

1.PhysicalLeve1 Physical

'APPlication

control

Dialogue

control

Communication

control

DataBase Network Terminal

図2.4.61SOOPENSYSTEMSINTERCONNECTIONMODEL

3)よ り普 及 させ,よ りバ ラエテ ィのあ る利用がな され るために以下 の開発 を要 す
。

oよ り充実 したEndtoEndサ ー ビスが行 なえるよ うに

・fullinteractive化 す るた めに上 り伝送速度 を下 り同様4800bit/
sec.に 近 づけるため

の端末/網 の開発

・一般家庭用手書 き入力端 末の開発

OGeometric方 式 の早期普及 のため

・ローコス トGeometric端 末 を実現 す るためペ ージメモ リ用D -RAMの 高 集積度 化
。

・効率 的入力 が可能 な安価 なGeometric入 力端 末の開発

O音 声 コー ド伝送方式 の開発

・コー ド文多 とフ ォーマ ッ トの統 一が実現 した音符 コー ド方式 は北米 にお いて も導入 の方向 で

検 討が始 ま ってい るが,さ らにこれ を発展 させ,人 の声 に よる簡 単 なコメ ン トをDisplay

デ ー タに付与で き るよ うな効率 的な方式 の開発 。これが可能 になれ ば文字か ら音声への メデ

ィア変換 も可能 とな る。

o本 格的HomeBanking,機 密 性の高 いCUGサ ー ビスの ためのSecurity方 式 の開発
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標準 テ レビジ ョン受像機,電 話網 とい う,2つ の 広 く普及 した手段 と多数 のコ ンピュータ システ

ムを結 びつけて行 な うキ ャプテ ンシステム は ,大 型 コンピュータのデータベースに画像 とい う形 で

蓄 え られ た情報 を,何 らの変換 もせず に,家 庭 にい なが らに してなおかつ リアル タイム でサ ー ビス

を受け られ る大 衆 とい う巨大 な市 場 を対 象 にした電子 的 な情 報 システムで ある。全 国均一に近い経

済 的な料 金で サー ビスで き,全 国津 々浦 々まで普及 した暁には全 国の一般家庭で地域 の偏 りもな く

等 し樋 信技術の技術鞠 の恩赦 繊 ・れる・とにな'り'本 格触 ・パ ・一夕ニサー・・の時

代の幕開けと.言えよう。

}

2.5VRS

2.5.1概 要

VRSは,一 般 のテ レビ受像機 と専用 キーボー ド等 を端末 と し,こ れ ら端 末 と画像 ・音 声 フ ァ イ

ル装置 を もつセ ンター とを広帯域伝送路 で個別 に接続 して,利 用者か らの要求 に応 じて情報 を個別

に提示す る シス テムであ る。基本仕様 を表2.5.1に 示 す。

また システムの基本構成 を図2.5.1に 示 す。
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音
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L__

多周波信号
受 信 装 置

交

換

機

T

T

|

REP
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0

|

L*
*竺
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TA:送 信増幅 器

REP:マ ンホ ール用 中継器
CONV:コ ンバ ータ

TV:テ レ ビ受像機
*:プ ッシュホ ンまたは専用 キーボ ード
**:ハ ー ドコピー装 置 .

REP
映像回線 一「

J

制御 回線L*1**

」

端 末

画像 セ ンタ ー

シ ス テ ム 構 成 中 央処 理装 置.情 報 プア イル装 置か らな る画像 セ ンタ ー,個 別 配線 され た4MHz広 帯 域伝 送路 とテ レ ビ受

像機,専 用 キ ーボ ー ドか らな る端 末 な どで構 成 され る。

図2.5.1シ ス テ ム 構 成
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表2.5.1シ ス テ ム の 基 本 仕 様

サ

ー
ビ
ス
形
態

方

法

シ

ス

テ

ム

機

能

項 目

静止画 サー ビ

ス

リクエ ス ト動

画 サ ービス

定時 同報動画

サ ービス

成

数

式

構

醜

方

末

送

網

端

伝

端 末

接 続 品質

画 像 品質

音 声 品質

応答 性能

同時接続数

情 報 ファイル

容 量

サ ー ビス機能

基 本 仕 様

個別 要求個別提供 形式 による情報検 索 ・情 報案

内 ・CAI等

個別要 求個別提供形 式に ょる動画 サー ビス

定時 同報 形式 によ る動 画サ ービス

広帯域片 方向個別配線網

センター収 容回線数 最 大100

平衡対 ケーブルに よ る映音同時 アナ ログベ ース

バ ン ド伝送 ・個別 配線方式

カラ ーテレ ビ受像機,専 用 キーボー ドまた はプ

ッシュホ ン,ハ ー ドコピー装 置

電話網 に準 じる

5段 階評価 法 によ る総合 言判面4以 上

テレビ放 送品質 に準 じる

平均応答時 間2s以 下

静止画 サー ビス=セ ンター17回 線

定時動画 サー ビス:セ ンター20回 線

リクエ ス ト動 画サ ービス:セ ン ター6回 線

画像 ファイル

静止画 約3万 画面

定時動 画16mmフ ィルム 最 大70分

(10巻 まで連続使 用可)

ビデオ カセ ッ トテープ 最 大60分

りクエ ス ト動画 ビデオ カセッ トテ ープ

最 大60分(最 大120巻 可能)

音声 ファ イル

システム メッセージお よび画面別説 明音 声.

10s音 声 ×約1万2∞0

音楽,効 果音8チ ャ ンネル

ア ニメー ション提示機能

スーパ ー インポ ーズな どに よる画面合成機能

画面別説 明用音声の提示機能

End-Center-End形 サ ービス機能

外部情報 セ ンター接続機能

情 報検索機能(ユ ーザー ファイル)

端末 と情報センターを広帯域伝送路で結び,利 用者からの
,

要 求に応 じて情報 を個別に提示す る。

利用者 が端末 の専用 キ ーボー ドまたはプ ッシ ュホ ンの ボタ ン(回 ～[9],困,囲)'を 押 下す る と,

その制御信号 が電話回線 を通 じて画像 セ ンタ ーに送 られ る。 画像 セ ンターでは受信 した制御信号 に

したが って中央処理装置 が,画 像 ・音声情報 フ ァイルか ら必要な情 報を検 索 して映像回線 に送 り出

す。 この画像 ・音声情報 は端末 のテ レビ受像機 に表示 され る。ま た静止 画はハー ドコ ピー装置 を用

いて記録す る ことが で きる。

VRSの サ ー ビスは静止 画 サー ビス,リ クエ ス ト動 画サ ー ビス,定 時同報動画 サービスの3つ に大
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別 され る。

静止 画サ ー ビスでは画面 ごとに必要な説 明音 声を送出す ることがで き,画 面情報 は要点のみの表

示 に と どめ詳細説明 は音声 でできるので効果的 な情 報表現 が可能 となる。 また この サー ビス では動

画を適宜,組 み合わせて表 示で きるので,よ り一層 充実 したサー ビスを提供す ることがで きる。

リクエ ス ト動 画サ ー ビスでは,任 意の動画を選択 して利用 者に個別 に提供で き,希 望す る映 画や

ゴルフ レッスン番組 な どを任意の時刻 に楽 しむ ことがで きる。

定 時同報 動画 サー ビスはあ らか じめ定 め られたスケ ジュールに従って動画番組 を放 映す る もので

ある。

またVRSで はメ デ ィアの もつサ ービス機能 を バラエテ ィーに富んだ ものにす るため次に示 す機

能 があ る。

①写 真な どの画面 に文字情 報な どの別の画面 を重 ね合わ せて表示す るスーパ ーインポーズ機能

②複 数の連続 した画面 を短い一定 時間間隔で連続 的に提示す るアニメーシ ・ン機能。

③端末か らの入 力 データをパ ラメータとして プログラムに よ り文字 ・図形 を画 面に発生 させ,グ

ラフな どを作成 す る文字 ・図形画 面の即時生成機能。

④例 えば データ ・エン トリ ・サ ー ビスな どにおいて,商 品在庫管理情報や商品発注情報 をユーザ

ーごとに蓄積 してお けるユーザー フ ァイル機能
。

⑤外部の コン ピュータと接続 し,各 種 の処 理を行 った り,外 部 のデータベースを利用す ることの

できる外部 セ ンター接続機 能。

⑥ セ ンターを介 して2つ の端末 間で会話形式 に よ りサ ー ビスを利用で きるエン ド ・セ ンター ・エ

ン ド(End-Center-End)機 能,

2.5.2現 状 と動 向

本 システムは昭和52年1月 に社 内を対象 として実験 サ ー ビスを開始 し,そ の後,画 像 フ ァイル

装 置,広 帯域中継 器等 に改善 を施 して きている'。昭和57年 度 にはシステム全体 の再編成,フ レー

ム メモ リのデ ィジタル化等を行 い,シ ステムの機能 ・性能 ・サー ビス性の向上を図って いる。・

現在,画 像 セ.ンタ ーを銀座電話 局に設置 し,東 京都内の博物館,電 々サ ービスセンターや大阪展

示 セ ンター等 に端末 を設置 し実験 サ ービスを行 って いる。 、.…

なお諸外国 では本 シス テムのよ うな構成 の例 はない。

2.5.3将 来 展望

VRSは システムの もつ豊富 な機能か ら各種 の適用分野が考 え られ る。

企業分野 では,オ フ ィスオー トメーションの一環 として,あ るいは意思決 定支援 システム等 とし

て,企 業経営 の効率化 に大 き く寄 与す ることが期待 され,例 えば導入の 目的に応 じて,次 の ような
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応用 が考 え られる。

①販売促進1商 品案 内,旅 行情報案 内.不 動産物件検索,デ パー ト等の催 物 ・館内案 内等。

②省力化 ・合理化;販 売在庫管理,部 品検索,設 計 図面管理,プ ラン ト等 での設備図面 管理,印

鑑照 合等

③ 教育訓練,営 業 マ ン教 育,工 法 ・関係法令 の説明等

また,一 般 家庭への普及に よ り,教 養 ・娯楽番組の提供,各 種生活情報 の提供 な どに よる,豊 か

な家 庭生 活の実現,CAIに よ る家庭学 習,教 養講座 な どを通 じた生涯教育へ の寄与,な どが可能

とな る。 このほか に学校 な どにおい ては,理 科教育 におけ る危 険な実験,観 察 に長 時間 を要す る現

象 な どの映像 に よるシ ミュ レーション用 な どと しての 活用等 も考 えられ る。

2.5.4技 術 開発課題

VRSで は すでに基本 的 システム技術 をほぼ確立 し技術的 には需要 に応 じて十分実用化 に対処 で

きるレベルにある といえ る。

しか しなが ら,現 状 で は コス ト的 に一般家 庭の負担能力 をかな り越 えてお り,一 般家庭 向け を含

む汎 用 システムと して実現 す るためには システムのよ り一層 の経済化 を図 る必 要が ある。 その ため

には,

① フ ァイル コス トの低減の ための大容量高速 ランダムアクセ ス ファイル としての光 ビデ オデ ィス

クフ ァイルの実現 。

② 映像 回線 の経済化 のための光 フ ァイバケ ーブルの導入。

等 を強力 に推進す る必要 が ある。

一方 ,企 業等 を対象 とす る専用 システ ムに おいては経済 化 は もとよ り,高 度 な要求 に応 えるため,

① 現行NTSC方 式 よ り もさ らに高精細 な画像 を取 り扱 える'ようにするための 高精細 入 出力 技 術

および高能率符号化技術

② 画像情報の よ り高度 な利用 のための各種 の画像処 理技術

等 の検討 が必要 となろ う。

2.61SDN

2.6.1概 要

情報化社会の進展に伴い,電 気通信に対する社会的需要を効率的に充足 し,社 会が期待する豊富

な電気通信サービスを低廉な料金で提供できる新 しい電気通信 システムの実現が望まれている。こ

れを実現するための具体的な課題は次の5点 に要約される。

① 料金の一層の低廉化
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② 遠近格差 の是正

③ 制度 面,技 術 面 の両面 で統 一 されたネ ッ トワークの構築

④ ネッ トワークと宅内機器 との機能分担の簡明イピ

⑤ 情報処理 サー ビスとの融合 を含 む多彩な サービスの提供

これ らの課題に対 して,飛 躍 的な進歩 を遂 げて いるエ レク トロニ クス技術 を駆使 して ,既 存 の アナ

ログ電話網 の限界 を克服 す る新 しい電気通 信 システムの推進 を図 る
。(図2.6.1)

中 継 系 交 換 ・

通 信 処 理 セ ン タ

加 入 者 系 交 換 ・

通 信 処理 セ ン タ

ビ ジ ネ ス ・テ レ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ セ

ン タ又 は ホ ー ム ・テ レ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ 『

ン ・ セ ン タ(ホ ー ム ・ タ ー ミ ナ ル)

図2.6.1

△
移動体

中 継:系 交 換 ・

通 信 処 理 セ ン タ

加 入者 系 交 換 ・

通 信 処理 セ ン タ

(注)一 中継i伝送路(光 ファイバ、衛星、同軸、

マ イク ロ)

『 加 入 者 線(光 フ
ァイ バ) .、

ISDNの 概 念 図

これを実現 するISDNの 特 質 として次の よ うな項 目が あげ られ る。

(1)ネ ッ トワー クのデ ィジタル化

第1の 特 質 は,ネ ッ トワークをデ ィジタル化 することによって デ ィジタル技術 の メリッ トを最

大限に追求 す ることであ る.デ ・ジタ・レ技術の もた らす最大 の利 点は バ ステムの縮 化であ る。

データや フ ァクシ ミリ信号の よ うに もともとデ ィジタルであ る情報 のみな らず ,電 話 にらいて も

デ ィジタル化に よる経済化の見通 しが得 られてい る。

デ ィジタルネ ッ トワー クの場合,パ ル スの有無 を中継点 で再生 してい くことを繰 り返 すので品

質 の劣化 は距離 に無 関係 とな る。 さらに情報 が ディジタル化 され るため,冗 長度折圧 やパケ ッ ト

化が容易 とな り,伝 送効率 を高め ることがで きる。

② ネ ッ トワークの統合

第2の 特 質は,ネ ットワークの統合 であ る。 これまでの電気 通信サ ービスは前述の通 り個別 の
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ネ ッ トワークによって提供 され てきたが,デ ィジタル化に よって電 話,デ ー タ,フ ァクシ ミりな

どの電気信号 はすべてパル スで扱 え るようにな りネ ットワークの統 一が可 能 となる。 ネ ジ トワー

クの統 合 は,交 換器 や伝送路 の設備共用 を可能 とし,ネ ッ トワークの使 用効率が高 ま り,一 層 の

経済効果 を もた らす ことになる。利用 者に とっては,ひ とつの ネ ッ トワークに加入 すれば,電 話,

デ ータ,フ ァクシ ミリな どのサー ビスを同時にあ るいは切 替 えて使用す ることがで き,送 りたい

情報に最適な伝達手段 を 自由に選択 で きるよ うにな る。

(3}ネ ッ トワー クの高度 化

第3は,ネ ッ トワー クの高度 化で ある。従来の ネ ットワー クは,ど ち らか と言えば情報の伝達

に主 眼がお かれ,同 種 の端末 機器相 互の通 信が多か ったが,デ ータ通信 や ファクシ ミリ通信 にお

いては,ス ピー ド,サ イズ,伝 送手 順 な どの異な る多種多様 の端末機器相 互の通信 や,デ ータと

ファクシ ミリ,音 声 とデータ等 の信 号変換の必要 性が高ま ってい る。 これ らは,情 報 の内容を変

えることな く情報 の形態 を部分 的に変更 し,情 報伝達の便宜 を図 る もので 「通 信処理」 と呼 ばれ

る。 ネ ッ トワークがデ ィジタル化 され統 合 され てい るため,通 信処理機能 は容易 に実現 でき,か

つ各 種のサー ビスで機能 を共用す ることが で きる。

④ 料 金体系 の一元 化

第4の 特 質は,料 金体系 の一元 化 であ る。 これまでの料金体系 はサー ビスCと に独立 して お り,

必 ず し も経済 原則 にかな って いない。 ネ ットワー クが デ ィジタルで統 一 され るため料 金は,す べ

て情報量の単 位であ る ビッ トに リンク して決定 で きることになる。 これが情報 量課金 の考 え方 で

あ る。 これ によ り,コ ス ト主義 を原則 とした料金 となり,サ ー ビスの相互乗入 れを行 っても矛盾

が な くな り,利 用者 は,情 報 に適 した伝達 手段 を主体的 に選択 し,真 に効率的 かつ経済的に情報

を授受 でき ることになる。

(5}情 報 処理 との融合

第5の 特質 は,電 気通信 と情報処理 の融合で ある。 コ ンピ ュータを電 気通 信 によって結 合す る

ことは,ネ ッ トワークのデ ィジタル化 やネ ッ トワーク ・アーキテクチ ャの確立 によ ってほぼ完 成

す る。 さ らに静止画 や動画 を含 む デー タベ ースをオ ンラ イン化す るこ とによ り,キ ャプテ ンやV

RSな どの情報検索 サ ー ビス,す なわ ちセ ンタ ・ッー ・エ ン ド形 のサー ビス も可能 とな る。 ここ

に情報 と通 信の結合 した総合 的 な シス テムを実現 で きる。

2.6.2現 状 と動 向

ISDNは 新 しいデ ィジタル統合 システムであるため,ま ず モデル システムを実際 に建設 ・運用,

して,技 術確認 や各方面へ の啓 蒙 ・ア ピールが必要 であ る。 モデルシステムは東京 の武蔵野 ・三鷹

地域 において現在建設中 であ り、,昭和59年 半 ばか ら一般 ユ ーザ もモニタにPpえ て実験 を1行う。 モ

デ ル シ ス テ ム の 計 画 概 要 と シ ス テ ム 構 成 を 表2.6.2と 図2.6.2に 示 す 。
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表2.6.2モ デ ル シ ス テ ム計 画 概 要

時 期
建設試験:昭 和57年 開始

総合 運用:昭 和58年 か ら59年 にか けて開始

地 域
武蔵 野 ・三鷹地域

東京都 内(霞 ヶ関地域)
上記 区域内 に常設 もしくは移 動展示場

規 模

一般 加入電話 約1万 加入

デ ィジタル電話機… …約250端 末

非電 話 系端末 約750端 末

提供 サー

ビス

用途 サ ー ビ ス名 サ ービスの概 要

↑

企

業

用

家

庭

用

↓

複合事業所
集団電話

企業 な どにおけ る電 話お よび非電話
系宅内機器 を対 象に した事業所 集団

電話交換

テ レ ビ会議

サ ー ビス

カラー,高 品質音 声に よる遠隔地会

議

超高速 ファ
クシ ミリ A4判3s程 度 の超高 速ファ クス

日本語文書
通信

文字,記 号 を主体 とした 日本語 文書
の端末間通信

映像回線 サ
ー ビス 動 画像の伝送 サー ビス

デ ー タ網 サ
ー ビ ス

DDX回 線交換サ ービスおよびパ ケッ

ト交換サ ービス

マ ル チ メ デ

ィ ア通 信 サ
ー ビ ス

各種 端末 を同一加入者線 に接続 し,

同時 または切 り替 えて使用 す る複合

通信

通信 処理 サ
ー ビス

異 速度 ・異種端末間通信,同 報 通信

な ど

デ ィジタル

静 止画
音 声 を付加 した高度化 キャプテン.

デ ィジタル

描画 通信
音 声 と手書 き文字 ・図形の同時伝 送

デ ィ ジ タ ル

ファクシミリ
低廉 かつ高速 ・高機能の ファクス

フ ァ ク シ ミ

リ通 信 網 サ
ー ビ ス

網 の蓄積,変 換機 能 を用い たファ ク
シ ミリに よる高機 能通信

デ:イジタル

電話

発信者 番号表示 ・料金 可視表示 な ど

の サー ビス も可能

また諸外国 では効率的 な経済社 会の実現 をめ ざして,競 って通 信網 の高度 化 と,通 信 と情報処理

の融合 を図 りつ つあ る。 一例 をあげれば,フ ランスのテ レマテ ィLク 構 想,イ ギリスの システム×

計lll[i,それ に最近 の アメ リカ合衆 国にお けるFCCの 政 策が あげ られ る。ISDNに 向 けて,宅 内機

器 をどこで も誰 で も利用 可能 にす るための標準 化活動 が本,格化 して きた。 その第 一 ステ ップとして,

ネ ッ トワー クと宅 内機器 の インタ フェースを標準化 する研究が1981年 か らCCITTで 本格 的に開

始 され,第 一次勧告 案が1984年 に採択 され る見込 み であ る。

こ うした国際的な動 向に対応 しなが ら,ISDNへ 向 けた努力が,今 後各方面 で ます ます活発にな

ると思われ る。
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図2.6.2モ デ ル シ ス テ ム の 構 成

武蔵 野 ・三 鷹地域' 既 存全 国ネ ッ トワ ーク

△

。。クシ_彦 匡

光.。 イへ

∩ 「 一 ー ー 一 一 ー ー ー 一 一 ≡1

1電 話 網 へ1

旨==二 ごご∴二 二]
,フ ァ ク シ ミ リ通 信 網 へ1

し___________」

「 一 一 ー ー 一 ■ 一 一 ー一 一 「
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モデルシステムの構成 モデルシステムは武蔵野 ・三鷹地区を中心として東京都内の一部 と結んで行 われる。昭和57年 より
建設に着手し.59年半 ばに一般子一ザーへ各種サ;ビ スを試供する予定で現 在,建設試験が進められている。

2.6.3蒋 来 展 望
↓

ISDNの 構 築に 向けては,既 存の電 気通信 サービ'スを維持 しなが ら逐 次電話網の ディジタル化 を

推進 し,現 在の サー ビス対応 の個別網 を統 合 して,料 金 ・制度 を含 めてすべ てのサービスが ひ とつ

のデ ィジ タル総合網 で提供 され るよ うになる。今後 の展 望 として以下 のよ うな予定が あげ られる。

① モデル システムを実 施す る。

(昭 和57～61年 度)'』 『.

② 科学 万博の開催 され る茨城 県筑 波研 究学 園都市地域 で,そ の時点 で提供 されてい るサー ビス

を供す る。(昭 和60年 度)

③ 県庁所在 地級都市 にサービスを提供す る。

(昭 和61～62年 度)

④ データ網 サー ビス(DDX)を 全 市制施行都市へ拡大 す る。
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(昭 和62年 頃)

⑤ 加入者線交換機 を含 め全 国主要 都市 相互 間の デ ィジタル化 を実現 し,電 話系,非 電話系 ネ ッ

トワークの統合 を達成す る。

(昭 和70年 頃 の見通 し)

⑥ 映像網 については広帯域 を必要 とす るの で,加 入者線部分 だけを統 合 し,中 継系 は当面個別

ネ ッ トワ ークとして構築す る。

(全 体の統合 は昭和75年 頃')

Z6.4技 術 開発課題

ISDNの 技 術面 での大 きな,ね らい は通信網 をデ ィジタル化す ることによって,す べ て の電 気

通信 サー ビスで通信網の設備 を共用化す ることに あ る。

このよ うな高度 な通信網 を実現す るた めの大 きな課題 としては ディジタル伝送技 術,デ ィジタル

交換技 術な どの諸技術 があげ られ る。

また将来広帯域系の通信 サー ビスが普及す る もの と予想 され るが,こ うしたサー ビスを実現す る

ために は広帯域通信網 を確立す る必要が ある。 これ らを,低 価格 で実 現す るための諸技 術 を今後 と

も進 めてゆ く必要が ある と考 え られ る。

2.7高 品 位 テ レ ビ ジ ョン

2.7.1概 要

高品位 テ レビジ ョンは,精 細度 の高い画像 とワイ ドな画面 によって臨場感 と迫力 に富 む,表 現力

の豊か な テ レビジ ョンであ り,将 来 は放送やCATV,パ ッ ケージ で家庭の テレビに映画 並 みD迫

力 を持 ち込むの は もとより,映 画制作;写 真 ・印刷,書 画伝送な どの分野で もテ レビジ日 ンの技術

で高度な 画像処理 が 出来 るよ うになると考 え られ る。

この テレ ビジ ョンは,NHKが 世 界に先駆 けて約10年 前 か ら開発 を進 めて きた もの ℃ 現在,概

ね実川 化が可能 な段階 にあ り,そ の開発の成 果ほ国の内外 の注目を集 めてい る。

高品位 テレ ビジ ・ン開発 の背景 は,現 行の テレ ビジョンが,約40年 前 に,当 時の技術 水 準 や電

波の制 約の中 で規約 ・方式 が決 め られた もので,今 後 ます ます多 様化,高 度化が予想 され る将来 の

社会の テ レビジ ョンとしては不十分 と考 え られた こ とにある。

NHKで は,将 来,放 送 に限 らず様 々な分野 の映像 ・画像 システムにテ レビジ ョンの技 術 が 幅 広

く利用 され るとの予測 の もとに,将 来の社会 に適 合す る新 しい テレビジ ョンの調査,検 討に着手 し,

そ の在 り方 について,人 間の視覚特性,視 聴心理効果 な ど多角的な観点 か ら幅 広い調査,実 験 を行

った。 これ らの結果 を もとに,技 術方式,ハ ー ドウェアな どの研究開 発を進 め,現 在 ではテ レ ビ ・
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カメラ,VTR,デ ィスプ レイ,送 受信 ・伝送 ・変換技術な ど関連 する技術 は概 ね実用 化が可能 な

段階 に至 ってい る。

今後,高 品 位テ レ ビジ ョンの発展,普 及 を円滑 に進め るには,規 格の 国内統 一 は もとよ り,国 際

的な規格 の統 一を図るこ とが必要 であろ う。

2.7.2現 状 と 動 向

フ ィル ムやテ レビを用 い た シ ミュ レーシ ョンに よる主観評 価実験 ,多 角的な心 理要因 の分析 を進

めた結果,高 品位 テ レビジ ョンの基本 的な条 件 と して,次 の ことが 明 らか とな った
。

o臨 場感 や迫力 とい った心理効果 を高め るには表示画 面の ワイ ド化 ,大 形化が最 も有利な手段で あ

ること,

o少 くと も画面の高 さの3倍 の視距離 か ら見 て も画質劣化が 目立たない よ う,走 査線 数1200本,

信 号 帯域 幅20メ ガ ヘル ツ程度 の ものが必 要 であること,な ど。

これ らを踏 まえ,NHKが 望 ま しい方式 として設定 した高品位 テレビジ ョンの規格 を表2 .7.2に

示 す。 この方式 は,現 行 テレビジ ョンの約5倍 の情 報量 の カラー画像 情報 を伝送,再 生す る もので,

走 査線数1125本,画 面 の縦横比3対5,輝 度 信号 の帯 域幅 が20メ ガ ヘル ツとなって い る。

表2.7.2NHKの 高 品位 テ レビ規格

(現 行 テレ ビ)

走査線数(本) 1,125

画 面 の縦横比

(ア スペク ト比)
3:5

イ ン タ ー レ ー ス 比 2:1

フィールド周波数(ヘ ルツ) 60

メ ガ映像信号帯域()
ヘルツ

Y:輝 度信号

広帯域色信号Cw
C
狭帯域色信号CN

20

7

5.5

〔訳ii::ii嫌〕

525

3:4

2:1

60

R:

G:緑 原 色信号

B:青 原 色信号

Z2

1.5

0.5

赤 原 色 信 号

8

H

O

＼1

＼
＼ ＼、1

＼ ＼3,;
＼ 、1

＼で1
＼＼

NHKは,こ れま で,こ の規格 に基 づいて,テ レビ ・カメラ,各 種の高精 細度 デ ィスプ レイ装 置 ,

レ ーザー走査 方式に よるフィル ム送像 ・録 画装 置,VTR ,広 帯 域FM伝 送 ・受信装 置,衛 星伝送用

送受信装 置等 をメーカ ー各社 の協力 を得 るな どして開発 し,さ ら.にこれ らの機器 を用い て撮 像実験 や伝送

や伝送実験 を行 って きた。
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高品 位 テレビジ ョンは,CATV,パ ッケージ,映 画制 作,写 真,印 刷 な どの分野 で も利用 され

るこ とが考 え られ るが,こ れ らの分野では開発 の現 状か らみ て実用化で きる段階 にあ る。放送 につ

いては,信 号が広帯 域です でに実用 されている地上の電波 で送信す るの は無理 なこ とか ら,今 後新

たに開発す る電波 を用 いた地上放送 および衛星放送 に よる送 信方式の開発が鋭意進 め られてお り,技

技術的 には実 用化 の見通 しが得 られてい る。

一方 ,海 外 では,我 国 の高品位 テレビジョン開発の成果 が高い評価 を受 けてお り,近 年,実 用 化

への関心が富 に高 まってい る。 アメ'リカCBSな どで も実用化開 発が進 め られてい るが,世 界 に 先

がけ て研究 開発 を進 めて きた我 国は,現 在,こ の分 野で先導的役 割を担 ってい る。

2.7.3将 来 展 望

テ レビ ・カメラ,VTR,デ ィ・スプレイ装 置な ど高品位 テレ ビジョンの映像 を制 作す るのに必 要

な技術が概 ね実用 段階 にあるこ とか ら,CATV,パ ッケー ジ,映 画制作,書 画伝送,写 真 ・印 刷,

美 術工芸品等 の情報検索,ワ イ ド画面 のテレビ会議,教 育 ・医療CCTVな どには,順 次,高 品位 テ

レビジョンが導 入 され るであろ う。

なお,科 学万 博つ くば'85(1985.3～9)で は高品位 テ レビジ ョンを取 り込 んだ各種展示 が 計

画 されてい る。'

高品位 テ レビジ ョン放送につ いては,放 送 に利用す る周波数の確保が必 要であ るが,こ こ数年の

うちに放送 として実用 化す るための技術 は完成す る ものと見込 まれ る。

このよ うに,高 品位 テ レ ビジ ョンを多角的 に利用す る技術 はいずれ も1990年 頃 までに実用 化 さ

れ るで あろ う。 そ して,1990年 以降 は,テ レビ ・システム としての高度化,低 廉化な ど普及促進

の ための技 術開発が進 め られ,放 送のみな らず,画 像情報社会 の基盤技術 として広 く浸透 す るであ

ろ う。

2.7.4技 術 開発課題

(・O衛 厚放送 に よる実用化

高間 立テレビジ ョンは,現 行 テ レビジ ョンよ りもかな り広い周波数帯域 幅を必要 とす るため,

放 送 としての実用 化に はSHF,EHF帯 の無線周波 の利用が考 え られ,経 済的 に全国 放送 を行 う

には衛星放送が最 も適 してい る。 このため,当 面打 ち上 げ られ る12ギ ガヘルツ帯放送 衛 星 を用

いた実用化 のための技 術開発実 験や,将 来の放送 のた めに割 り当て られてい る22ギ ガヘ ル ツ帯 ,

41ギ ガ ヘルツ帯 での伝送技術 の開発 を進 める必要があ る。

(2)ワ イ ドで大型パ ネルデ ィスプ レイの 開発

高品位 テレ ビジ ョンは,表 示 画面の ワイド化,大 形化で臨場感 や迫力な どの心理効果 を生 み出

す もので あるか ら,デ ィスプレイ装置 は システムとしての評価 を決定 づける最 も重 要な開発 対象
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であ る。 これ までは現 行 テレ ビジョンの カラー受像 機開発で確立 されて きた技術 をベー スとした

ブ ラウン髄 視型 デ ・スプ・イ;投 写型 デ ・スプ ・イを醒 してきたが ・将来 昧 格的普及側 ま

ワイ ドで大形 のパ ネルデ ィスプ レイ(ら開発 は不 可欠 である。

2:8VAN

2.8.1概 要

VAN(付 加 価値通 信)は,発 信側 の通信情報 を受信側にそのま ま伝達す る トランスペアレン ト網

の通 信機能 に対比 し,変 換 ・蓄積 ・処理 などを通信情報 に付加す る通信 サー ビス である。 その機能

は交換 ・接続(パ ケ ッ ト交換な ど高度交換接続機能),通 信 処理(情 報 の転送 を効率 的に行 うため

に,情 報 の意 味内容 を変えず に処理 を行 う機能),デ ータ処理(利 用 者の情報 の意味 内容 にかかわ

る処理 を行 う機能)に 分類 され る。

これ らの機能 を通信網側 に持 つか,通 信網 を使用 しサー ビスを行 う通 信サ ー ビス業側 に持つかに

ついて様 々な議論が行 われてい る。 昭和57年 秋 の データ通信第二次 自由化 では云わ ゆる 「中 小企

業VAN」 の 開放 が認め られた。VANに 対 す る回線 開放の声は高い。

2.8.2現 状 と 動 向

通信付加機能 として は次の如 き ものが あ る。

① 校 旗 ・接続

O網 制御機能(回 線交換 ・パケ ッ ト交換,多 元 トラフィック処理 機能 ,誤 り制御機能,複 数端末

との接続機能な ど)

o網 管 理機能(障 害処理,異 常 トラ ピック処理な ど)

② 通信処理

O速 度 変換 ・プロ トコル変換 ・フ ォマ ッ ト変換 ・メデ ィア変換 ・帯域圧縮 ・符号変換 ・同報 通信

・代行 送信 ・代行受信 な ど

③ デ ータ処理

ファイル更新 ・情報 内容 の更新 ・デ ータ ベースの情報検索 サー ビスな ど

我国においてはDDX網 や フ ァ ク シ ミ リ通 信網 にお け るパ ケ ッ ト交 換 や蓄 積 変 換 な どの 一

部機能 が通信網 に配備 されている他 は,中 小企業者向けVANが 自由化 されてい る程 度で今 後 の課

題 とされ てい る面が多い。

VANの 事 業化 は米国が最 も進 んでお り,Tymnet,Telenetを は じめ,Graphnet,Pacnet

な ど大 手VAN業 者 が確実 に その業績 を伸 ば してい る。 また独 占的通信業者 であ るATTと の 間で通
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信機能 につ いての長 い議論 と係争が行われ,「 基 本伝送 サー ビス」と 「高度 サー ビス」 との区分 け

が,1980年 採 択1982年 発 効のFCCの 第2次 裁定に よって定 着化 しつつあ る。 これ によ り.ATr.T

の 立場が明確 に された。

また一方通信衛星 やCATVネ ッ トワー クを利用 したデータ通 信サー ビスも各種 の実 験 が な され

てお り,今 後技術的 に もサー ビス内容 において も多様 な展開 を見せ る ものと思わ れる。

欧州においては政府 に よる規制色が 強 いが通信技術の進歩,米 国の動 きなどに刺激 され序々に変

化 して来てい る。英 国に おいては,1981年BT(電 気通信 公社)と 競合 しない付加価値通信 サービ

スを自由化 したのに始ま り,回 線 自由化 の政策 を打 ち出 してい る。西 ドイ ツ,フ ランスにおいては

政府規制色 は強 いが フラ ンスの高 度情 報化構想 テレマテ ィークな ど革新技術 を採 用す る新 規計画 に

積極的姿勢 を打 ち出 している。

技術の動向としては通信網へのディジタル技術の導入が急速に進展 しておりISDNと しての通

信付加機能の技術的可能性が増大 しているが,そ の伝送基準 ・接続基準 ・安定基準などの技術基準

の問題 は充分に明確化 されていない。今後の大 きな課題である。

2.8、3将 来 展望

光通信技術 の進展,デ ィジタル技術 の浸透 によ り通信網構 成の革新への歩 みが 始まった。我国 で

はINSの 開 発が提 唱 され,1984年 よ りの三鷹実験 プ ロジェク トを皮 切 りとして通 信網 の 再 整 備

が急速 に進展 す ることとなろ う。 これに先立 ちDDX網,フ ァクシ ミリ網,国 際通信 サー ビスVEN

USな どの通信サ ー ビスが開始 されてい る。 電電公社 のINS計 画 ではパ ケ ッ ト交換 の完全 普 及 ・

フ ァク シ ミリ網 の完全普及が1985～1990年 を 目指 して進 められるのを始め,音 声通 信網の ディジ

タル化の完全普及が1990～1995を 目標 に進 め られ,1995年 に はこれ らがISDNと して統合され

る計画 とな ってい る。 また これと併行 して広帯域 ネ ッ トワー クの整備が ニー ズに対応 す'るとい う形

で計iilliされて お り,テ レコンファレン スな どの映像 サー ビス も順次導入 されて い くこと となってい

る。

しか しこの間既存通 信網 との併存形態,ア ナログ対 デ ィジタル,メ タル対 光 フ ァイバー,統 合形

態,広 帯域化の度合,他 メデ ィアとの関連 など細部の技術 的 ・経済的検討 を今後 の課 題に残 されて

い る。

またサー ビス内容 について は通信網の持 つべ き機能 と端 末サイ ドに課 され る機 能の切 り分け,電

電公社 の行 うサ ー ビス と回線 自由化の内容な どについて広 く議論 さるべ き問題 が山積 してい る。

特 に通信処 理 ・データ処理の内容 はユーザ側の利便性 に対 し柔軟 な対応 が必 要で あ り,メ ッセ ー

ジ通信 サー ビス を一 つとって も,メ ッセー ジ転送 ・メール ボックス ・デ ィレク トリサ ー ビス ・メデ
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イア変換 な ど多彩 な可能 性 を有 してい る。 これ らサ ービスへ の要請内容 に応 じ,網 構成 に対 して自

由な議論が尊重 され ることが望 ましい。

米国 においては,民 間 に よる通信処理 が自由に行われ る状 況にあ りサー ビス内容 の多様化 が益 々

進展す る傾向 にあ る。衛 星通信,CATV,無 線 メデ ィアな どの結 合に よ り既存通信網 の枠 を越 え

た ドラステ ィックなサ ー ビスが 出現す る ことも考 えられ る。 また米 国,欧 州 は国際的なサー ビスを

展 開 している。技術 あ るい はサー ビスの移入 ・移出に ついてバ ランスの とれた対応 が とられてい く

ことが,国 際協 調の面か らも強調 され る ことが必要 である。

通信 の持 つ公共性 とユ ーザの利便性,通 信サ ー ビスの信頼性 と安全 性な どにつ き,高 い技術 目標

と自由な発想 を取 り入 れ,充 分 な議論 を重ねてい くこ とが肝要 である。

2.8.4技 術 開発課題

技術的な開発課題 と しては次 の如 きものが挙 げ られ る。

① 基 本技 術 となるソフ トウェアの蓄積

機密保護 ・料金 計算・・タイマ監視 ・優先判 別 ・同報機能 ・一斉通 信 ・送信確 認 ・着信確認 ・デ

ータ蓄積機能 ・メイル ボ ックス機能 ・プ ロ トコル変 換 機 能 ・時間指定 ・フォーマッ ト変換 ・異

速度伝送 ・コー ド変換 ・パ ケッ ト交換 ・メディア変換 ・高速 デ ィジタル伝送 な どのアル ゴリズム

開発 と ソフ トの蓄積。

② 基 本ハ ー ドウェアの開発 、

網構 成 におけ る コン ピュータ適用,電 話 ・非電 話端 末,イ ンタフ ェース変換 アダプタ,『マンマ

シンイ ンタフェイスな ど。

③ 技術基 準の整備

伝送基準 ・接続基準 ・安定基 準,標 準的 ネッ トワークアーキ テクチャ,標 準 的サ ー ビス内容,

国際標準へ の対応 な ど,

④ 高信頼化 とセキ ュリテ ィ技術

冗長構成 ・分 散化 ・可変通信網制御`う 回路確保、,バ ックアップ,遠 隔診断,デ ータ保護,機

密保護,コ ンピュー タ犯罪防止,暗 号 化,監 査機能 などの方式。

⑤ 新 サー ビスの開発

メ ディア間融合な どに よる新 サ ー ビス,広 帯域 ネ ッ トに よるサー ビスな どの 可能性追及

VANに 係 る技 術は実用 化技術 の面が多 い。網及び端末性能 の実情 に合 わせ各種 サ ービスの実 現

が可能 であ るが,そ こには膨大 な ソフ トウェアの蓄積,目 的 に応 じたハー ドウ ゴァの開発,運 用 ノ

ウハウが必要 である。 この面の試行錯誤 におい ては米 国に一歩遅 れを とってい ると考 えざるを得な

い。今後国際的な市場 競争 に民間 ベー スの対応 をしてい くために はその競合力 を早急に高め る必 要

があ る。,1
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2.9パ ッ ケ ー ジ 系 ニ ュ ー メデ ィ ア

2.9.1概 要

パ ッケー ジ系 ニューメディアは有線 ・無線等 の伝送系 ニ
ュ ーメデ ィア に対 して用 い られ る概念 で

あ る。パ ッケー ジ系 コ ミュニケ ーシ ョンメ ディアは,「 記録 媒体に記録 され た情報 を ,媒 体 を人手

か ら人手に運 搬 す ることに より伝達す る手段」 と定義 され るだ ろ う
。 このよ うなメディ アの うちど

の範囲 を"ニ ューメ ディア"と 呼 ぶか については ,明 確 にはな っていない。 ここでは言葉に よる概

念規定 には あま りこだわ らず に,過 去2～3年 以 内に実用化 された ものか ら今後10～15年 の 間に

実用化 が期待 され る もの を指す こ とにす る。

表2.9.1に パ ッケ ージ系 コ ミュニケ ーシ ョンメデ ィアを従来形お よびニ ューメデ ィアに分 けて示

表2.9,1パ ッ ケ ー ジ 系 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン メ デ ィ アの 種 類

従 来 形 メ デ ィ ア ? ニ ュ ー メ デ ィ ア

O書 籍 ・雑 誌 ・新聞等の印刷 o家 庭用VTR ○ ビ デ オ デ ィ ス ク

物 o各 種 コ ン ピ ュ ー タ メ モ リ ー ODAD
「

o映 画 フ イ・レム フ ロ ッ ピ ー デ ィ ス ク ρDAT

○写 真
磁気 テープ o業 務 用 デ ィ ス ク フ ァ イ ル

Oマ イ ク ロ フ ィ ル ム ハ ー ドデ ィ ス ク o電 子 ス テ ィル カ メ ラ

○ レ コ ー ド O磁 気 カ ー ド O高 品 位 ビデオ シス テム

○ オ ー デ ィ オ カ セ ッ ト o磁 気 ディスク O光 カ ー ド

o業 務 川VTR
、

↓

OICカ ー ド

1

"

○ パ フ ル カ セ ッ ト
シ9

す。 この表か らもわか るよ うに,従 来形 メディアに比較 してニ ューメデ ィアの もつ特 徴 として ,

① 情報記 録の高密度化 ・

② 情報の検 索 時間 の短縮化'"・

③ 画像 ・音声 の高 品質化

④ ひとつの記録媒体 に画像 ・音 声 ・テキス ト・データ等を同時に記録 できる。

等があげ られ る。'

パ ・ ケ ー ジ系 二 ・ 一 ・ デ ・ ア を シ ・ テ ム と して 見 た 場 合
,図2.9.1に 請 よ う に',パ 涯 置.書
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入力装置 ⇒

カ メ ラ

OCK

キ ー ボ ー ド

マ イ ク

書 き込み

装置
[〉 o

読み出 し

装置 o出 朧

光読み出し
磁気読み出し
光磁気読み出し
電気的読み出し

光記録
磁気記録
光磁気記録
電気的書きこみ

光 デ ィ ス ク

磁 気 デ ィ ス ク ・シ ー ト

磁 気 テ ー プ

半 導 体 メ モ リ ー
バ ブ ル メ モ リ ー

図2.9.1パ ッ ケ ー ジ系 二 ■ 一 メ デ ィ ア ン ス テ ム

CRT

フ ラ ッ トデ ィス プ レ イ

ス ピー カ ー

プ リ ンタ ー

き込み装置 ・記録媒体 ・読 み出 し装 置 ・出力装置か ら構成 される。 この うち入力装置 と出力装置は

伝送系 ニ ューメデ ィアに も共通 に用い られ る手段 であ る。 また,パ ッケ ージ系 ニ ューメデ ィアのほ

とん どが,情 報の記憶装置 として伝送系 ニ ュー メデ ィアシス テムに も使われ るこ とは言 うまで もな

いo

最 後 に,伝 送系 ニ ューメ ディアと比較 してパ ッケージ系 ニューメデ ィアの もってい る有利 な点 と

して は,① 好 きな ときに繰 り返 し利用 で きる ②連続長時 間利 用 して もコス トア ップにな らない,

③ 媒 体を持 ち運 ぶ ことに よって どこで も利用 でき る,等 が あげ られ る。 一方,① 常に変化す る情報,

・新 規性 を求 め られる情報 に対 しては時 間的 に遅 れる,②1回 しか利用 しない情 報に ついて はコス

ト高にな る,な どの不利 な点 を もってい る。

2.9.2現 状 と動 向

白)ビ デオデ ィスク

オーデ ィオテ ープ レコーダーに対す るオーデ ィオディスク と同様 に,テ ープを用 い るVTRに

対 して回転 ディスクに映像信号 を記録 す る試み は古 くか ら続け られてお り,1960年 代 にはい く

つか の開発 成果 が発表 されて いる1970年 代 にな る と,西 独 テレフンケン社等 のTED方 式(19

70)を 皮 切 りに,'オ ラ ンダ フィリ ップス社等の光学式,米 国RCA社 のCED方 式,日 本 ビクタ

ーのVHD方 式 がいずれ も民生用 の ビデ オ ディス クを目標 として開発 された。

この うちTEO方 式 は,世 界初 の ビデオデ ィスクと して1975年 に西 ドイツで発売 された。しか

し,こ れは従来 のオーデ ィオデ ィスク と同様にデ ィス ク上の溝 の凹凸 を ピックアップの機械的振

動 に変換す る方式 を とってい たため,記 録時間 ・画質 ・デ ィス クの寿命 のいず れに も難点 があ り,

大 きな市場 には発展 しなかった。,

一40一



一方,民 生 用光学 式 ビデオ デ ィス クは1978年 に米国で はじめて発売 され ,日 本 では1981年 に

パ イオニアか らレーザーデ ィス クと して発 売 された
。 また,静 電容量式 ビデオデ ィスク も,RC

A社 のCED方 式 は1981年 に,日 本 ビクタ ーのVHI)方 式 は1983年4月 にそれ ぞれ市場 に現われ

た。 これ ら各方式の比較 を表2.9.2(a)に 示 す。

表2.9.2(a)ビ デ オデ ィスクシステム各方式の仕様比較

システ ム名

デ ィス ク径

(cm)

演奏時間
(分)
回 転 数
(rpm)

盤材厚
(mm)
寿 命
(回数)

読 出 案 内

機 構 と深 さ

(牡m)

線 密 度
(本/mm
トラ ック
ピ ッ チ

(μm)

L(μm)

ピ ッ ト

深 さ
α(μm)

ピ ッ ト幅 記録範囲

外 径
(mm)
内 径
(mm)

FM帯 域

(MHz)復
調帯域
(MHz)

検 出開口
(畑)
幅1悟
長 さL`

針圧(9)
底 面 積(
prn:)
〔焦点深 さ〕

盤 材

デ ィ ス ク

の反 りいm)

RCA

(容量針再生)

CED

30

両面120

450

1.8

>500

案内みぞ

0.5

394

2.5

2.0

定0.1

290

167

3.5～9.3

3.0

2.0

0.2

0.07

7

硬質PVC

180

日本 ビクター

(容量針再生)

VHD

26

両面120

900

1.8

>10,000

トラ ッキ ン

グ ピ ッ ト
0.1

740

1.35

培1.2

0.3

250

105

4.5～12

3.1

1.0

0.2

0.04

10～20

硬質PVC

180

フィ リップ ス
ーMCA

(光学式)

VLP

(CLV)30
両 面120
1900～

660

1.2×2

無 限

一
625

1.6

0.4

0.11

290

100

4.5～

13.2

42
(λ=O.63NA=e.4)
1.0φ

〔深度
±1.0um〕

硬質 アク リル
100(内)～
500(外)

相対速度

外周/内 周

(m/s)

デ ィス ク偏 心
トラ ッキ ング

精度
(μm)

再生 スタ
イ ラス材
寿 命

(時間)

マスター

材 質
記録速度
〔実時間比 〕

記 録 ス タイ
ラ ス アパ ー

チ ャ ー

(pm)

最内周径の

最 短 波 長

λ。(pm)

輝度1言号

SN比(dB)

帯域(MHz)

色搬送波

周 波 数

(MHz)

音声FM

キ ャリア

(MHz)

音声SN比

(dB)

帯域(kHz)

RCA

(容量針再生)
6.8/3.9

180

0.2

ダイ ヤ

>500

銅 註

〔1/2〕

ダ イヤ 針

0.2

0.4
40

(3.0)

1.53

(埋 め 込 み)

0,716
50

20

日本 ビクター

(容量針再生)
11.8μ.9

180.

0.1

ダ イヤ

>2,000

フ ォ ト

レ ジ 註

〔1/1〕

Ar

レ ーザ ー

λ=0.49

NA=0.9

0.4
42

(3,1)

2.56

(埋 め 込 み)

3.43

3.73

60

20

フィ リップス
ーMCA

(光学式)

(CLV)

10.0

100

0.1

He-Ne

レ ーザ ー

>1,000

フ ォ ト

レ ジ 註

〔1/1〕

Ar

レーザ ー

λ=0.49

NA=0.9

0.7
42

(4.2)

3.58

(NTSC直

鎮)

2.3

2.8

55

20

現 在のと ころ,民 生 用 ビデオ ディス クは ソフ トウェア(プ ログラム)の 種類 の不足,VTRと

の競合 などか ら本格的な市場 を形成す るには至 っていない。今後の普及 のために は ,ソ フ トウェ

アの充実,プ レーヤーの コス トダ ウン等が課題 となろ う。特に ソフ トウェアに関 しては,現 在映

画 ・音楽等の娯楽 番組 が ほとん どであるが,将 来は,教 育 ソフ ト ・ビデオ図鑑 な ど,ビ デオデ ィ

スクの特徴を生か した多様 化が 望 まれ る
。

再生専 用 ビデオデ ィスクの業 務用分野へ の応用 は主 として光学式 に限 られてい るが,フ レーム

ごとの ア ドレスによるランダムア クセ ス機能,繰 り返 し再生 して も画質が劣化 しないな ど
,こ の

方式の特徴 を生か して,さ ま ざまな方面 への利用が始 まっている。 代表 的な例 として,自 動車販

売会社の セール スマ ン教 育お よびセールス トゥール,旅 行 代理店 でのセール ス トゥールな どが実

績 をあげている。特 に,パ ーソナル コンピュータとビデオディスクを組 み合 わせた システムが,

ビデオデ ィスクの効果的 な利用 技術 と して注 目を浴びてい る。

(2)デ ィ ジタル オーデ ィオデ ィス ク
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音声信号 の デ ィジタル記 録は アナログ方式の もつ限界 を打 ち破 る録音 方式 として早 くか ら注 目

され ていたが,ア ナログ方 式に比較 して大量 の情報 を高速度 で処 理 す る必要性か ら,最 近 までは

一部のス タジオ録音 にPCM方 式 が利用 され るに とどま
ってい た。 しか し,1970年 代 後半になっ

て,家 庭用VTRや ビデ オディス クな どの高密度記録技術,半 導体 レーザーや高速のA/D・D/A

変 換 器 な どめ半導体技 術,さ らに誤 り訂正等 のソフ トウェア技 術の進歩 によ り,デ ィジタル録音

方式の民生用 オーディオ機器 への応用 が ようや く現実 の もの となってきた。

デ ィジタル オーデ ィオデ ィス ク(DA

表2.9.2(b)DAD各 方 式の比較
D)は ビデオデ ィスクと並行 して各社 で

(文 献1)開 発
が進 め られ,一 部 で技術発表 も行わ

れ た。

1980年9月 に ソニーとオ ランダ の フ

ィリップス社 か らコンパ ク トデ ィスク

(CD)シ ス テムが共 同発表 され,各 社

に対 して規格統 一が呼 びか け られた。同年

年10月 に は ビクターか らAHDシ ス テム

が,ま た西独 テ レフ:f'ケy社 か らはMD

シ ステムが発表 された。 この うちAHD

シス テム はVHDシ ス テムのビデオディス

クと互換性が あ り,同 じプレニヤ ーで再

生 できるとい う特徴 を もってい る。表2.

9.2(b)に 各 方式 の比 較を示す。・

、その後P.CMデ ィスクの規格 を討議す

るた めに関係 メー カーによるDAD懇 談

会が設 置さ れた。同懇談 会 は,D .ADの

規 格をCD,AHP
.,MDの3方 式 に絞

り,実 質的 にはCDとAHDの2方 式 にま

とまttったC .とを もって,1981年4月 に

開散 した。

CDプ レーヤーは1982年10月,日 本

でオーディオメーカー各 社 か らいっ.せい

に発売 され,そ の後 ヨー ロッパ,米 国 も

含めて30社 程 度 か ら商 品 化 され ている。

AHD方 式 の商品化 の 日程 はまだ明確 に

方 式 名 称 ρD方 式 MD方 式 AHD方 式

提 案 会 社
フ ィ リッ プ ス、

ソ ニ ー

テ レ フ ンケ ン,

テ ル デ ッ ク
日本 ビ クタ ー

再 生 方 式 ,光学式 圧電式 静電式

デ'イ ス ク 径 12 13,5/7.5 26

(cm)

回 転 速 度 1.3±0.1m/s 250(CAV) 900(CAV)
(rpm) (CLV)

約500～ 約200

収 納 ケ ー ス な し あり あ り

両 面 仕 様 オ プ シ ョ ン 標準 標準
(貼 合せ)

ディスク素材 透明物質
丁

PVC 導電性PVC

チャンネル数 2 2(4) 4

周波数特性 20～20,000 20～2り,000 2～20.000

(Hz) )

ダ イナ ミ ック 90以 上 85以 上 go以 上
レンジ(dB)

ひずみ率(%) 0.05以 下 0.05以 下 0.05以 下

ワ ウ ・フ ラ ッ

タ

水晶精度 水晶精度 水晶精度

演 奏 時 間 約60分 6C/10分 60分 または

(片 面)' (50分) 60分 ×2

標本化周波数 44.ユ 48 47.25

(kHz)

量 子 化 ピ ッ ト

数

エ ンフ ァ シス.

16ピ ッ ト

未定

14ビ ッ ト

5Cμs÷1ξ μs

16ビ ッ ト

な し

符 号 化 2の 補数 2の 補数 2の 補数

変 調 方 式 , EFM・ IDM MFM-FM

誤り訂正方式 CIRC CRC+Paritv
ヴ
CRC÷Bi一

Parity

冗 長 度(%) 30.6 26.3 50.8

伝 送 レ ー ト 2.03 1.824(3.648) 6.1425

(MBPS)

(チ ャ ンネ ルビ ッ'ト レートtま4,3218)

CLVニCenstantLinearVelocity

CAV=ConstantAngularVelocity

EFM=EighttoFourieenModUlation

IDM=ldentifiedDelayModulation

CIRC=CrossInterleaveReedSolornonCode
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表2.9.2(c)

(文 献3)

メー カ EI本 ピ クタ= パ イ オ ニ ア' ソ ニ ー シャー プ 松下電器産業 赤井電機 日立製作所 日立 マ クセル 三洋電機 東京芝浦電気
録音方向 双方向 】方向 1方 向 双方向 双方向 双方向 1方 向 1方 向 1方 向 1方 向

録音時 間C・90(分) 前(30×2)

吟

22.5 45 90(45×2) 60(3{lx2) 45(22.5×2) 45

一

45 45 22.5
チー フ速 度(cm秒) 7」4 9.5

・.－w'一 一 一

A

4.75
',一 「　 一'_

38(16×2+6)
^一"一 一 」_r-

60

4.75 9.5 9.5 475 475 4.75 9.5
トラ ッ ク数'川

、-

9〔4※2刊) 8(4/2) 18(16+1+D |2(lo+2〕 18(16+2) 16(14+2) 16(14+2) 18(17+D 18

トラッ ク幅(録 ∫彗)(μm) 16〔;

一 一.、 一ー 一

27り*
・

70(7〔[/50) 12〔} 80 110 100 100

－

mO*

トラ ッ ク ・ヒ ッ チ(μm) 41[〔[.IZ)

}　 一一 ・.チー

470 95 川[ 3m112) 200 220 200 2⑪0 170

サ ンプ リング周 波数(kHZ) 33.6 .44.1

-'A.

44.1 44.1 44.1 44」 441 44.1 44,056 44」

ll[子1ヒ ビ ッ ト数 12非 直 線 14直 線

'.一..一 －L炉 「.

16iロ:線 14 '16直 線
14直 線 14直 線 14直 線 14直 線 14直 線

伝送 レー ト'ぷIMビ ッ ト 秒) 1.川16
11
.5 2」6 2」168 2」168 2.1 L646 L6 2,247 L666*

冗長度(%) 22.6 17.7 35 41.7 33.3 41.7 25 30 45」 25.9

変復調方式 パ ー シ ャ ル ・

レ ス ポ ン ス

3PM相 当 →一

.

3PM FEM.4 MFM MFM MFM' 3PM MFM

記録 密度(kBPI) 4629 50 36」 70.6 56.6 35.4 62.87 63.5 7回 49,5ホ

面 記録密度(Mビ ット/6.25Cmり 5.88 423・ 9.65 17.9 928 一 7.26 　 8.98 7.40*

磁 気ヘ ッ ド フ ェ ラ イ ト フェ ライ ト 薄膜 薄膜 フェ ライ ト フ ェ ラ イ ト 薄膜 薄膜 薄膜 薄膜
磁 気テ ープ メ タル コバル ト系 コバル ト系 コバル ト系 蒸着 コバル ト系 コバル ト系 コバ ル ト系 メ タル メタル

発表年月 1981年9月 1981年10月 1981年IO月 1982年9月 1982年10月 1982年10月 1982年10月 1982年10月 1982年11月 1982年12月

注Dデ ー タ ・トラッ ク+制 御 トラ ック十補助 トラ ックの総計

i:12)こ の なか に反 対方 向の トラック・1本含む

iti3)全 トラッ ク合計'の レー ト'
拳印 は推測値

,一.一一は不 明

、



なってい ない。

コンパ ク トデ ィスクは現在 のところ順調 に売上 げを伸 ば しているが,今 後の普及のた めに'は ビ

デオデ ィスク と同様,ソ フ トウ ェア(プ ログラム)の 充実 とプ レーヤ ーの コス トダウ ンが不可欠

の条件 である。

(3)デ ィ ジタルオーデ ィオテープ(DAT)

民 生 用の デ ィジタル オーデ ィオテープ レコーダーとして は1977年 に 回転 ヘ ッ ド方式のVTRと

組 み合わせ て用 い るPCMプ ロセ ッサーとい う形で商品化 され,そ の後 規格化 がな されてい る。

これに対 して,コ ンパ ク トカセ ッ トを用 い る固定 ヘ ッ ドのDATの 試 作機が,1981年 秋 以来,

主 要 オーデ ィオメーカ ーか ら相 次い で発表 されてい る(表2.9.2(c)),こ れ らの試作機 の ほとん

どは,標 本 化周波 数44.1KHz,量 子 化 ビッ ト数16ま た は14と,コ ンパク トデ ィスクと同等の

音質 を 目ざしてい る。 トラ ック幅が100μm程 度以 下の もの は半導体ICと 同様 な製 法 に よ る薄

膜 ヘ ッ ドを用 いてお り,再 生 ヘ ッ ドには磁 気抵抗効 果 を利用 したMRヘ ッ ドが採用 され てい る。

一方 ,回 転 ヘッ ドを用い たDATの 試 作機 も,'1982年 に ソニーか ら発売 されている。

この よ うな状況 で,1～2年 後 に も予想 され る商品化 を前 に して,1983年6月 にはDAT懇 談

会が発足 し,業 界 で標準規格 を 目指す動 きが出 てきてい る。

(4)8ミ リ ビデオ

コンパク トカセ ッ トなみのサ イズの ビデオカセ ッ トを用いた カメ ラー体形VTRの 試 作機が19

80年 に ソニーか ら発表 され,そ の後い くつかの大手家 電 メーカーか らも同様 の ものが 公 開 さ れ

た。 これ らはいずれ も塗 布形 あるいは蒸着形 のメ タル テープを用い,現 行 の%イ ンチ家庭用VT

Rよ り も記録 密度 を向上 させて いる。

その後,内 外122社 の 電子機器 ・カメ ラ ・テープな どの メー カーに よる8ミ リビデオ懇談会 が

標準化作業 をすす め,1983年3月 に標準 規格 をま とめ,発 表 した。 ただし,SECAMの 映像 信

号記録方式 につ いては継続審議 とな ってい る。

発表 された8ミ リビデオの規格概要 を表2、9.2(d)に 示 す。

この規格 にのっ とった製 品が近い将来各社か ら発 売 される と思われ るが,現 行 の%イ ンチVT

Rと の 関係で どの よ うな位 置付 けがな され るかが焦 点 となろ う。

⑤ 業 務用 光 デ ィスクメモ り一

業 移用の大 容量 メモ リー フ ァイル としては現在主 として磁気 デ ィス クが用い られてい るが,限

界 記録密度が磁気 よ り1桁 高い とみ られる光 デ ィス クが最近注 目 されてい る。業 務用 メモ リー と

して の光 デ ィスクは再生 のみの ビデオデ ィスクやDADと 異 な り,ビ デオ ・オーデ ィオ ・テキス

ト・コー ドな どの情報を ユーザ ーが 自分 で書 きこめ るこ と,さ らには何 回で も自由に書 きこみ ・

消去 で きることが要求 される。

一回書 き こみ 可能 な タイプのディスクをDRAW(DirectReadAfterWrite)と 呼 び,表2.
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9.2(e)に 示 す ように各社か ら発表 され てお り,一 部 は実用化 され てい る。

表2.9.2(d)8ミ リビデオの規格概 要
(文 献4)

記録方式 回 転2ヘ ッ ド ・ア ジマ ス記 録 方 式

映像信号記録方式

フォーマットA)

フ ォー マ ッ トB)

(継続 審 議 ジ

輝度信号:FM変 調

色差信号:低 域変換方式

(NTSC,PAL)

ベースバンド記録方式

(SECAM)

音声信号記録方式・ 標 準装 備:FMオ ー デ ィオ(1チ ャネ ル),

回転 ビデオ ・ヘ ッ ドに よ る

ビデ オ信 号 と周 波 数 多重 記 録

オ プシ ョン:PCMオ ー デ ィオ(2チ ャネル),

回転 ビデ オ ・ヘ ッ ドに よ る

延長 ビデ オ ・ トラ ッ ク上 に記 録

オ プ シ ョ ン:固 定 ヘ ッ ドに よ る

テー プ側 端 トラ ック上 に記 録

(1チ ャネ ル)

ドラム径 40mm(NTSC,PALと も)

録画時間 1時 間30分(NTSC),1時 間(PAL)

トラッキング方式4周 波方式

使用テープ 塗 布 型 メ タル ・テー プ お よ び

蒸 着 メ タル ・テ ー プ

テープ幅 8mm

カ セ ッ トの大 き さ 95×62.5×15mm3

表2.9.2(e)各 社 の デ ィ ス ク フ ァ イ ル(DRAW)

(文 献5)

開 発 機 関 ・ 発表時期 応-用
(情報の種類)

容 量 回 転 数 検索時間 記 録材 料 レ ー ザ

日 立 1976年 ビ デ オ 54,000コ マ/面 L800rpm 1秒 Te系 Ar(記 録)

He・Ne(再 生)

Philips
'
1978 コ ー ド 5×109ビ ット/面 150 0.25 Te系 半 導 体

日 立 1979 文 書 1ぴ 。ビ ッ ト 600 1 Te系 半 導 体

東 芝 1979 文 書 1010ビ ッ ト 一 2.5 Te系 He・Ne

日 立
'

1980 文 書 1010ビ ッ ト 600 0.3 Te系 半 導 体

松 下 1981 ビ デ オ 15、000コ マ 1,800 0.5 Te酸 化物 半 導 体

電 々 公 社 1981 ビ デ オ 一 L800 一 Te系 ・ 半 導 体

三菱一 テ ィア ック 1981 ビ デ オ 37,400コ マ 1,800 L2 金 属 膜
Ar(記 録)

He・Ne(再 生)

東 芝 .1981・ 文 書 101eビ ッ ト 一
α7 Te-C 半 導 体

富 士 通 1982 文 書 1010ビ ッ ト 600 0.6 Te系 半 導 体

サ ン ヨ ー 1982 ビ デ オ 36.000コ マ 1,800 0.5 Te系 半 導 体

松 下 1982 文 書 6×109ビ ッ ト 900 0.5 Te酸 化 物 半 導 体

ソ ニ ー 1982 文 書 『,={;:…
一 一 Bl2Te3/Sb2Se3 半 導 体

日 立 1983
コ ー ド

文 書
2× 】0シディスク 一 0.15 Te-Se系 半 導 体
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一方 繰 り返 し書 き・み ・消去可能 な ものと しては輝 ●
・スクが酬 各社か ら発表 されて

い る(表2.9.2(f))。 これ らは いずれ もレーザーの照 射によ っ'て記 録媒体 の磁気的性 質を変 化 さ

せ(書 きこみ),読 み 出 しに際 しては,記 録媒体表 面で反射 され る レーザ ーの偏光面 の変化 を読

み とる とい う方 法を とっ てい る。

表2.9.2(f)各 社 か ら発表 された光磁気 デ ィスク

(文 献5)

研 究 機 関 KDDO3JlO シ ャ ープ{19、四 松下電器 ⑰ NHKUθ NTT{1a NHKU9 ソ ニ ー 四 Philips⑳
■ ■

記 録 媒 体
TbFe/

GdTbFε

W)DyFe/
GdTbFe

MnCuBi/
GdTbFe GdCo

MnBi/

MnCuBi
CrO2 γFe203

9
GヨTbFe

記 録 方 式 Tc Tc Tc Tcomp Tc Tc Hc Tc

動 作 温 度/℃ 140/160 70/ ,150 200/160 70～80 360/200 ▲30
一

.

一

※ ※
カ ー 回 転 角/度 0,3/0.4 0,5/0. .7 0.43/0.4 0.3 0,7/0.2 RIG～1 RIG～1 Faraday1

デ ィ ス ク 直 径/田m 120 140 120 150 135 350 250 岳
ガ ラス

基 板 材 料 ガラス/PMMA ガラス/PMMA ガ ラス ガ ラス ガラス シー ト シ ー ト ガ ラス'.

回 転 散/rpm 450～1.800 720 700 1,800 1.000～2,000 3,600 360 600 .
'「

記 録 光'源 GaAIAs GaAIAs GaAIAs He・-Ne Ar Ar Mag-Heeb GaAIAs

記 録 パ ワ ー/mW 5～10 4.5 5 5.6 40～70 30～60 一
3

'

再 生 光 源 GaAIAs GaAIAs GaAIAs He-Ne Ar He-Ne He-Ne GaAIAs
.

再 生 パ ワ ー/mW 1～2.7 ～2 1 ～2 ～2 10～25 ～10 5.6 1

ピ ッ ト 寸 法/μm 1×2 1×1.7■ 1 1 2 . 2×7 5×200

2

2×5
■.

ト ラ ッ ク 間 隔/μm 2.7 2 5 3～6 5 10 200 、10

人 出 力 信 号 デ ィジタル デイジタノンFM デ ィ』ジ タ ル FM デ ィジタル FM`・
..

.FM デ ィジタル
'

L

記録再生速度/M112 0.5～1 1 1 1～5 〇二5 10「 1～3 0・125

S/N、C/N(dB) C/N～45 C/N～40 C/N～40 C/N～35dB 一 S/N～40 S/N～35 S/N～30
;

ピ 〉 ト 誤 ,り 率 ～10-5
～10-5 一 一

6,28×1r5 一 一
A

10　・～10二5

※ 磁性ガーネット素子

2.9:3 .・・ 将来 展望 ・tt

前 項'に述べ たよ うな,ま たその他の パ ッケ ージ系 ニューメ ディアが今後 どの よ うに社会に導入 さ

れてい くかを10二15年 の 範囲で予 測す る ことは,技 術 の進歩 よ りも社会環 境 に左右 される部分 が ・

多 く極 めて困難 であ るが,大 雑把 な イメー ジの描写 を試 み る・。

(1)1990年

現.在す でに商 品化 されてい る ビデオデ ィス ク ・DADは か な りの程度 まで一般 家庭 に普 及 して

L
.・る だろ う。 さらに,DAT・8ミ リビデオ ・電子 ステ ィルカメラ等現 在開発 中の民生 用 機 器 も

2～3年 の うちに商 品化され,1990年 に はある程度普及 してい ると予 想 され る。 ただ し,こ れ
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らの新規商品の商品化の時期 ・普及速 度はいずれ もフ ォーマ ッ トの標準化が いつ頃 どのよ うに行

われ るかに大 きく左右 されるだろう。

日米欧各社か ら発表 されてい るDRAWは ビ デオ ・オーデ ィオ ・文書 ・コー ド情報 の 大 容 量 メ

モ リーとして,2～3年 の うちに業務用 の分野 に本格的に導入 され てい くだろ う。

1990年 頃 には,こ れ らビデオデ ィスク ・DAD・DARWを 用 いた出版 ・各種 データベースサー

ビス等 の ソフ トウェア提供が本格 化 してい ると予想 され る。 データベースと しては,百 科 辞典 ・

雑誌 ・法令集 ・判例集 ・特許情報 ・学 会情報 その他の専門情報 ・美術品の カタ ログ等が考 え られ

る。 また,教 育用 の教 材 ・商品 カタ ログや販促用材料な ど,い ずれ も絵(静 止画お よび動画)と

音を伴 った形 で提供 され るであ ろ う。 また,こ れ らの情報 は伝送系 ニ ューメデ ィアを通 して提供

され ること もあるだ ろ う。

磁 気記録の分野 では,現 在開発途 上 にある垂直磁気記録が フロッピーデ ィスク等の形 で実用化 さ

れ,磁 気記録を利用 した各 種 システムの小形化 ・大容量化が はか られ るで あろ う。現在 放送 局用

システムの レベルで開発が進 め られて いるデ ィジタルVTRも,民 生 用 として実用 化 され る こ と

も考 え られ る。

さ らに,現 在一部 で試験的 に応 用が始 まってい る光 カー ドやマ イク ロコンピュータ ー内蔵 カー ド

ドも各方面 で実用 化がすす め られ るだろ う。

(2)1995年

DRAWに 続 いて,書 き換 え可能 な光 デ ィスクが実用化 きれ,オ フ ィス等の分野か ら 一部 で磁

気 記憶装 置にか わ って導入 され てい くだろ う。 また,光 記録技術 の改良 によ って,光 記録密度の

限界 といわれ る3Mbit/に 近 づ くだろ う。

　

さ らに,再 生装置 の小形化 ・取扱い の容易化 によ り,従 来 印刷物等の形 で提供 されてい たかな

りの情報が パ ッケー ジ化 されて,デ ィス クやカー ドの形 で提供 され るよ うにな ると思われる。

音 声の分野 では,半 導 体メモ リーの大容量化 ・低価格 化によって,可 動部分のない録音再生機
∫ ・

が何 らかの形で商品化 される こと も考 え られる。

マ イコン内蔵 カー ドの普及 もか な り進み,電 話料金の支払い ・銀行取 引 き,買 い物 や入出門管

理 な どに広 く使われ るよ うにな るだろ う。

高縦 テ ・ビは放 送 ・・テムに用・・ら旭 よ うにな るには時間がかカ・るが・ン・
.・ケー ジ系の分

野か ら実用化 が進 み,こ の頃 には高 品位 ビデオ テーープに よる映画配給 システムが現 われ る可能性

が ある。

(3)2000年

この頃 にな ると,光 デ ィスクの記録密度 の向上 ・ビデオ信 号のディジタル化が進 み,高 品位 ビ

デ オ システムが家庭用娯楽や教 育 をはじめ,い ろいろな分野 に利用 され るようにな るだろ う。例

として,手 術記録 ・フライ トシ ミュレ ータ ーの背景 ・美術 品 ライ ブラ リー等 が考 え られるだろう。
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また,映 像 ・音声 ・文 書 ・コー ド等 の情報をすべてデ ィジタル信号 と して記録 し,統 一した シ

ステムで処 理 ・提供 す ることが可能 にな
、り,さ まざまな応用 が開けて くると思 われる。

2.9.4技 術 開発課 題

以下,パ ッケー ジ系 ニ ューメデ ィア関係の重要か つ緊急 と思 われ る技術 開発課題 を列 挙す る。

① 半導体 レーザ ーの短 波長化 ・高 出力化 ・集積化

現在 の半導体 レーザ ーは波長7.80～840nm,出 力20～OmWの ものがCDプ レーヤーの光源

としてすでに実用 化 され てい る。 しか し,将 来 の光 デ ィス クフ ァイルの記録密度 の向上,記 録速

度の向上の ため には,波 長500nm,出 力100mW程 度 の ものが必要 にな ると言 われてい る。

② 光記録材料 の感度 向上

S/Nお よび記録 速度 の向上の ためには,光 源の高出力化 と同時 に,光 記録材料の感度 を上 げ

ることが重要 であ る。

③ 信頼性 ・生産性 の よい光記録媒 体

ビデオデ ィス ク ・DAD用 の 記録媒 体はすでe(?実用 化 され ているが,DRAW・ 繰 り返 し書 きこ

み可能な光 デ ィスク につい ては,ま だ開発途上 にある。

④ 光磁気記録技術

⑤ 大量の ソフ トウ ェアを高速 に記録す る技術

⑥ ソフ トウェア作成 のための効率 的入力お よび編集 システム

⑦ 見やす く疲れ ない デ ィスプレイ

情報の出力装置 と してCRTや 各 種 フラッ トデ ィスプレイが今後広 く使 われ るようになるに従

って,人 間工学 的な観 点 か らの開発が よ り重要にな って くる。

⑧ 高解像度 デ ィス プ レイ

⑨ 効率 的 フ ァイル検索方法

⑩Anti-Piraey技 術

参 考 文 献

1)TV学 会 誌82年3月 号 小特集 ビデオディスク

2)村 松 「PCM録 音 機の高密度化」TV学 会 誌83年6月 号

3)渡 辺 「試作機が 出 そろ い.標 準規格作 りへ動 き始 めた ディジタル ・オーデ ィオ ・テープ装置」

日経 エ レク トロニクセ83年7月4日

4)伏 木 「小型 と記録特 性 の両立 を図 った8ミ リビデオ標準規格」 日経エ レク トロニ クス

83年5月23日

5)「 光産業技術 に関す る内外動向調査報告書田 ・光技術応用機器 の技術動 向」 光産業技 術振 興

協会83年3月
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3.ニ ュ ー メ デ ィア に 関 連 した 主 な基 礎 技 術 の

現 状 と課 題

3.1無 線/有 線 技 術

3.1.1概 要

公衆通信 において電話 を主体 とした通信 サー ビスの需要は一応充足 し,現 在 はデータ,イ メー ジ,

画 像 といった非電話 系サー ビスに対す るニーズが増大 してい る。 また企業 においてはOAやFAと

い った合理化 や,企 業活動の広域化 に対応 した企業内通信 ネ ッ トワークの高度化 ニー ズが強 ま って

い る。 ホームユース面 で も各種案内情報サー ビスや
,よ り多様 な映像情報 に対す るニーズがあ る。

この よ うな ニー ズに対応 して公衆通信の分野 ではデ ィジタル統合 サー ビスネットワーク(ISDN)

の 構 築が開始 され,企 業 において はLANやWANの 導 入 が急進展す る情勢 にあ る。 また多 目的C

ATVの よ うな コ ミュニ ティーネッ トワー クの計 画が具体化 しつつ ある。 これ らの ネッ トワー クに

は陸上 の有線/無 線,海 底 通信,衛 星通信等 がメデ ィアダイバ シティ的役割 で相互補完的 に使用 さ

れ る。

通信 ネッ トワー クを支 える技 術 としては幹線伝送路 におけ るデ ィジタル技 術 と光 ファイバ による

高速大容量技術が,加 入者系 では,光 ファイバ も含めて経済的 なデ ィジタル伝送技術 と移動体 無線

通信技術が主要 な開発課題 である。 また衛星や海底 の伝送路 を高品質 で効率的に使用 す るためのエ

コーキ ャンセ ラや帯域圧縮 な どの信号処理技術 も今後 の重要 な開発 テー マであ る
。 交換技 術では多

様なサー ビス を行 うための蓄積 や メデ ィア変 換,プ ロ トコル変換な どのいわゆ る通信処理技術
,ソ

フ トウェア技 術お よび画像情報 の交換を行 う広帯域交換機が開発課題 である
。

3.1.2現 状 と 動 向

● 伝 送 技 術

(D幹 線 伝送技術

我国の同軸ケ ー ブルを使用 した最大容量 の伝送 システムは,ア ナログ60MHz方 式(音 声

10,800CH)と デ ィジタル400Mbps方 式(音 声5,760CH)で あ り技 術的 に世界 で最先端 にあ

るとい って よい。 多重化に よる大容量化 は,単 位情報当 りの通信 コス トを引下げるが
,中 継距離

との兼合 いがあ り,同 軸 方式 では,こ れ以上の大容量化,高 速化は経済的 に困難 である。現 在 は

中継距離 を一桁延 ばせ るデ ィジタルの光 フ ァイバ伝送に開発 の中心 が移 っている。(光 方式 にっ

い ては 「3.7光 技 術」 で述べ る)
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一方無 線技 術では
,有 限な周波数 資源を有 効に使 うための周波数利用技術の開発に ウエイ トが

置かれ る。特 に今 後は ネッ トワー クのデ ィジタル化 が進 む ことか ら多値変 調技 術 による高効率伝

送方式の開発 が緊急の課題 であ る。電電公社 では既存技術 であ る4相PSK方 式 に比べ2倍 の周

波数利用 効率 を持 つ16値QAM方 式 の実用化 に成功 してい る。 また米国では さ らに1.5倍 の利用

効率 を持 つ64値QAM方 式 の導 入を検討 してい る。

(2)加 入 者系伝送 技術

幹線系 と同様,将 来 は加入者系伝送路に も光 ファイバが導 入 され る。 しか し全 ての加入者線 を短

期間 で光 フ ァイバに置 き替 えることは,膨 大な費用 を必要 とす る。 このため過渡的処置 として既

設のペ アケー ブル でデ ィジタル信号を経 済的 に伝 送す ることが必要 で,こ れが加入者系伝送技 術

での最大の課題 である。

無線技術 では移動体通信技術が注 目され る。 ニーズが最 も多い 自動 車電話 は,米 国で1946年

か ら利用 され てい.る。我 が国では制度面 を含 め大 きく立遅れ たが1979年 に サー ビスを 開始 した。

現在 は,よ り利用範囲が広 い携帯型通信 端末(携 帯電話 な ど)に 開発の重点 が移 りつつあ る。 電

電公社が1986年 頃 に自動 車電話 システムをベ ース とした300ccク ラ スの携帯電 話の開発 を目指

してお り技 術的には世界 の水準 に近 づ きつつある。

加入者系無 線技 術の も う一 つの動 きに未利用周 波数帯(ミ リ波)の 開発があ る。 ミリ波電波 は

波長 が短 い ことか ら降雨 の影響 を受 け,長 距離伝送 には向かない反面,広 い帯域 を使 え ることか

ち,短 距離 の広帯域通信 には適 している。電 電公 社では加入者系伝送路用 として26GHz帯 を使

用 した シス テム・を開発 中であ る。また今年,50GHz帯 が民 間に開放 され たこ とか ら,映 像信号

やデー タ信 号の伝 送用 として,企 業 内 ビル間通信 な どで利用 が期待 され るポ

⑧ 信号処理 技術

ネッ トワー クのデ ィジタル化に より符 号化技術,帯 域圧縮技術,エ コーキ ャンセ ラ技術な どの

信号処理技術が重要な役割 を占め るよ うにな うた。

なか で も圧縮符号化技術 はデジタル通信網 の利用効率 を直接高め ることか ら期待 は大 きい。現

在,音 声信号 は32Kbps(圧 縮 比%)映 像 信号 は6.3～LsMbps(圧 縮 比1/jO～1/60)の デ

一夕ス ヒ。一 ドで伝送す る技術が ある。信号処理技術 はLSI技 術 に負 うところが大 きい。

● 交 換 技 術

(D交 換 技 術1.

交 換 技術 は通信 品 質の向上,シ ステム安定度 の向上(20年 に1時 間の システム断 しか 認 め ら

れない),大 容 量化 を技 術課題 として発展 を続 け 「電話の積 帯解 消」,「 全国即時 自動 化」 と言

う電話 サー ビス におけ る大 きな 目標 を達成 した。1970年 代 に入 りサー ビスが多様化 す るの に あ

わせて プログラム制御 され る空間分割型 の電子交換機が出現 し,さ らに1980年 代 に入 ると全 電

子化 された時分割型のデ ィジタル交換機へ と発展 した。 デ ィジタル化に よ りマルチ メデ ィア(音

一50一



声,デ ータ,FAX,映 像 な ど)の 同時処理が できINS構 想 でい うサー ビスの統合化へ進 む こ

とにな る。

② 通信処理技術

交換機が蓄積 プ ログラムに より制御 で きるよ うになると情報の 蓄積 ・変換機能 一 通信機能一

を持つ ことで新 しい サー ビスが可能 とな る。 ボ イス ・メールやFAX同 報 な どのサー ビスはその

一例 であ り今後
,蓄 積技術,メ デ ィア変換,プ ロ トコル変換 な どの通信処理技 術を使った多様 な

サー ビスが期待 で きる。

● 衛星通信技術

衛星通信 は広域性,同 報 性,柔 軟性(場 所が 自由,伝 送容 量の変更が容易)な どの特徴に より

国際通信 は もとよ り,国 内放 送,広 域CATVネ ッ トな ど多方面 での利用が期待 され る新 しい メ

デ ィアである。'

通信衛星 は1962年 米 国 で打上 げられたのが最初で歴史 は古い。頭初,そ の利用 は経済的理由

で一部限 られたが,1980年 に米 国SBS社 が 商業 ベースでの ビジネスサー ビスを始 め,身 近 な

通信 メデ ィア として利用 が可能 とな った。 我が国で も自主開発 を 目標 に研 究を進め1979年 に 実

験用通信衛 星CS-1,1983年 に は実用衛 星CS-2の 打 上 げに成功 した。CS-2は350kg

級 のfJ・型醒 祷 命 も5年 醸 と短 ・が30/20GH・ の準'ミ リ波帯 世界 で始めて開拓使用 し

てい る点で注 目を集 めてい る。 しか し,CS-2の 使 途 は離島,.災 害,臨 時用の公共通信 が主体

であ り,産 業界が本格的 に利 用 で きるの は,1988年 頃 打上 げ予定 のCS-3を 待 たねばな らず,

諸 外国 に比べ大 きな遅 れがあ る。"

3.'1.3将 来 展 望

図3.1.3は 無 線1有 線通信技術 の将来展望 をキー テクノロ ジと共 に示 した も(bで あ る。

衛星通信技術 では地 上局 を含 めたジズテムコス トの低減 に開発の重点 が置 かれ る。衛星 のマル チ

ビ'一ム化 や高性能化(嵩 出力化,低 雑音化)sが 開 発課題 となるが衛星本体が大型化す るこ とは避 け
「

られず,衛 星打上 げ技術の進歩 に依存 す るところが大 きい。

移動体通信技術 では,携 帯電話 が現 実の もの とな る。NASAで は衛星 を使用 した腕時計 サイズ

の携帯 電話 の開発 を計画 してい るが,技 術的 には受信 アンテナを どうす るかな ど難 しい課題 を含ん

でい る。'・ ・

固定無線通信技術 ではデ ィジタル高能率 伝送 方式 の開発が進 む。 また ミリ波,サ ブ ミリ波な ど未

開拓周波数 の利用開発 に も力 が入 れ られ,ミ リ波通信が都市内通信網 として普及す る。

有線通信技 術では光通信技 術が高速化,中 継 区間の長 スパ ン化の点で大 き く進歩 し同軸 ケー ブル

との置換が進む。

交換機能 では画像処理 を含む広帯域交換技術が確立す る。
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衛 星 通 信 技 術

移動体通信技術

固 定 通 信 技 術

幹 線 系

有線通信技術

加入者 系

有線通信技術

交 換 技 術

信号処理技術

通信信号処理技術

1990 1995 2000

500kg級 2～4t級 10t級

20/30G衛 星通信方式

(中 型衛星)

マルチビーム方式(大 型衛星) 高性能,多 機能超大型衛星

☆EHF高 出力 増 幅器

(衛 星:10W

地.ヒ:2～300W)

☆EHF低 雑音 増 幅 器

(電 子冷却GaAsFET化

200。K)

☆ アンテナ技術

(低 サイ ドローブマルチスポッ ト)

☆ サテ ライトSW技 術

☆高出力化技術

(全 固体化10W以 上)

☆低雑音化技 術.

(50～200。K)

衛 星 通 信 技 術 超小型地球局(携 帯型)

☆ サ ブ ミリ,ミ リ波技 術

携帯 電話技術

☆電池技術(高 性能化 エネルギー密度NiCdの 数倍)

☆LSI化 技術

NASAで 計画(衛 星)

腕 時計サ イズの携帯電話

ディジタル高効率伝送方式

☆超高性能電池

☆超低消費電ヵLSI技 術

「 ・・プ・・一・

☆高密度変 復調技術(4PSK→16QAM→64QAM→?)

☆ 電波伝播歪補償技術(ス ペースダイバーシティ+自 動等 価)

☆ニューデバイス

ミリ波通信技術 大容量 ミリ波通信方式

☆ ミリ波半導体技術 ☆利用技術

(EHF帯GaAsFET)

☆降雨減衰量の定量化と対策技術

巳 ブ・嶋 利聯
☆ ニ ュー デ ィバ イス

大 容 量 光 フ ァ イバ 伝 送 技 術

加入者系ディジタル伝送技術 加入者系画像 ディジタル伝送技術

☆ ピンポ ン伝送/ペ アケーブル ☆低コスト光ファイバ伝送方式(数 万円/加 入)

☆画像処理LSI(CODEC等)

広帯域画像交換技術

☆光 マトリクススイッチ(OEIC等 ～100×100)

高能率音声処理技術

☆帯 域 圧縮CODEC-LSI(』64kbps→32,16kbps)

☆高 品位 音声 処 理(128kbps→64kbps)

高精細画像処理技術 画像高機能処理技術

☆特徴抽出 ・帯域圧縮処理VLSI☆ 光論理デバイス(ps-Logic,数GIPS)

(560Mbps→ 数 十Mbps)☆ パ イオデノベイス(Gbyte/チL」 プ)

☆超格子半導体

音 声 認 識 技 術 知能通信処理技術

☆翻訳/メ ディア変換/各 種知能処理

☆通信処理VLSIス ーバプロセッサ

図3.1.3無 線/有 線 通 信 技 術 の 将 来 展 望
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信号処理技 術では高品位 画像 を対象 とした帯域圧縮技術,大 容量 高速演算可能 なニ ューデ ィバイ

スによる高機能画像処理技 術が,ま た通信処理技術 では同時翻 訳な どの知能通信処理技術 が確立 し

て くる。

3.1.4技 術 開発課題

将 来 を展望 して今か ら着手 しなければな らない技術開発課題 は数多 くある(図3.1.3で キ ー技術

として示 している)。 この中か ら特 に緊急性が ある ものを表3.1.4に 示 した。

また表3.1.4に は載 せていないが,共 通技 術 として重要 な ものにいわ ゆるニューデ ィバイスが あ

る。 高周波化,高 出力化,低 雑音 化,低 消費電力化な どの点 で現在 の半導体 よ り優れ た性能 を持つ

新 半導体,ま た超格子半導体,光 論理デ ィバ イス,バ イオ論理 デ ィバイスな どの新機能 デ ィバイス

の類 であ り,地 道 な研究開発 を必要 とす ることか ら長期展望 に立 った取 り組 みが望 まれ る。

表3.L4無 線/有 線通信技 術 における技術開発課題

開 発 課 題

無

線

通

信

技

術

衛 星 通 信

(1)EHF帯 高 出力増幅器 衛星搭載用10Watt出 力TWT(第 ニ スチップ全固体化)

(2)EHF帯 低雑音増幅器 電 子冷却GaAsFET(雑 音 温度200。K)

(3)ア ンテナ 低 サイ ドローブマルチスポットアンテナ

移 動 通 信
(1)高 性 能電池 エネルギー密度 現在(NiCa)の2～3倍(将 来数十倍)

(2}LSI化 技 術GaAsFETのLSI技 術

固 定 通 信

(i)高 密 度変復調技術 多値化(64QAM→?)

② 電 波伝播歪補償技術 スペースダイバーシティ技術+自 動等価技 術

(3)ミ リ波帯半導体30～60GHz帯GaAsFET

有
線
通
信
技
術

幹 線 系 光 通 信 技 術(3.7項 参 照)

加 入 者 系 川 メタリックケーブルを用いた高速ディジタル伝送技術(2)経 済的な光加入者系

交 換 技 術 広帯域 スイッチ

通信処理技術 音 声認識技 術LSIProcessor

信 号 処 理 帯域圧縮技 術LSIProcessor

3.2コ ン ピ ュー タ ・アー キ テ クチ ャ技 術 と ソ フ トウ ェア 技 術

3.2.1現 状 と動 向

コ ンピュー タの アーキテ クチ ャは,ス トァ ドプログラ ミング方式 の出現以来30年 以 上,基 本的
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変化はない。 しか しなが らコン ピコ一 夕 ・アーキテ クチ ャがハー ドウェア技 術 と応用分野 の要請 の

バ ランスの上 に決 定 され る広義の意味で とらえ られ るな らば
,こ の間著 しい進歩 を遂 げている。

第1に 半導体技 術 に支 え られ た構造の巨大化 であ る。第2は ソフ トウェアの重層化 である。第3

は コンピコー タとネッ トワー クの結 合である。 これ らの コンピコ一 夕へ の要請 によ り現状の アーキ

テクチ ャが決定 されてい る。

80年 代 のコ ンピュー タは第4世 代 の時代 と言われ てお り,こ この ところ新 アーキ テクチ ャの新

鋭機 が相次 いで市場導 入 され てい る。

その特徴 は次 の如 き もの であ ると指摘 され ている。

・アー キテ クチ ャお よびハー ドウェア

① 素子技術 の向上 と実装技 術の革新 による処理能力 の向上

② ア ドレス空 間 と1/Oア ー キテ クチ ャの拡張

③ マル チプ ロセ ッサ構造 と専用 プロセ ッサ(1/0,デ ー タベース,技 術計算な ど)の 採用

④VM(バ ー チ ャルマ シン)の 機能 の強化

⑤ プ ログ ラムやデー タの保護機能 の整備

・ソフ トウェア

① リレー ショナルDBMS(デ ー タベー ス管理 システ ム)の 採用

② 対話型処理機能 な どエ ン ドユーザ向け機能の提供

③ デー タデ ィクシ ョナ リの機能強化

④ システムソ フ トウェアの体系化 と蓄積 ソ フ トの互換 性保証

これ らの機能 の導入 に よ り,個 々に対応が とられ て きたユーザの要請は体系的 に解決 された と考

え られてい る。 コ ンピュー タが新世代化 した といわれ る由縁であ る。

メイン フレームの新世代 化に次 ぐ,今 一 つの大 きな流れはパご ソナル コンピュ一夕の爆発的普 及

である。低価格 の マイクロコンピュータがオ フィスか ら家 庭 まで浸透 してい る。

既 に32ビ ッ トのデス ク トップ型 マ イコンも市場導入 されてい る。 これ ら高性能 マイコ ンの波 及

効果 は計 り知 れない ものがあ る。今 後,分 散配置 された マイク ロコ ンピュー タが ネッ トワー ク化 さ

れてい くことが想定 され,コ ンピュー タシステムの使 用形 態が大 き く変 貌 してい くことが考 え られ

る。

今一つ忘 れてはな らないの はソフ トウェアの生産 性の問題 である。 コ ンピュー タの導入 には膨 大

なソ フ トウェアの地道 でシステマテ ィックな開発 が必要 である。構造的 プログラ ミング,ト ップダ

ウン設計法 の提唱 な ど,複 雑大規模化す るソフ トウェア開発 に対処 してい くための技法 が定着 しつ

つあ るとはい え,ソ フ トウ ェアのCAD,開 発 管理 システムな ど整備 され るべ き課題 は多い。

ニ ュー メデ ィアが開発 され定着 してい く過程 にお いて も,そ の陰に膨大 なソフ トウェアの開発 が

必須の要 件で ある ことを忘 れてはな らない。応用 ソ フ トウェアの開発 と蓄積 に精力的 に取 組ん でい
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く必要 があ る。社会 システムの中に深 く組 み込 まれてい くコンピコー タソ フ トウェアの信頼性 ・安

全性へ の要求 は シビアである。 応用 ソフ トウェアの開発 ・蓄積 そ して標 準化,信 頼性 ・安全性へ の

対処 はニュー メデ ィアの開発 において,最 重要 の課題 と言え よう。

3.2.2将 来 展 望

コンピコ一 夕技 術は今 後 もよ り大 きな変化が想 定 される
。

第1は 素子 ・部品 レベルの変 化であ る。VLSI技 術 の普及,GaAs素 子 ・ジ ョセ フソン素 子な

ど新素子 の実用化 な どがコ ンピュー タ ・アーキテ クチャに与 え る影 響 である。

第2は コ ンピュー タ システムのイ ンフラス トラクチャ化 であ る。 光技 術の導入 による通信革命 と

合 まって コン ピコー タは,大 規模 に ネッ トワー ク化 した社会 システムにおいて
,そ の中枢 の役割 を

担 うことにな ろう。

第3は マ イクロコンピコ一 夕の普及に よるコンピコ一夕の大衆化 であ る。 これ らの分散配置 され

たコ ンピコ一 夕が ネ ッ トワー ク化 され トー タル化へ のニー ズが顕 在化す る とき
,新 しい システム ア

ーキ テクチャの出現が要請 され よう
。

第4は 連 想処理 ・知識 処理な ど,よ り高次元 な応用に対 するコ ンピュー タへの期待 である
。

これ らの要請 が新 しい アーキ テクチャの コンピュータに寄せ られ てい ると言え よう
。

1990年 代 は第5世 代 の コンピコー タの時代 と言われている
。第5世 代 のコ ンピコ一夕に向けて

の具体的開発計画が進展 しつつあ る。 その 目標 は次 の如 くであ る
。

① 新 アーキ テクチ ャ技術 による,並 列処理技術,非 数値データ処理 技術
,記 号処理技 術の確立

② 論理 プログラ ミングな どの手法 の導入 による非処理形 言語,プ ログラム自動合成,ア ル ゴリズ

ムバ ンクな どの実用化。 これ らによるソフ トウェア生産性の向上

③ 人工知能の応用 に適 した システムの開発 と実用化 に向けての応用研究。 自然 言語理解を中心 と

した推進 と機械翻 訳 ・知的 プ ログラ ミングシステムな どの実用化

④ コンピコー タの利用 分野 ・利用法 の拡大 と急速 に変化 する社会的 要請への追随

1990年 代 を 目指 す第5世 代 のコ ンピコ一 夕の開発 が
,そ の牽引力 とな りコンピコータ 応用の新

次 元が拓か れてい くことを切 望す る もの であ る。

3.2.3技 術 的 課 題

以上の内容 を整理 すれば以下の 如 くである。

(1)短 期的課題

① 生産性 向上 によるソ フ トウェアネ ック解消

・ソフ トウェア開発支援 ツールの開発 と開発管理 システムの整 備

・蓄積 ソ フ
.トの活用 策の 向上 と標 準化の促進 によるフ ァーム ウェア化
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・簡便 ソフ トウェア・の開発 による非専門家 のソフ ト開発への参加

・入出力機 器の開発 と調和 を保 ったマ ンマシンソ フ トウェアの開発

② 社会 的 システムの位 置付けの中 にお けるソフ トウェアの重要性の再認識

・シス テム信頼 性 とセキ ュ リテ ィ技術の高度化 一 ソフ トウェア検査技 術の向上 と機密保持 など

の ソフ トウェアの開発整 備

・ネッ トワー ク関連 ソフ トウェアの整 備

③ 高度 アル ゴリズムの適 用拡大

・画像処理 ・知識処理 な ど

・高度 情報処理 に適 した専用 マシ ンの開発

④ 分散処理統合形 システムの アーキ テクチャの確立

② 長期的課題

ご第5世 代 コンピュー タの開発促 進

・認識 ・思考 ・推論 な どの原理解 明

・コンピコ一 夕利用 の社会科学的研究

3.3ネ ッ トワー ク ・アー キ テ ク チ ャ技 術

3.3.1現 状 と動 向

コンピュー タ ・ネ ッ トワークは大型計 算機 を中心に遠隔端末 を配置 し専用線 を利用 した デー タ処

理 サー ビスを行 う,集 中 セ ンタ方式 を中心 に発展 して きた。一 方オ フィス コンピュー タな どの発展

に より,端 末側 に処理蓄積機能 ・高度通 信機能 が付与 され,中 央 コンピュー タと処理機能 を分担す

るネッ トワー クが形成 され るに至 ってい る。 更に この傾 向はデ スク トップ形 の コンピュー タに もお

よび,ま た分散形 システムの進展 に よ り,互 いに イコールパー トナー シップを有す る分散処理統合

形 システムの形成が要請 されている。通信 回線機能 も高度 化 し,DDX網 ・VENUS網 な どもサ

ー ビス され るに至 っている
。

ネッ トワー ク ・アー キテ クチ ャは これ ら計算機 ・通信回線 ・端末機能 の互 いの接続 を規定す る も

のであ り,通 信規約お よび構成要素 間のハー ドソフ トの機能分担 に係 る体系 とと らえるこ とが で き

る。

この種の体 系としては,IBMのSNA,DECのDNA,電 電公社 を中心 とす るDCNAな どが

著名であ り現在標準的 な規範 シス テムと して利用 され てい る。 国際連合 下のCCITT(国 際 電信

電話 諮問委員会)に お いて通信規約等 の標準化が進め られ てお り,国 際標 準 としての勧告 を作成 し

てい る。一方IEEEな どでは ロニ カル エ リァネ ッ トワー ク(LAN)な ど につ いての標準化 が進

め られている。技術進歩 と標準 化の両者 の調和が課題 である。
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3.3.2将 来 展 望

光技術の発達 によるISDN化 の進 展,衛 星通信,CATVほ か の ニュー メデ ィアな どによ り今

後 の通信機能は飛躍的に高度化 し多様化す る と考 え られ る。 サー ビス内容1とつ いて もパ ケ ッ ト交換

をはじめ としたVAN(付 加 価値 通信),テ レコンファレンス ・ファクシ ミリ通信 ・静止画通信 な

どの画像通信,音 声 通信 のデ ィジタル化 な ど多彩 な技術が用意 されてい る。今後 は単 に コンピュー

タ ■'ネッ トワー クどしてのみな らず,広 域 ネッ トとLANあ るいは異種 メデ ィアの結合 ・融合な ど

複合 ネ ッ トワー ク,画 像通信 な ど新 サー ビスのための広帯域 ネ ッ トワー クな どのアーキテクチ ャが

検討 されなければな らない時期 であ ろ う。

通信 とコ ンピコ一 夕の結合 は よ り進展 し,ビ ジネス面は もとよ り教育 ・通勤 ・シ ョッピングほか

の生活面 な どの社会 的慣習 に もー大 きな影響 を及 ぼす可能性 を秘 めてい る。通信行政 の枠組み にと ら

われず,社 会 と技術の接点 の上 か ら巾広い開かれた議論 と検討が行われ るこ とが重要 であろ う。

3.3.3技 術 開発課題 .

以 上のよ うな展望の もとに技術課題 を抽 出すれば以下の ζお りである。

① コ ンビ・一 夕新世代化 と通:信機能 の高度化 に伴 う既存 アー キテクチャの検討

② 分散処理統合形 システムの:ネッ トワー ク ・アーキテ クチャの開発

③ 通 信処理 アル ゴリズ三な どの ソ7ト ウェア開発 と蓄積お よび標準イζ(圧 縮,プ ロ トコール変換,

異 機種結 合,メ デ ィア変換 な ど)

④ .秘守,情 報 セキ コリテ ィ,高 信頼 度化 などの技 術確立

⑤ 通信網 とコンピコータ との機能 分担の検討'

⑥ 蹄 域 ネ・トワづ への対ぷ 噸 通信へのコッ ピ　 タ棚 な ど)"1

⑦ 馴 メデ・アの結合'融 合燗 する蟻 『ネ.シト㌃ ク'㌃ キテクチャの検討'

⑧ 湘:会科学的立場からの研究(行 政の枠組み,社 会慣習への影響,技 術 と経済の接点などか らの

検討);

L

3.4入 力 技 術

3.4.1概 要

ニコー メデ ィアにおけ る入力技 術は,一 般的なマ ンマ シンインタフェー ス(MMI)と 同 じ課題

と して把 え るべ きであるが,広 く一般 大衆 に普 及 した場合の ことを前提 として考 えると,家 庭の老

人,主 婦等 の素人 に複雑 な操作 を期待 す ることはで きない。 さらに日本人全体 にキーボー ドに不慣

れ とい う習慣.ヒの問題 もあ り,操 作の容易 性が最大 の課題 となろ う。 また特定分野 とは言え,検 針
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デー タのセ ンシング,ホ ー ムセキコ リティ用 セ ンサ等 は,家 庭 内に入 り込 んで来 るこ とは必須であ

り,セ ンサー技術 も注 目しな ければ な らない。一般的 な入力技術 のハイア ラキー は
,図3.4.1の と

お りにな るが,こ の中 で特 に技 術課題 として重要 な もの は認識技術 である。但 し図形 ,画 像,波 形

の認識技術 は,医 療等 の専 門分野へ の応用 になるので割愛す る。

処 理 認 識 機 器 口
プ ディジタイザ`

タ ブレ ッ ト

o撮 像機

フb圧 力 セ ンサ

光 学 セ ンサ

メ)音 響 セ ンサ

O温 度 セ ンサ

O湿 度 セ ンサ

O磁 気 セ ンサ

oオ ンライン手書認識

/文字認識

■

●

■

頃

・

鴎

.

o

O図 形 認識

O画 像認識 「

O波 形認識

Q

6
}

鴫

ρ マ イ ク'曙

＼o電 話

音声認識

＼
物体認識 /

一

「 Oキ ー ボ ー ド ・・

O操 作 ボ タ ン ・喝

Oラ イ トペ ン

Oマ ウ ス

ジョイ ・ステ ィック

鴫

唱

唱

3.4.2現 状 と 動 向

図3.4.1入 力 技 術

(1)音 声 認識技術 、

音声 は,人 間が古 くか ら情報の伝達 に使用 して来 た最 もポ ピュラーなメデ ィアの一 つであ り,
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取 扱いが容易 な ことか ら有効なMMIと な る。 その メ リッ トは次 の とお りである。

① 日常用語の ままで入力 で きる。

② キー操作等の操作 上の訓練 を必要 としない。

③ 他 の作業 と並行 してで きる。

④ 動 きなが らで も入力 で きる。

音声認識 の技 術は,対 象 とす る単語 を限定 し得 るか否か,話 者 を限定 し得 るか否かで,困 難 さ

に大幅 な差 が出て来 る。現状 の技術 レベルは,特 定話者連続単語認識で数100語,不 特定話者連

続単語認識 で数10語 認 識率 も90%代 で あ り,未 だ十分な実用 レベルに達 していない。今後 は,

認 識語数 の拡大,話 者の変動 に対す る対策,連 続発声認識,認 識速度 の向上等 の解決 が必要 であ

る。LSI化 に よる装置の 小型化 も普及に は必須の技術であ る。

② 文字認識技術

文 字認識は,図3.4.2の よ うに,オ ンライン文 字認識 と,文 字認識の2つ に大別 され る。 文字

認識 の現状 は,英 数 カナ文 字(ANK)で は,実 務 に耐 える レベルの認識率(99.9%)に 達 し,

一 般企業 に普 及 しつつあ る
。漢字 の認識 については,オ ンライン手書認識が先行 してお り,数 千

文字 で99%以 上 認識率 の もの も商品化 されてい るが,書 かれた漢字の認識 については,開 発途上

にある。 さらに漢字の認識 につい ては,手 書 き漢字 と印刷漢字に分け られ,手 書 き漢字 の認識 は,

開 発途上 にあ り,印 刷漢字の認識が先行 している。但 し印刷漢 字認識 は,デ ータベー ス入力等限

られた用 途 になるためMMIと し ての重要性 は,手 書 き文字にあ ると言える。文字認識装置 は,

低価格 にな ったどは言 え,未 だ高価 な機械 であ り,商 店,ま して家庭へ の普及 には時間がかか る

もの と思 われ る。 なお,FAXとOCRを 組 合わせた装置 も開発 されてお り,将 来在宅勤務,物

流 システ ム等 への応用 が期待 され る。

蠕く∴《譲
:

図3.4.2認 識 技 術の分類

(3)セ ンサ技 術

LSIの 技 術進歩 によって,人 間の頭脳 に相 当する コンピュー タの技術は,長 足 の進歩 を とげ

たが,人 間の感覚 に相 当す るセ ンサ技術 は,そ の歴史の古 さに もかかわ らず遅 れている。理 由の

一つ として
,検 知す る対象物理量が多種多様 であるた め,材 料,構 造,性 能 が多種多様 とな り,

Siと 言 う一つの 目標に集中注力の行 われ たコ ンピュー タとの間 に大 きな格差 が生 じた もの と思
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われ る。 ・"L

セ ンサ は,入 力装置 に必 ず使用 されてい る上 に,ニ ューメデ ィアサー ビスが一般家 庭 に浸透 し

た場 合,ホ ー ムデ ィー リング,ホ ー ムセ キュ・リテ ィ,ホ ームナース,'自 動検針等 でセ ンサその も

のが重要 となって来 る。主要 なセ ンサの歴史 を表3.4.2(a)に,セ ンサを必要 とす る応用分野 を表

3.4.2b)に 示 す。今後 の動 向は,応 用分野 に応 じた適切 な性能,機 能 を発揮 で きる もの を高信頼

度,低 コス トで実現 す ることでφ り,処 理 とのイ ンタ フェースの親和性 と小型化指 向か ら半導体

セ ンサの伸長 が望 まれ る。

表3.4.2(a)主 要 な セ ン サ の 歴 史

出 展:NIKKEIELECTRONICSBOOKSセ ン サ'81.11

一60一



表3.4.2㈲"応 用 分 野 と セ ン サ の こ 一 ズ

出展:日 本 の科学 と技 術 セ ンサ特集'80.Vol.21.M205

3.4.3将 来 展 望 .

(1)音 声 認識技 術

技術の進 歩が急速 であ るため,多 少前倒 しになると思 われ るが,次 の ような展望 になる。

1990年 に は,特 定話者連続 文章1000語 程 度の認識が可能 とな り
,入 力装置 とじて 特 定 の 分

野(セ ンサ装置,高 級 ワー ドプロセ ッサ,高 級 オ フコン等)に 使 用 され始 めているが
,.認 識 で き

ない場合の ため他 の入力装置 と併用 して使用 されている。 また不特 定話者数百語程度の認識装 置

が開発 されてい る。
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1995年 に は,特 定話者数万語 の連続文章の認識が95%程 度 の認識率 で達 成 され,高 級 ワー

ドプロセ ッサへの採用 が盛ん になっている。 また不特定話者数 千語程度 の認識 装置が実用化 され,

自動化機器,ロ ボッ ト等 に採用 され ている。'

2000年 に は,特 定話 者数万語 の認識が学習,推 論意味理解等 との組合 わせに よ り,文 章理解

率99%程 度 まで達成 され,実 用化 され てい る。 また不特定話者1万 語程度 の認識 装置が普 及 し

始めてい る。人 の聴 覚機 構の解明の進展 も助 け とな ってい る。

② 文 字認識技 術

1990年 代 には,書 かれた文字認識技術 において,字 体 をあま り気 に しないで書 いた 自由手書

漢字2000～3000字 程 度 の認 識が95%以 上 で達成 される。 オンライン文字認識 において,3000

字以 上の漢字 について,認 識率99%以 上 で達成 され,入 力装置 として普及 している。記入文字の

確認のため,EL,LCD等 の フ ラッ トパ ネル ディスプレイ と重層構造 の タブレッ トも商品化 さ

れてい る。

1995年 に は,書 かれた文 字の認識技術 において,構 文解 析技術 と組合 わせ,認 識率 が99%

以 上 に向上 している。 オ ンライン文字認識 において,完 全 自由手書漢字3000字 以 上 の認 識 技 術

が完成 され,1字 つ つの文 字認識 に関 して は,人 の頭脳 と同程度 の水準 とな る。

2000年 に は,文 字認識技 術全 体 について,学 習,推 論,意 味理解等 の各機能 の発展 によ り,

これ らの助 けを借 り,単 な る文字認識 か ら文章理解 の域 に達 し,文 章理解度99%程 度 まで 達 成

される。

(3)セ ンサ技術

対象物が点 →線 →面 →立体 に広が って来 るため,セ ンサの高集積化,機 能 デバ イス化 が進展す

る。精密 な測定,微 少 な検 出測定 に対す るニーズ も増 して来 るため,新 原理,新 材料 の開発 が行

われている。 コ ンピコ一 夕の開発 に伴 って技術蓄積 のあ る半導体 セ ンサか らの アプ ローチが進 む

もの と予測 され る。

3.4.4技 術 開発課題

(1)音 声 認識技術

語彙 の拡大,話 者 の拡大,自 然 な発声の認識 を目差 して,技 術の開発 が続 け られてお り,個 々

の技術 トレン ド上 に立脚 して問題 ない と考 え られ るが,技 術開発課題 として,

① 音声認識分析手段 の開発

② 高速処理実現 のためのVLSI技 術

③ 学習推論 のアル ゴ リズムを実現す るための アー キテクチ ャ

④1000人 以 上 か らな る単音節,単 語等,数100語 以 上の共通的デー タベー スの構築(評 価

の基準 とな る)
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が挙 げ られ る。

② 文字認識技術

認識率 の向上,装 置の低 コス ト化を 目指 し個々の技術開発 が続 け られてい るが,技 術開発課題

として,

① 認識方式 の簡易化(実 現 の容易 な認識 アル ゴリズムの開発)

②VLSI技 術

③ 学習,推 論意味理解の バ ックア ップによる レベル アップ

④JIS第1水 準程度の文字数 で1000人 程 度の ス トローク情報 のデー タベースの構築(オ

ンライ ン文字認識)

(3)セ ンサ技術

装置 コス トが処 理部 よ りセ ンサを含 む周辺装置に依存す る場 合が増 えて来 ている ことか ら次 の

よ うな技術開発課題 が挙げ られ る。

① 生物の感覚機能 の解 明に よるセ ンシング技術の高度化

② セ ンサの半導体化 に よる,AD変 換,信 号処理 との高集積化

③ 複合機能 デバ イス化 に よる小型化

④ 新材料,新 原理 の開発

3.5出 力 技 術

3.5.1概 要

出力技術は,入 力技 術の認識 の よ うな,ア ル ゴ リズムの問題 はな く,装 置デ バイスの進歩,発 展,

改 良が技術 その もの と言え る。 出力技術 を図3.5.1の よ うに分類 し,音 声 出力技 術,デ ィスプ レイ

技術,ハ ー ドコピー技術 について述 べ る。

出力技術の一般的 な動 向 としては,次 の ものが挙 げ られ る。

① 高 品 質

② 高 速

ト

音

化

ス

騒

型

コ低

低

小

③

④

⑤

音 声 合 成(明 瞭 性,自 然 性)

ハ ー ド コ ピ ー(高 解 像 ,カ ラ ー)

デ ィ ス プ レ イ(高 解 像,カ ラ ー)

ハ ー ド コ ピ ー(高 解 像 との ト レ ー ドオ フ)

デ ィ ス プ レ イ(ち らつ き 防 止)

全 般(高 集 積 化)

ハ ー ドコ ピ ー(イ ンパ ク ト プ リ ン タ)

ハ ー ドコ ピー(電 子 化)

デ ィ ス プ レ イ(フ ラ ッ ト化)
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出 力 形 態

静止文字,図 形

動 画 像

文字主体 のハー ドコピー

図形主体 のハLド コ ヒ。一

機 器

デ ィ ス プ レ イ

音 に よる出力(音 声,音 響)

XYプ ロ ッ タ

ス ピ ー カ

単 純 光 一 ランプ,発 光 ダイオー ド

ア ク チ コ エ ー タ

図3.5.1出 力 技 術

3.5.2現 状 と動 向

(1)音 声 出力技術

音声 出力技術 も入力技 術 と同様 に,有 効なMMIで あ り,次 の ような特長が ある。

① 視線,手 足 が拘 束 されない。 ㌔.

② 人 間に対 する注意 喚起が強 い。

③ 文字 出力 と混用 す るこ とによ り,確 実な伝達 がで きる。1.1 .;t,.t・

④ 無味乾燥 な出力情 報 に情緒性を持たせ ることがで きる。

現在表3.5.2(a)の よ うに4種 類 の合成 方式があ り,自 然 に近 い発声 をいかに圧縮 して,多 くの

語 彙を記憶 するかをLSIの 進 歩 と合わせて,開 発 が行 われ てい る。音声合成技術 は,各 種 ガイ

ダンス,操 作説 明,二警報等 に於て既に商品化 されてい るが,今 後 の動 向 としては,規 則合成方式

を用いた任意音声 出力技 術の開発 であ る。'・.

表3.5.2'(a)'音 声 出力技 術'∵

方 式 合 成 単 位 パ ラ メ ー ダ 語彙数 品質 メモ リ 情報量(ビット/秒)

編集
録音 文 文節 単語

一

音声波 小 優 大 6.4～5.6×104

素片 音節 ・音素1ピ ッチ波形 音声波 零交叉波 インパルス応答 中 良 中

32～1×103

合成

分析
合成
文 節,単 語 鷲藷竃

教職 誓
PARCOR係 数 ピッチ周期

声道形 強度
ノ

中 優 中

規則 音節,音 素 大 可 小 102

事 務 管理'80,

板 橋

19巻13号pp13.
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② デ ィスプレイ技術

デ ィス プレイ技 術は表3.5.2(b)に 示 す よ うに,多 くの種類 があ り㌧ それぞれ図3.5.2に 示 す よ

うな情報表示量 と画像面積 によ り,用 途 に応 じて使用 されてい る。現時点 までに達成 されたそれ

ぞれ の性能 を表3.5.2(c)に 示 す。今 後の動向 は,CRTの 高分解能化 とララ ットパ ネル デ ィス プ

レイ の高分解能化,カ ラー化(三 部 は達成)と 言える。

表3.5.2(b)、 表 示技 術の分類 と動作原理

発 光 型 非 発 光 型

名 称 略'称 動作原理. 名 称 略 称 動作原理
皐

・陰極線管
CRT(Cath・deRay

'蛍光体
へ電'r 液晶表示 LCD(LiquidCryst・ 旋光性/光散

Tube) ビーム衝突 alDisplay) 乱/..:色 性吸

収/相 転移

蛍光表示管 VFD(VacuumFbo一 蛍光体へ電 ∫
rescentDisplay) ビーム衝突

エ レ ク トロ ク ECD(Electrochro・ 酸化還元

発光ダイオ
ー ド

LED(LightEm1"ing
Diode)

P-n接 台での
発光

ロ ミッ ク表・ll m}cま たはChemi・

calDisplay)

プラズマ～:

示パネル

P鵠asmaPis・la・ ガス放電/紫
外線励起蛍光

エ レク トロフ

ォ レテ ィック

EPID(Electr・ph・re・

ticIndicationDis・

色素の電気泳
動

体発光 表不 play▲

エレ ク トロ ELP(El,,t,。L、mi,. 蛍光体腹中の 印刷/ハ ー ド
ル ミ不セン .esc⑰tPanel) 電 ∫衝突 コ ピー

'

トバネル

電子技術'82,24巻10号

小林 電子 ディスプレイの現状 と今後の課題

ios

lOア

讃 ・・`

秦 、。.

量

硲lo1

素

数fO:～
)

102

101

(lcm)2(IOcm)2

.高 品位印刷 ,'寓分解能

黒 黒胡
口

能動
マト`∫ツクス駆動

セグメント表示

面(卓)
(腕時計)

(カメラ}

1101

図3.5.2

簡易
ド・ントEfi月　

文字数字表示

ド・ントマトリ・ンクス
平板パネル

アナロク/ディジクル

(家電,ゲ ーム用)

102103104105106

表 示 面 積(cm2)

出展:同 」三

情報表示量(絵 素数)と 表面積
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表3.5.2(c)CRTと フ ラ ッ トパ ネル デ ィ ス プ レイ の 最 良 値 特 性 の 比 較

CRT

シャドーマスク
ト

CRT

二次)Cア レイ
プラズマ表示パネル 蛍光表示管

発光ダイ

オード

エレクトロル

ミネセントハ

ネル

液晶ωTN
時分割駆動

i良品〔2}TN,

GH,能 動マ ト

リ'ク ス駆動

液晶ω
熱書き込み

〆

液晶ω

レーザー8き

込み

エレク}ロ ク
ロミック、能

動マ}リ ンク
ス駆動

エレクトロフ■

レティソク.能

動マトリノクス
竃働

大 き さ おインチ対角線 12mX17m 80cmX60cm 15e面X15em 9.6emX 12CロXgcm 6.5emX8cm 10emX10cm 力抽X舗 【m ImXlm 3cmX2cm 2.6cmX2.6eロ

6.4cm

絵 素 数 525x525 2刈04～lx】05 1.9XIO6 2覧x256 96X" 240×320 120xMO 256x256 5】2×576 9x106 360x200 32x32

】000×1000

分 解 能
ド汁 ピ,チ

0.6

〔500テ レビ柳

飾 0.5 0.6 1 0.35 054 0メ 0.6 0.3 0.05 0.8

〔mm} 0.3

(1000テ レビ線}

輝 度 200 1000 75 125 50 30 L虹視 直1見 直視 投写 直視 1'覗

(ftL) 7000旧動卓用} 反射/透過 反射/透過 反射 反射 反射

発光効率↑ 紬 色40 日 色40 単 色 〔燈黄色)05 杜 色20 赤色2.4 3 色差†,ω一60 40～60 一 一 60～70 一

(lm/W} 3色r絶8 , 3色 白色8 3色 白色〔紫外線側副o.錫

色 天然色再現 天然色再現 燈黄色/天然色 緑色ノ.RGB3色 RGB3色 燈黄色 白黒色/多色 白黒色/絶 白黒色 多色 力青色 1絶
.

、ぼ 光体のみ酬 で調 辺[・ll-c・i肖tt電力を:ett,ttL'u'v'c1976)色 鯛

出展:同 上

(3)ハ ー ドコピー技 術

ハー ドコ ピー技 術で今 後の動 向が注 目 され るの は,ド ッ トインパ ク ト記録,サ ーマル記録 イ

ンク ジェッ ト記録,電 子写真応用記録 である。

① ドッ トインパ ク ト記録

完成度 の高 さと,他 の方式にはない ワンライテ ィング複写機能 によ り多 く使用 され ている。

今後共 印字速度の向上,低 騒音化,高 精細化 に向けて努力 は続 け られ るが基本的な技術革新

とい う面 で は,多 くは期待で きない。

② 感 熱 記 録

ファクシ ミリ,あ るい は小型の プリンタ として急 速の伸 びを見 せてお り,記 録 メカニズムの

シンプル さか ら低 コス ト,小 型,軽 量化 が図 られ,記 録品質,速 度共 に大 きな改善が な され て

い る。欠 点 である紙の保存性 について も改良 が加 え られ てい るが,保 存性 が問題 となる用途 は

多 くはない ため大 きな障害 とはな らない。一芳 転写型感熱記録 に関す る研究 も進 め られ,一 部

商 品化 され てい る。

③ インク ジェ ッ ト記録

インクジ ェッ ト記 録に関す る研究開発は きわ めて活発 であるが,未 だ一般的 には使用 されて

いない。 これは,従 来 か らのイ ンクの 目詰 りの問題 が完全 に解決 していない ことと,高 速化,

高 解像度化 の点 で飛 躍的な改善が ない ためであ り,未 成熟 な技術 であると言える。 しか し,低

価格,低 騒音,普 通 紙記録ので きる技術 としての期待 は大 きく,特 にカラー記録に関 しては,

大 きな期待 がかけ られてい る。

④ 電子写 真記 録

レーザ ビー ムプ リンタは,高 速高品質の記 録が可能 であ るが,高 価 なため特殊 な用途 に限 ら
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れている。 しか し半導体 レーザーの実用化 を契機 として急速 な低価格化が進ん でお り
,今 後の

動 向が注 目され る。一 方LEDプ リンタは,レ ーザー ビーム と異な りビーム走査 メカニズム と

回路が不用にな るため,原 理的 には著 しい小型軽量化 と低価格化が期待 できる方式であ る。

3.5.3技 術 展 望

(1)音 声 出力技術

1990年 に は,規 則合成方式 による音声 出力が実用化 され
,文 字入力 による任意音声の出力が

可能 になる。1995年 に は,素 子技術 の進歩 によ りd・型化 され各種1/0機 器 に実装 され るよ う

になる。2000年 に は,広 く必需品の隅 々までゆきわた り
,多 用 されて いる。

② デ ィスプ レイ技 術

CRTは,高 分解能へ の開発 が続 け られ,高 品位 テ レビ,画 像処理用 に使用 され るが
,フ ラッ

トパ ネルデ ィスプ レイ(FPD)の 発 光効率 の向上
,コ ス トダウンが達成 されれば,い ずれはC

RTを しの ぐよ うにな る もの と思 われ る。

1990年 で のディスプレイ技術 の展望 は,次 の とお りと予測 される。

① モノクロCRT32dot×32dot,1000字 の 商用化

② カラーCRT32dot×32dot,1000字 の 開発

③ モノクロFpD7dot×9dot,2000字 の商用化

④ モノクロFPD16dot×18dot,1000字 の 開発

⑤ カラーFPD開 発

1995年 で のデ ィスプ レイ技術 は,1990年 で 商用化 された ものが普及 し
,開 発 された ものが商

用化 され始 めてい ると予測 され る。

2000年 に は,FPDの コス ト低減が実現 されCRTを 追 越 してい る と予測 され る。

(3)ハ ー ドコピー技術

ハー ドコピー技 術の評価 は
,記 録速度,解 像度,カ ラー化であ り,騒 音,大 きさ,コ ス トも普

及には大切な基準 であ る。

1990年 で のハー ドコピーの技術展望 は,次 の とお りと予測 される。

① ワイア ドッ ト8dot/㎜,150CPSの 実 現

② サ ー マ ル14～15dot/㎜,250CPSの 実現

③ インクジェッ ト20dot/㎜,300CPSの 実現

④ 電 子 写 真25dot/1㎜,5000LPMの 実現

⑤ カラープ リンタ20dot/㎜,A42分 ～8分/枚,

(イ ン クジェッ トでの実現)

1995年 で のハー ドコピーの技術展望 は,次 の とお りと予測 される。
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⑨ ワシイ ア ド ・ ド 、10d・t/㎜ ・200cPsの 限 界.

② ザ マ ル14～15d・t/輌 ・5qOCPSの 考 現

③ インクジェ ッ ト20d'ot/㎜,500℃PSの 実現

④ 電 子 写 真30dot/㎜,10,000LPMの 実現

⑤ カラー プ リンタ30dot/㎜,A42分 ～4分/枚 の実現

2… 年 でのパー ・・ピーの校服 望t・….・ ・t・トが ノ ンイ ンぐ ク トに置換 され る繊 で・

新 ナ、波 術の出現 はあま 醐 待で きな・・と肋 輪 ・ ン・ ・パ 外 プリ・タ・・っいて も'限界 に

達 し,'1995年 の性能 を若干 上回 る程 度 とな ってい る。

3.5.4技 術 開発課題 ・ ・

(1)音 声 出力技 術

既に実用 的には相 当の要求 に応 じられ るレベルに達 してお り,規 則合成 方式 による任意音声の

合成 も1990年 代 には実用化 される ものと思われ るが,言 語学 をベース にした研究 も合わせ て行

な う必要があ る。 自然 に近 い発声 をいかた圧縮 し,多 くの語 彙 を記憶す るかにつ きる。 このKF

Sは,素 子技術 である。

② デ ィスプ レイ技術

CRTは,解 像度の向上と目の疲労対策

PDPは,解 像 度 の向上,大 型 化,低 コス ト化

ELは,輝 度の 向上,高 温高湿におけ6
.寿命,

VFDは,解 像度 の向上

ECDは,応 答速度 の向上(現 状数100mS),多 色 化,低 電 力(LCDの 数 倍),寿 命 の向

上(現 状iO7回ON/OFF)

LCDは,解 像 度の向上

LEDは,解 像度の向上

等の 目標に対 し,画 像 メモ リの高速化(方 式,素 子),駆 動 回路 の高速化(高 精細,プ リッカ レ

ス)フ ラッ トパ ネル材料 の基礎研究 が課題 である。

(3)プ リ ンタ技術

・イ・ ド。 トは,低 縮 化.サ ー マ・哨 転写型 の場合 の ・ジク・・ルムの使用回数増(現 状

2～3回)。 発色型 サー マルの場合 は紙の保存性 。 インクジェ ッ トは,イ ンク。電子写真 は,ド

ラムの大 幅な技 術革新 によ る低価格化,小 型化,軽 量化。 カラープ リンタは,熱 転写型 インクジ

ェッ ト共に モノクロ と同 じ技 術課題 である。
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3.6半 導 体 素 子 技 術

3.6.1'概 』 要'

'ニ
ュー メデ ィアの進展 を支 える技 術の大半 は,半 導体技 術に よって実現 され る。主 なニュー メデ

?ア 別 に必要 とされ てい る主要 な半導体 を上 げると表3.6.1(a)の よ うにな り,半 導体 の殆 ん ど全分

野 を網羅 してい る。.討 ・,・

半導体技術 の進歩 を代表 す る もの として扱 われ るデ ィジタル プロセッサとメモ リは,ニ コー メデ

ィアの各 システムの中心 にあ るが,一 方 ニ コーメデ ィアの個有技術 をみてみ ると, .ア ナ ログ信 号処

理が重要 な部分 が多 く,こ の二 つの異 なった内容 の技術 を総合 して とらえてお く必要があ る。 これ

を表3.6.1(b)に 示 した。

表3.6.1(a)各 ニ コー メ デ ィ ア に 必 要 な 半 導 体

ニ ュー メ デ ィ ア シ ス テ ム 必要な主要半導体 半導体技術 その他の重要デバイス
1

SHF大 電力信号増巾 GaAsFET A

衛星通信/放 送 位置制御耐環境素子 SOS/GaAs・ 大出力高信頼TWT

受信 端末 ヘッドアンプ GaAsIC

波形等化回路用IC 高 周波 バイポー ラ

テ レ テ キ ス ト 映像 構成DAConv. バイポー ラ アナ ・グ/デ ジタル 、

・ F、

高速 ビデオメモ リ
`

MOS大 容 量 メモリ

幹線増巾アンプ用IC パワーマイクロTRICHIC

CATV SAWデ バ イス
広帯域 チ ・一 ナ GaAsIC
1

、

ビ デ オ テ ッ ク ス CODECLSI

VRS MODEMLSI ・MOS 印字 用 デバイス

テ レ ビ 会 議 音声認識合成IC
(N/C-MOS)1

!

エ レク トロニックバ ンキ ング 映像帯域圧縮 ア ナデ ジバ イポ ー ラ

ISDN 高 速 ビデオ メモ リ
.

MOSメ モ リ

帯域圧縮(TCI)用

高速A/DD/A
バイポ「 ラorGaAsIC

'

高解像大面積
映像デバイス

高 品 位 テ レ ビ
Conv. サ ブ ミクロンMOS

高速演算器 バイポー ラメモ リorCCD 高解像撮像管

高速 ビデオメモ リ 〃 録 画 ハ ー ド
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表3.6.1(b)ニ ュー メ デ ィ ア を 構 成 す る2大 分 野 と そ』の 特 徴

扱 う信号 とその処理 主な半導体 とその技術特徴

デ ジ タ ル 入 力 ・

1

高集積

コ
↓ (高 速)

ン

ピ

ュ

デジタル処理

↓, ㍑)の

O－ つ一 つの素子の特性 はバ ラ

ツキ許容度大,従 って高集積

二 ー

タ
デジタル出力 化 も先行

ユ

|
分
野 主 として

フ レ キ シ ブ ル な ・
デ ジタル素 子

メ 二次元 データ 処理
デ 1

イ
エ
レ
ク

アナ ログ入力
バ イ ポ ー ラ 高 速

ア

技
ト
ロ
ニ

↓Gナ望 ・r霧 ぷ) リニア

または

直線性重要

パワー出力必要
術 ジ,
王
アナログ出力 ア ナ ロ グ

デ ジ タ ル

〇一つ一つの素子の特 性の限界

ア

ジ 主 として映像 きまった方式 の
を求 める。

分
野
二次元 デー タ 即時処理 集積度を高めることは困難

3.6.2現 状 と 動 向

主 な ニュー メデ ィア関連半導体 の現状 と動向 を,デ バイス別 にま とめたのが表3.6.2(a)で あ る。

素子 の高集積 化に伴い アナログ信号 をデ ジタル化 し,デ ジタル処理の上,ア ナ ログ信 号 に再 び も

どして出力 す るAD/DAコ ンバー タ付 プロセ ッサが一 つの潮流 であ る。

また出力 ステー ジについ てみれば,こ れ まで電子管が カバー していた高周波,高 出力領 域 を半導

体素子 がおいかけ,電 子管 は更 にその上へ上 ってい く動 きが ある。

これ らの半導体 新デバ イスの実現の ための プロセ ス材料技術 をと りまとめたのが表3.6.2(b)で あ

る。 微細化 高集積 化 はMOSデ ジ タルが先端 レベル を開拓 レ,ア ナログバ イポー ラは使用 電圧の限

界等素 子特 性の限界 を追求 してい く動向に ある。 またGaAsは 当面単結 晶品位 の改 善が求め られ て

い る。
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表3.6.2(a)主 な ニ コーメデ ィア用半導体 の現状 レベル と当面の改良 目標

現 状 レ ベ ル
.

今 後の 目標,課 題

GaAs

パ ワー

FET

12GHz5W

20GHzIW
I

周波数 の上限Up

30GHzIW

小 信 号 NF1.4dBat12GHz
`

価格低下

GaAsIC SHF受 信用開発段階
Fミ

1

量産化

バ

イ
ポ

ー
ラ

リ
ニ

ア

幹 線ア ンプ

HIC

40～450MHz19dB

NF6.5dB

更に広帯域

LowNF

高速

ADConv .

音声用AD/DA Video用 → 高 品 位TV用

SauplingAD/DAConv .

デジ

アナ

シグナル

プロセ ッサ
音声処理 レベル 映像処理 レベル

画 像

メモ リ

MOS

メ モ リ

64KSRAM×nHIC

に よ る フ レー ム メ モ リ

1MSRAM×4に よ る

フ レ ー ム メ モ リ

表3.6.2(b)ニ ューメディア用半導体 のプロセスと材料 の現状 と当面の改良 目標

現 状 レ ベ ル 今後 の目標,、課題

2吋 丸形結晶 3吋 化,転 移密度1000～2000c㎡ 以下

GaAs結 晶
残留 アクセプタ濃度大(Cr) 5×1015c6以 下

熱安定性低い H2内 熱処理 し比抵抗変化20%以

(保 護 膜 またはGaAsキ ャップ) 下'

ス ケ ー ル LSI(0.5～7K)(2～3M) VLSI(10ト ー100K)(工5M)

機 能 ア ナ ロ グor(ア ナログ十デ ジタル)
:

(ア ナログ)orア ナロク斗 デジタル
ノざ

イ デ バ イ ス バ イ ポ ー ラ バ イ ポ ー ラ
,12L

ボ

ー
12L バ イポー ラ十CMOS

ラ 最高電圧 80V 200V～300V

LSI 素子分離LOCOS/P十BL NewOxideIsolation

レ ジ ス ト ネ ガ/ポ ジ ポジ

プ ロ セ ス ア ライナPROXI/PROJ PROJ/STEPPER
エ ッチ ングWET/DRY RIE

メ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン ダ ブ ル ト リ プ ル
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MOS

ヒメ モ リ

プ ロセス

〆微細化 、

の

＼最先端 ノ

最 小線巾2μ ド 1～1.5μ

∫

エ

ア .ライ ナ 露 光PROJ/STEI〕P-

ER

・

電 子 ビーム/x線

1」

エ、ッチ シグDRY
『RIE.

CVDプ ラズマ反 応 スパ ッタ付着

イ ンプ ラ 中濃度 高濃度

エビ形成 常圧半球型 減圧円筒型

3i6.3将 来 展 望

半導体素子 の進歩 を代表す る一 つのノぐラメ一 夕は集積度 である。 これ ま で も常 に新 た な ブレー

クスルーを迎 えなが ら総体 として最先 端の集積度 は上昇を続 けている。 この数年 その勾 配は低下 し

たが,ほ ぼ2倍/2年 で あ る。将来 この外挿線 が どこまで伸 ば レうるのか が問題 であ
、る坑 少 くと

も今予想 され ているの はX線 露光 の量産技 術 と接合 深 さのサ ブ ミクロ ンコ ン トロールに よって,0.4

μm線 巾 は確 実 に下 回 るだろ うとされてい る。 もし0.25μmま で到達すれ ば,1チ ップ上の集積

度 は1千 万 個を超 え,例 えばDRAMで あ れば16Mが 得 られ る。 ニューメデ ィアに特有 の アナ ロ

グ素子 は,バ イ't?一 ラ とMOS素 子 の組合 せ等 のアナデ ジ処理 を行 う素子 とし.て集積度 が飛 躍的 に

向上す るが,こ の集積度 は,デ ジタル式 の素子 の発展 の大体4～5年 の遅れ で進 む とみ られ る。

.半 導体技術の進歩の焦点 は,そ の後次第 にSi単 結 晶 モノリシック素子以外 に移行 してい くであろ

;。

1まず,電 子移 動度 の早 い特徴 をいか に してSHF帯 増 巾やnsec以 下 の高速処理 にGaAsFET,

耳EMT,ジ ョセ ンフソン素子が大 プ ロ 「科学技術用高速計算 システム」.で昭和60年 を 目指 して

開発が進ん でお り,90年 代 には実用化 されてい るとみ られる。 また同 じく国家 プロジェク ト次世

代産業基盤技術の うち新 機能素子 として とり上げ られてい る三次元 回路素子,超 格 子素 子,耐 環境

強化素子 もSi超LS・1の 限界 を突破 す るね らいで研 究開発 の途 にあ り90年 代 の後半 には 実用段階

に入 って くる見込み であ る。

光発光受光素子 と信号処理 回路 をモ ノ リシック基板の上、に組 み込 んだ光IC(OEIC)が,半

導 体技術の次の大 きな流れ となって くるが,こ れについては別章の光技 術で扱 われ るの でここでは

省略す る。

これ らの半導体技術 によってまず ニコー メディアの基本 とな るデジタル通信用素子 とレて,CO

DEC及 び それ に付帯す るメ モリプロセ ッサ類 は,1.6Gビ ッ ト/秒 か ら逐次6.4Gビ ット/秒 をマー

クしていくであろう。また,1千 万 素子 を超す集 積度に よ り現状 のスーパコンピュータクラスの ワンチ

ップ化が実現 される。 ここで は不特定多数 の音声認識 とか高品位 テ レビ級 の画像処理 もワンチ ップ
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で行 える。 メモ リは16MDRAMま で現 実化す ると予想 する人が多い
。 これ らの予 測 を表 に したの

が表3.6.3で あ る6

表3.6.3・ ニ ューメデ ィア関連半導体 の展望

年 次 1990

〈Si-MOS微 細 加工 の到達 レベル 〉

最小線巾

集積度(素 子数/チ ップ)

(㌫ セス)リ ソグラフィ

Junction深 さ

〈Si複 合 素子の集積度 〉

0.5μ

8×ib.・

X線 露光 の

量産装置

0.05μ

(:蕊:1+=デ ジ)

〈Si以 外 の新素子〉

GaAsパ ワ ーFET

(ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ)

〔

GaAsロ ジ ッ ク

HEMT

実 用 化JJ

601

W1/GO3

501

.
,
↓

OEIC－ 部 実用 化

く応用素子 〉

デ ジタル通信用 素子1.6Gbit/sec

(;1鷲 メモリ)

シ ス テ ム オ ン チ ッ プ

シ グナ ル プ ロセ ッサ

マ イ コ ン

メ モ リ

100MFLOPS→

20MIPS

4MDRAM

1995

O.25μ

3×107

0.025μ

5×106

5×105

普 及

(新 機能素子)

礁劃i
OEIC成 長

3.2Gbit/sec

(嬬欝㌶劃
50MIPSペ リフェ ラルオン

ワ ンチップ

16MDRAM

2000

技術進歩の焦点

107

106

→普及拡大

OEIC拡 大

6.4Gbit/sec

→1GFLOPS

→100MIPS

(32/64M)
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3.6.4技 術 開発課題

これ までの進歩速度 か ら外 挿 して予 測 され るとは言え,サ ブ ミクロン素子 の微細加工技術 は,半

導体加工各 プ ロセスステー ジにわた っ・て極限 を求め る課題 に直面 してお'り,こ の ブレイクスルーが

1まず90年 代 技術の実現 の第一 の課題群 である。即 ちイン ライ ンプ ロセスによる無人加 工に よる無

塵化。 電子 ビー ム露 光 マス クと量産用X線 露光方式 の確立。接合深 さの シャロー化酸化膜の オング

ス トロごム管理 プロセス等 がその代表的課題 である。

:応用素子 か らみ ると欧米先進 国が特 に軍事用 及び宇 宙用 の 巨大研究 で得 られた高速処理素 子がニ

コーメデ ィア用へ の波及効果 をお よぼしてい る。通信用CODEC ,マ イ クロ波パ ワー素子,高 速

ADコ ンバータ等 であ り,キ ャッチアップが必要 とされ る。

またマイコ ンのアーキ テクチ ャにみ られ るように我 国は,汎 用品化のために もセ カン ドソース戦

略 を とっている ものが多いが,ソ フ トウェアの開発力充実 は大 きな課題であ る。 また素子数 が飛 躍

的 に増加 してい ったためLSI設 計 に高性能 の システム的CADが 不 可欠 であ り,乙 こで もソフ ト

カ の育成が重要 であ る。

以上半導体技術 は,今 後展 望が広 くその課題 も深 い。 ニ コー メデ ィア開拓 が重要 な緊 引力 とな る

ことが期待 され る。

〈参 考 文 献〉

① マイクロエ レク トロニ クス応用特集 信学誌VOL65Nα11(82-11)(p1140～p1237)

② 半 導体集積技 術の動向 テ レ学誌VO .L37.Ml(83-1)(p2～p43)

③ テ レビ放送 開始30周 年 記念特集3-1半 導体技 術 テ レ学誌VOL37M4(83-4)

(p259～264)

3.7光 技 術

3.7.1概 要

光技術 は,光 を情報 の伝達,処 理な どの媒体 として用 い る情報関連技術 と,光 をエネルギー伝送

媒体 として用 いるエ ネルギー関連技術 に大 別 され る多岐 にわ たる技術 を含 んでい る。 その うち,情

報関連光技術 は,光 の高周波性 に由来 して,大 量 の情報 を効率的 に伝送,処 理,記 憶す ることが可

能 な ことを最大 の特徴 としてお り,今 後のニ ューメデ ィアの普及 を支 える一つの基幹的技 術 とみな

すこ とが で きよ う。 なかで も,ニ コー メデ ィァ関連 では,光 ファイバ通信技術お よび光 デ ィス クメ

モ リー技術が注 目 されてお り,さ らに将来 的には,光 交換機,高 速光演算素子な ど も重要 となろ う。

ここでは,光 ファイバ通信 技術 を中心に その現状 と,将 来 展望 を記述す る。
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3.7.2現 状 と動 向

光 ファイバ通信 は,光 を情報の伝送媒体,光 ファイバを光の伝送 路 とした通信方式 で信号 の発信,

受 信の ための発受光素子 として,半 導体 レー ザ(LD),受 光 ダイオー ド(LED),PIN光 検

出素子(PINPD),ア パ ラ ンチェ光 ダイオー ド(APD)な どの半導体素子 が用 い られ る。 こ

の点か ら,現 在 の光 フ ァイノ過 信 は,.1970年 に達成 された二つの技 術 ブレークスルー(半 導体 レ

ーザの室温連続発振および低損 失石英 系光 フ ァイバの開発)に 端 を発 している とみなす こ とが で き

る。 以来,光 半導体素子,光 ファイバお よび周辺 技術の急速 な進展 によ り,1970年 代 末か ら一 部

実用化 が開始 され,1980年 代 に入 って,電 話 システムへの本格的 な導入の開始お よび,適 用 分 野

の多様化 の著 しい進捗 に より,光 フ ァイバ システ ムは本格的な実用期に入 った。

光 ファイバ通信 は,光 および光 ファイバの属性 に基 づいて他の通信手段 にはない数 々の特 徴を有

している。 なかで も,大 量 の情報 を,遠 距離 にわたって,高 速 で,正 確 に,し か も安価 で伝送 する

こ とが可能 な点 が最大の特徴 であ る。 さ らに,電 話誘導 ノイズに強 く,布 設にスペースを とらず,

艦 間の験 絶縁をとることができるなどの副次的融 もあ り,そ れ らの特徴を生かし,機 器内配

線の よ うに極端 に伝送距離の短 い分野か ら,数 万kmに 達 す る伝送距離 を もつ大陸間 をむすぶ海底伝

送 系 まで巾広い分野への応用 が開始 され ていた り,導 入が計 画 されている。

広帯域 長距離無中継を指 向 した光 フ ァイバ通信 システムでは,そ の構成 デバイスは石英系光 フ ァ

イバの特 性にあわせて短 波長帯(O .85ptm)か ら長波長帯(1.3μmお よび1.55μm)へ と進展 して

きてお り,発 光 素子は,LEDか らLD,受 光 素子 としてPINPDか らAPDへ と発展 して きて

いる。石英系光 フ ァイバについて も,伝 送 の広帯域へ の要求か らステ ップインデ ックス マルチモ ー

ドファイバ(50MHz・km),ク レーデ ッ ドイ ンデ ックスマルチ モー ドフ ァイバ(～1GHz・km)
,

シ ングルモー ドファイバ(～10GHz・km)へ と進展 して きてい る。

現在,上 述 のすべ ての素子が実用 レベル に達 してお り,長 距 離大容量 システムで1は';長 波 長帯 の

LD(InP系),APD(Geな い しInP系)お よび石英 系 シングルモー ドブ1イ .バの組 み合 せ

が用 い られ てお り,こ の組み合せ14,こ こIp年 程 度 は,変 化 す ることはない と考 え られ る。
.一方,

比 較的 伝送 距離の短 い適用先 には,経 済性 を考 慮 して, .短波 長帯 のLED(GのAs系),・PIN

PD(Si),石 英 系 グ レーデ ッ ドイ・ンデックス型 マルチモー ド・ファイバの組み合せが用 い られて

い る例 が多 く,今 後 も各家庭へ の分 配系な どは,こ の組合せが用 い られ る可能 性が高い。

発受光素 子は,数GHzの 変 復 調可能 な ものが開発 されてい る(た だ し,LEDは500MHz程

度 の高速変 調LEDが 試 作 され ている ものの100MHz以 下 が普通 であ る)。

光 ファイバ通信 システムでは,電 気通信 と同様 に,ア ナログ,デ ィジタルに大別 され る各種 の変

調方式 を とるこ とが で きる(光 フ ァイバ通信 システムでは,広 帯域 性を利用 してデ ィジタル変調 が

多 く用 い られ るが,画 像信号伝送 にはアナ ログ変調が用い られ ることが多 い)。
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また,光 フ ァイバ システムの広帯域 性を活用 す るため,時 間分割多重(TDM)お よ び波 長分 割
ミ　 ほ ム ロ ピ へ

多重(WDM)が 用 い られ る。 さ らに,よ り大量 の情報伝達 が必要であ った り,信 頼性 を確 保 した

り,'あ る いは,経 済的な観点か ら,複 数体 の ファイバ を用1いた空間分割 多重(SDM)が 用 い られ

ることが多 い。 この場 合に は,光 フ ァイバの細径 の特 徴が有利 とな る。

各種 の変 調技 術,多 重化技術に よ り,実 験的 には,デ ジタル変 調で2Gビ ッ ト/秒(2Gbps)

程 度,ア ナ ログ変 調で200MHz程 度 の伝送速度,中 継距 離間隔で150km程 度 が達 成 され てい る6

実 用的 には,32Mbpsの 伝 送速度が一般的 にな りつつあ るが,100Mbps程 度 の システムが稼動 し

てお り,400Mbpsの シ ステムが布 設中 である。 アナログ変 調 では線型性 のよい高速変調素子 が

得 に くいため10MHz以 下 がほ とん どである。中継距 離間隔は20～40kmが 実 用化 して いる。 光通

信 の一 つの特徴 であ るWDMで は,7波 長 多重 が,実 験 霊的には成功 しているが,実 用 システムで

は,4波 長 多重 が最 高であ る。

現在 までに達成 されてい る伝送速度 は,音 声,デ ー タな どを伝送す る場合 には,ほ ぼ十分 な大 き

さであるが,画 像情報伝送 に際 しては,必 ず しも十分 でない。現在広 く使用 され ているカ ラーTV

画 像 情報の伝送 には,ア ナ ログ変 調で4MHz,デ ィ ジタル変 調で64Mbps程 度 の帯域 が 必 要 で

ある。現在 までの光 フ ァイバ システムでの多 チ ャンネル画像 情報伝送に関 しては,ベ ー スバ ン ドア

ナログ変調 をWDMで 多 重 化す る方式,お よびデ ィジタル変 調 をTDMお よ びWDMを 併 用 多重 化

す る方式 で最高4チ ャンネル同時伝送方式が実用化 してい る。 また,周 波数分割多重 によ り,電 気

的 に多重化 した通常 のテ レビ放送信 号をそのまま光信 号に変 換す るVHFア ナ ログ変調 に よる7チ

ャンネル多重方式 が実用 寸前にあ る。 いずれ に して も,光 ファイバ通信 システムの広帯域性 の特 徴

を十分 に生か した効率的 な多チ ャンネル画像情報伝送 シス テムの開発 のために,今 後 の研究 開発 が

必要で ある。

3.7.3将 来 展 望

電磁波 を利用 した通信 は,従 来 か ら広 く利用 されて きたが,そ の発展の歩みは,使 用 す る電磁波

の高周 波数 化の歩みであった。マイクロ波に比 較して4桁 以上 も周 波数の高い光を用 いる光通信 は,電

磁 波通信 の究極 の姿で もあ る。従来の電気通信 では,使 用す る電磁波周波数の1%程 度 の変 調速度

が達成 されて きた。 しか し,現 状の光通信 では,光 の周波数10i4に 対 して,最 高 の変 調速度(109)

で も,そ のlosを 利 用 してい るにす ぎない。

この点 か ら光 通信 の もつ広帯域の潜在能力 を最大 限活用す るための技術開発 が必須であ る。具体

的 には,超 高速変 調発光素子,多 重化素子の開発,波 長多重化技術 の開発が重要であ り,長 期的 に

は,ゴ ヒー レン ト光通信技術の開発,超 長 波長技術の開発が考 え られ る。一方,理 想的な光通信 シ

ステムで も無 限の情報 を伝送 で きるわけではない し,不 必要 な情報 をわ ざわ ざ伝送 し,余 分の帯域

を浪費す るのは,経 済的 でない。 この点か ら,広 帯域化 のための研究開発 とな らんで,効 率的 な伝
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送方式の開発が必要 である。 このためには,高 速演算素子を用 いた デー タ圧 縮技 術の開発
,光 交換

機 な どを用い た効率的 なネ ッ トワー ク構築技術 の開発が重要 とな る。

(1)広 帯域 化無 中継 距離延長 のための研究開発

高速 伝送 を達成 す るため に,一高速変調お よび復調のLDお よ びAPDの 開 発 が不可欠 であ り,

このために,電 子素 子 と光素子 をモノ リシックに集積化 したOEICが 有 効 となろ う。高速の デ

ータは
,い くつ ものデー タを多重化 して得 られ るのが普通 であ り,こ のための高速 マル チプレク

サーの開発 も重要 であ り,化 合物 半導体素 子,光 導波素子を用 い たマルチ プ レクサーが注 目され

ている。 しか し周辺素子 の変 調速度 の限界 な どか ら
,光 通信で も数GHzの 伝 送速度が限界 であ

る と考 え られ る。 したが って,よ り大量 の情報 を伝送す るために,WDM技 術 の開発 が必要 であ

る。1990年 代 には,30波 長 程度 の多重化技術が重用化 す るもの と考 え られ る。WDMは
,広 帯

域化のためばか りではな く,シ ステムに柔軟性 と拡張性 を与 える点 で も重要 である。

コヒー レン ト通信技 術は・ 光の もつ広帯域 性の能力 をすべ て活用 で きる可能性 を も・ているが

未来的 な技術 であ り,今 世紀 中は,広 帯域 システム として実用 化す る可能性 は少 く,受 信感度 を

高め,申 継距離 を延長 す るための方式 として実用化す る可能性が大 きい。't－

石 英系材料 よ り低損失が期待 され るタリウムハライ ドな どの フ ァイバ による超 長波長帯伝送技

術 は中継距離の飛 躍的 な延長 が期待 され るが,や は り未来的 な技 術であ り,今 世紀 申に普 及す る

可能 性 は少い。'・"

② 効率 的情報伝送 のための研究開発

画像情報 を取扱 う場 合,い くら光通信 システムが広帯域 であ って も,帯 域 が不足す る場合が生

ずる。例 えば,高 品位 テ レビ信 号 をデ ィジタル変 調で伝送 す る場合,500Mbpsの 帯 域が必要 で

ある。 したが って1GHzの 変 調速度で30波 長 のWDMを 行 った として も
,60チ ャ ンネルしか

多重化伝送で きな い。現在,米 国な どのCATVで は,100以 上 のチ ャンネルが要求 されてい る

といわれ てお り,こ うした要求 に高品位 テ レビで対応 した場合
,光 フ ァイバ システム といえ ど帯

域が不足 して しま う。 この ために,3つ の方策が考え られ,経 済性 を考慮 して最善 の方策 が選 ば

れ ると考 えられ る。 その第一 は,も ちろん空間多重方式 である。第二 は
,デ ータ圧縮技術 によ り

伝送情報量 を減少 させ ること,第 三 は,ビ デ ィオス ウィッチな どを用 いた効率的 なネ ッ トワー ク

を構築 し,端 末 にまで伝送 され る画像チ ャンネル数 を減 らす ものの スイ ッチ機能 を利用 して実質

的 には多 チ ャンネル伝送 を行 った場 合 と等価 にす るこ とであ る。 データ圧縮 に際 して は,高 速 プ

ロセ ッサが不可欠 であ り,こ れは,光 演算素子が有力な候補 であ る。 また高速 ビデ ィオ スウィッ

チを実現す るため に前述のOEIC技 術 が有効 である。 こうした光技術を用 いた高速素 子は
,今

世紀 中には,実 用 化す る可能性 が大 きく画像情報の分配系 に広 く普及す る もの と考 え られ る。

3.7.4技 術 開発課題
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① 数Gbpsの 伝 送技術

② 波長多重技術

③ デー タ圧縮技術お よびそのための高速光演算素子

④OEICに よ る高速光交換器 およびそれ を用 いた画像分配 ネッ トワー ク

などの開発 があ る。 また未来技術 として

⑤ コ ヒー レン ト通信 技術

⑥ 超長波長帯光通信技術

⑦ 光 コンヒ。ユー タ

⑧ 光エ ネルギー伝送 技術

⑨ 全光 中継器,全 光 交換器 な どが考 え られる。

3.8記 録 技 術

3.8.1概 要

人類の記録技術は壁画な どに始 ま り,紙 印刷機,写 真 な どの発明を契 機 として大 きな進歩 をはた

す と共に情報 の メデ ィアとして重要な地 位 を占めて来 た。現在では コンピュー タの出現 と共 に,電

気磁気的手段 お よび光学的 手段 に よる高密度,高 速かつ低価格の各種記録媒 体が開発 され一段の飛

躍 をはた してい る。現在 の主要な記録媒体 として,半 導体 メモ リ,磁 気バル ブメモ リ,磁 気 メモ リ

お よび光デ ィス クメモ リ,光 磁気デ ィ,スクメモ リな どが ある。

記録技 術の歴史は,高 密 度化 と低価格化の歴史 であ り,今 後新 しい記録媒体 として,3次 元 半導

体 メモ リ,超 格 子材 料に よるメモ リ,ホ ログ ラムメモ リおよび分子 レベル メモ リな どへ の挑戦が な

され るであ ろ う。

3.8.2現 状 と動 向

半導体 メモ リはすでに64Kビ ッ トのダイナ ミックRAMが 普 及期 に入 り,1～2年 後には256

Kビ ッ トの ダイナ ミックRAMが 実 用化 され る趨勢 にあ る。研究開発 の方向 としては,パ ター ン寸

法 の微細化 と共 に3次 元構成技術が次世代産業 基盤技 術研究開発制度 の研究開発項 目として取 り上

げ られ,現 在の平面構成 による限界へ の ブレークスルーが試 み られ てい る。高速化 に関 しては,パ タ

ー ン寸法の微細化で進歩 して来 たが これには限界 があ り
,GaAs基 板 の使用,ジ ョセ ブソン素子 メ

モ リの開発な どが進 め られ,さ らに超格子素 子の研 究が次世代産業基盤技術研究開発制 度で取 り上

げ られ,大 幅な高速化 を目差 してい る。

磁気 バル ブメモ リは,チ ップ当 り1Mビ ッ トの容 量の ものが実現 されてい るが,現 在 用い られて

い る磁 気ガー ネ ッ トではバ ブル径 か ら見 て4Mビ ッ トが限界 とされてお り,新 しい材料 としてGa
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Co,GdFe,TbFeな どの アモル フ ァス材料 の研究 が進 め られている。

磁気 メモ リは,現 在r-Fe203に 代 表 され る酸化鉄系の材 料が主 として使用 され ている。 この

材料 は,磁 気特性が安定 してお り,書 込み,読 出 し,消 去が容易 な こと,記 録内容 の保存 にエネル

ギーが不要 なこ とお よび安価で大 量の記録が可能 なこ となどの利点があ り,現 在最 も広 く大量 に使

用 され ている記録媒体で あ り,今 後 も主流 の地 位 を保 ち続け る もの と考 え られ る。酸化鉄系以外 に

合金系 の材料が実用化 されてお り,ま た蒸着法,メ ッキ法な ど製造法の改 善,薄 膜 ヘ ッ ドの開発が

進 み,さ らに垂直磁化記録方式の進展 な どを考慮す る と,今 後 も磁気記録媒体 の記録密度 は向上 し

続 ける もの と考 え られ る。

光 デ ィスクメモ リ(含 光磁気デ ィスクメモ リ)は,ビ デオ ディスク,PCMオ ー デ ィオデ ィス ク

として読出 し専用の もの はすでに実用 化 され てや り,書 込み読出 し可能(消 去不能)な もの も文書

フ ィル ム用 メモ リとして一部実用 化 され ている。 また,消 去再書込み可能 な もの は研究段階 の試作

の発表が行 なわれ てい る。現在 の ところ,光 デ ィスクメモ リは他 の磁気記録 と比較 して高密度記録

が可能 であるが,書 込み,読 出 しの誤 り率がIOA～10-sと 比較的大 き く計算機用 としては使用 は

困難 であ り,文 書 フ ァイルな ど保存用 に適 している。

3.8.3将 来 の展望

記録媒体の最 も基本 的性能 であ る記録容量 または密度 について展望す る。
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3.8.3(a)は,半 導 体 メモ リの最rJ、パ ター ン寸法 の予測 であ り
,現 在2μmで あ るが,1990年 に

は1μm以 下のサ ブ ミク ロンにな る もの と予測 され る。 しか し
,最 小パター ン寸法 がサ ブミクロン

以下 になる と従来 のデバ イス構造 では種 々の問題が生 じ,記 録密度 の向上 に限界が生ず る。 この限

界 は,3次 元 構造 にす ることによ り打破す るこ とが で きる。 図3.8.3田)に ダイナ ミックRAMの チ

ップ当 りの記録容量 の向上 の予測 を示す。1990年 で は4Mビ ッ ト
,2000年 では64ビ ッ ト程度 の

ものが可能にな る もの と考 え られる。

チ

ッ
プ

内

素

子

数

.108

103

三次元回路素子
の製品化

轡

1970197519801985199019952000

年

図3.8.3(b)従 来 の二次元LSIの 集 積度 の向上 と次世代制度 で開発

す る三次元 回路素子の予想 と比較

坂本"わ が国の最先端 エ レク トロニ ク:ス技 術"エ レク トロニ

クス 昭和57年7月 号

先 に も述 べた よ うに,磁 気バ ブルメ
.モリの記録容量 は現状 では4Mビ ッ ト/チ ップが限度 であ り,

新材 料が開発 され るまで記 録容量 の向上 のス ピー ドは鈍化 す ることが考 え られ る。 ここで,大 胆な

推測を行 な った結 果 を図3.8.3(c)に 示 す。 この推測 による と,1990年 で64Mビ ッ ト,2000年 で

は256Mビ ッ ト～1Gビ ッ トの ものが開発 される もの と予測 され る。

磁 気メモ リと光 デ ィスクメモ リの記録密度 の向上の予測 をま とめて図3.8.3(d)に 示 す。

磁 気メモ リの記 録密度 は,原 理的 な限界 までまだ桁数の余裕 が残 され てお 房)先 に も述べたよ う

に材料,ヘ ッ ド,製 造 法の改良 が進 み,加 えて垂直磁化記録方式 が実用化 さ
.れるこ とによ りまだ ま

1)tt高 密 度磁 気記 録技術 を探 る及 び3M報 告"日 本応用磁 気学会第18回 研 究会資料1981
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100

(Mbit/チ ップ)

80 85 90 95

図3.8.3(c)磁 気 バ ブル メモ リーの集積化動 向

画像 ・記録 革命 三菱 総合研究所研 究調査報告書 昭和58年2月

だ密 度 向 上 の 可能 性 が あ る。 図
.3.8.3(d)よ り,固 定 デ ィス クの場 合1990年 でlosビ ッ ト/

㎡ と現在 の光 デ ィスクと同等 にな り,2000年 で は さ らに1桁 大 きい106ビ ッ ト/㎜2と この時点

で光 デ ィスク と同等 にな る もの と予測 され る。 磁気 テー プ,VTRも 絶 体値 は異な るが同 じ傾向 で

記録密度が 向上 す る もの と考え られ る。 一'"".

光 デ ィスクメモ リの記録密度 の限界 は,記 録に使用 す る光 ビームのスポ ッ ト径に よって決 め られ

る。現在 のスポ ッ ト径 は,ガ ス レーザで0.3～0.5μm,半 導体 レーザで0.7～0.8μmと なっ てい る。

光の波長 と比較 して限界 に近 づいてお り,今 後大幅 な記 録密度 の向,tは 期 待で きない。1990年 で

ほぼ106『 ・ ト/㎜2
.ぱ り・それ以降 は飽和 の傾 向をた どる もの と考 え られ る・ より頗 の短 い

.光また は電子線 な どが使用 で きる環境技 術が整 い,こ れに適 した媒体材料が開発 されれば,よ り以

上の記録密度の 向上 が期待 で きよ う。

ホログラムメモ リや分 子 レベルメモ リな どの考 え方が発表 され てい るが,こ れ らの新 しい メモ リ

媒体 は研 究の途 についた ところであ り,早 くて も実用化 は2000年 頃 あるい はそれ以降 にな る もの

と考 え られ,こ こ当分 の間は現在 の記 録媒体 の進歩改良 が今 後のニコー メディアの発展 に寄 与す る

もの と考 え られ る。
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図3.8.3(d)図 記 録 密 度 の年 次 推 移

3.8.4技 術開発課題

記録技術の進歩発展のため,今 後緊急に解決すべ き課題 としては,

①3次 元素子の開発

② 磁気バブルメモリ用の新材料の開発

③ 垂直磁化記録方式の実用化技術の開発

④ 微細構造薄膜ヘ ッドの開発

⑤ 光 ディスクメモリの誤 ら率の改善

⑥ 消去可能な光による記録材料の開発

⑦ 新 しい高密度記録方式または記録媒体の開発

などが上げられる。

以上で述べた記録媒体その ものに関する課題の他 に,今 後の大量な情報の記録,保 存および有効
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活用の面から

① マンマシンインタフェースを考慮した情報の入力方式

② 情報の整理分類方式

③ 情報の検索方式

④ 長期保存のための技術開発および評価方法の確立

⑤ 信頼性の確立

などの研究開発を併せて進 めることが必要である。
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4・ 主 な ニ エ弓 デ ィア ・浮 一 ビ刃 潤 す る'

技術開発麺 ・∴ ㍉
.∵ ≡ 『

4$1レi永二㊥ ㌣ グ/シ ・疋 ツグ/デ ィデリングに関わる飾 的課題rつ

qてi二 .・'i∴
、-1_∵1:

4・1概 里 ・＼ … ・一 一・∵

家庭に対す・バ・キ・グ・・.■・ピシグ1デ1幽 ≒じ グサー・・の提供は・高曄 艮通⇔ ・

ム(INS)の 実 験 システムの本格化, .衛 星 通信 を利用 した国際 ネッ ト等 の高度 システ ムの開発動

向 を一つ の社会的背景 とし一方企業に於 ける物 の仕入 か ら販売,代 金 の回収 まで を含あた,一 環 し

た システム(礫 か らみた 知 一ズ
、ドシステパ 乙よ給 靴 並 びに 新 しい糧 の開発 の至‖選 点 と

しての位置を意味 している。

本章は・そのtiー ビスの出現 して きた背景 と・それ妓 えるため醐 琴 技術に?し二面Wも

の で あ るo・t .t、tt

(1)ホ ー ム バ ン キ ン グ の 出 現 す る 背 景:

(2)ホ ー ム シ ョ ッ ピ ン グ の 出 現 す る 背 景tt,、

(3)ホ ー ム デ ィ ー リ ン グ の 出 現 す る 背 景 』"

(4)各 シ ス テ ム 間 の 関 係'1

固 、・ ムベ・キ・グ … ッ・ピ・グ ・デ ・一 ・・グ劇 的瓢 等_,,』:・1∵

本章 の サニ ビ:ス.は,い ずれ も商業上 での取引等 に於 ける決済機能 を軸 とした ものであ り家庭 で直

鰍 済が籠 ㌶ ξい ・面では全 ㈲ ・いサゴ 亘 あ・二 層ヤ'

本サ㌻ ビ・の実脳 は・社訓 な囎 の変化布 晒 か:らの新たな仕組 とその磁 力泌 要になる

と思われる∵ ∵
、.∴..・.・ ∴ 噛 ∴ ㌧

4・1・2各 サービスシステAの 出現する背景

ω ホームバンキシ励 出現する韻 ,.一 、

、
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*日 本経済の成長率鈍化と金融市

場構造の変革
*資 金調達,運 用方法の多様化

*業 態間内の競争激化

*新 種商品サービスの拡大

*新 規業界の参入

(流 通業,ク レジット業界等)

*超LSIの 実 現,実 用 化 ,

*光 ケ ー ブ ル,光 デ ィ ス ク

*イ メ ー ジ 技 術

*INS

*DDX

*法 的 規制 の緩和

*音 声認識応答 システムの実用化

*フ ァクシ ミリ,テ レックス等 を

用い た照会 システムの実用化

(2)ホ ー ムシ ョッピングの出現背堅

*カ タログ ビジネスの伸 び

*テ レビシ ョッピングの定着

*法 的規制 によ り出店政策 の遂行

困難

・出店 コス トの高騰

(立 地条件難)

主 主婦就業 や文化的欲求 の拡大

*高 齢 化社会出現へ の拡大

*消 費の多様化,商 品の多様化 か

ら店舗内現物展示 の限界

*商 品情報 の伝達 システム

*消 費者の発注 システム

・購入代金 の決済 システム

*消 費者の信用情報 システム

*宅 配の ための物流 システム

*そ の他 オペ レー シ ョンシステム

*電 鉄系に よる独 自の専用網 構想

(CATV)

*ク レジ ッ ト機能 の補完 のための

キ ャッシングサー ビス

*回 線開放によるネットワーク化の気運

*物 流 コス トの削減

*音 声認識

*POS機 器 の進 歩

*バ ーコー ド等による物 品管 理技 術

ユ

ユ

金融の自由化

技

回線の自由化

}遵 竃

販売背景 の

変化

各 システ ムの

成熟

金融革命

エ レクトロニクス

バ ンキ ング

ホ ー ム バ ン

キ ン グ

金融業界

流通革新

トツネ

ク

流

一

物

ワ

ホ ー ム シ ョ

ツ ピ ン グ

生産か ら販売,支 払 まで

の総合 システ ム
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{3)ホ ー ム デ ィ ー リ ン グ の 出 現 背 景

*機 関 投資家用 パソ コンを使 った

サ ー ビスの実用化

・各種 レポー ト作成 の迅速化

*分 析図表作成の即時化

*取 引の正確化

・金融 先物市場 の本格化

*総 合金 融商品 の布 石

*取 引 に関す る合理化

・オプ シ ョァマーケ ット対応

*パ ソ コ ン普 及

*グ ラ フ ィ ッ ク デ ィ ス プ レ イ

*超 大 型 コ ン ピ ュ ー タ

*Fax,Telex等 の 利 用

*金 利 選好 に対 す るホームポ ー ト

フ ォリオ

ロー

,

"
〕

〕

取引業務の

高度合理化

マーケ ッ ト

の多様化

技 術 開 発

動 向

新 マーケ ッ

トの開探

金融革命

ホ ー ム リ ー

デ ィ ン グ

鞭 一 化

(4)各 シ ステム間の関係

証 券 生 保 等

業 界

総合 口座
ホームデ仁リング

ホームバン

キング

界

銀 行 業 界

ホ ー ム バ ン キ ン グ*シ ョ ッ ピ ン グ*デ ィ ー リ ン グ の 関 係
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4.1.3技 術 的 課 題

家庭酪 働 一ビ・稜 現す・に際ロ ・ま・鉢 的な捉え方 ・して端末装置ζ・:れ・・接続す・入

出力機器の家庭に対する融和性と,経 済性が中心 となる・と思われる。 二'
:'1・ 、

また・サービ・提儲 側か らは川 ・何にリ・ソー・統合,共 靴 を図 りゴ ズト捗 シ ・甑 の容

易 性 を作 り上 げるかになろ う。
,

本 章1よ,,.それ.5,の 内 で,ホ ニムバ?キ ング,シ ョッピング,デ ィー リン・グ とい うザー ビスの中で

必要 とな る固有な技術課題 について システム的な技術 とい う観点か ら,以 下の よ うな項 目にま とめ

亘 ○___∴ 一'_・
*セ キ ュ リ テ ィ 技 術

*携 帯 端 末 機 接 続 技 術 ＼ .,、 、`

・袖 。ラ1,二 痛 発端 、 ・ ∵ 一 ・ ・

*コ ン ピュータ間通信技術 .

*高 生 産性 ・
、信頼性 ソ フ トウ ェア技 術.一 一..

*高 品質 デ ィス'プレイ技術" ・,'㌦

*専 用入 出力技術

*プ ライバ シー保 護

*翻 訳技術

*コ ー ド変換技術

*通 信 系 イ ンタフェース技術 ∵"

*高 信 頼 性技 術'

*そ の他 き

以上の囎 の難 的頴 叡 っいては・・一ム・こン・シケ・・:ッ 已 グ,デ ・一・・グ繭 有の

の 技 術 を 中 心 に,以 下 に 説 明 を す る。'/tt・

4・1・3・1・ 一 ム バ シ キ ・ グ ・㍗ パ ンfグ・ヴ ・ 一 ル グ 綱 有 の 技 術 ・
.

(1)セ キュリティ技術

① 本人確認技術 一

(D指 紋認識技術の適用

家庭用,低 価格,小 型化 された指紋認識装置の開発

㈹ 声紋認識技術の適用

指紋 と同様,本 人確認のための声紋の利用 とその認識率の向上 と小型低価格化

②ICカ ー ド化技術
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(DICカ ー ドの カー ド形態 化技術

(ii)カ ー ドか らの読 出 し.書 込み技術

③ 口座確認 方式技 術

(D口 座 相違等 を防止す る方式技術

(ii)情 報 交換 システム技術(信 用情報等)

④ 防犯技術

(i)取 引 無効化方式技術

第 三者 によ る家 庭での脅迫等 に よる操作指示 に対す るロ ックシステム技術

qi)端 末 機 の内容保証方式技術

部品修理,交 換 時の プログラム,デ ータ等 の内容変造 を防止/保 証 する方式技術

② 携帯端末機接続技術

① リモー ト接続技術

渉外端末 と,ホ ーム端末の リモー ト接続 技術

② ダイレク ト接 続技 術

渉外端末 と,ホ ーム端末 を直接接続す る方式技術,特 にデ ィスプ レイ,プ リンタ等 を用い る

技 術

③ 携帯 端末 機の統一接続 インタフェース技術

金融機関統一接続 イ ンタフェース

{3)ホ ー ム用 ソフ トウェア開発技術

① プログラム更新,維 持技術

(i)各 金 融機関 の統 一 プログラム維持 方式技術

② 共同開発 ソ フ トの組込 み技 術

(Dフ ァイル転送 インタフェース技術

⑥ プ ログラム転送 インタフェース技 術

ω コンピュー タ間通信技術

① 検証技術,再 現技 術

取引 の正 当性,履 歴が た どれ る効率的な システム方式技術

② 障害 時のデバ ッグ技術

家庭 用 リモ ー トメンテナ ンス,ダ イァグノステ ィック技術

㈲ 高生 産性,信 頼 性 ソフ トウ ェア システム技術

① スーバEULの 開 発(行 政,法 律変更,新 商品等)

(6)高 品 質 デ ィスプ レイ技術

① 自然色 デ ィスプ レイ技術
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色調 自動調整 の高度化に よる商品表 示

② 微細表 示技術

高密度 デ ィス プレイ,ま たはズーム アップ機能 に よる商品等 の見本表示

③ 三次元表 示技術

立体的 な商品表示

(7)専 用 入出力技術

① 身 障者対応 入出力機器開発

(D点 字 入 出力

(iDカ ラー変更

⑩ 文字 サイズ拡大出力

⑩ 音声併用入出力

(V)デ ィスプ レイス ピー ドの低速表 示技術

ω その他 の特殊入 出力

② 専門的利用者対応入 出力機器開発

4.1.3.2ホ ー ムユースに共通 する技術

{1)メ デ ィア変換/コ ー ド変換技術

① 入 出力 媒体 自動変換技術

(i)コ ー ドデー タと非 コー ドデー タ変 換(証 書,契 約書等)

(ii)サ ー ビス システム間 コー ド変換 インタフェース技術(特 に高速 変換)

② 任意媒体へ の変換技術

デ ィスプ レイ→点字出力 等

② 翻訳技術'

① サー ビス用辞書 の1チ ップ化

ホームディー リング等 の取引用語 の解釈用 辞書

② 各国語への実時間翻訳技術

国際 ネ ッ トワークに於 ける言語変換/翻 訳技術

(3)直 接 入出力技術

① 手書文字実時間認識技 術

② 手書/印 刷文字認識技 術

③ 自然語入力,出 力処理 技術

(4)通 信 系 インタフェース技 術

① 国際間 ネッ トワーク標 準 プ ロ トコル接続手順

② 高品質,高 効 率 デー タ通信技術
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㈲ 高信頼性技術

① 自動 バックアップ技術

(i)ネ ッ トワーク

印)コ ンピュータ

② 自動 リカバ リ技術

(i)ネ ッ トワー ク

⑥ デ ータ

GiDソ フ トウェア

(6)ソ フ トウェア共同開発 システム技術

① プ ログラムの配信方式技術

② 自動 プログラム生成 テス ト技 術

(7)そ の他

① ビジネスユー ス・パ ブリックユース等の ホームユース間融和技術

(i)機 械 接続統 一方式技術

㈹ マンマ シンインタフェース技術

OiDプ ロ グラムの実装方式技術

ホーム端末に対 す る組 込み

② アカウン ト方式技 術

通信費用,サ ービス費用,共 通費用等 のアカウン ト方式

③ コー ド,非 コー ドの混在 データの高速電送技術

4.2予 約 シ ス テ ム

4.2.1概 要

経営環境 の多様化が進 み,経 営体質 の改善,柔 軟 かっ効率的な経営 が強 く要 求 され てい る。

最近 の業務処理 システムは,コ ン ピュー タの導入 によ り自動化が進 み人手 に よる処理 が大 幅に減

少 して来 てお り,経 営効率 の改善 に大 きな力 とな ってお り今後益 々普及発 展 す る もの と考え られ る。

予約 システムは,業 務処理 シス テムの中 の1つ の サブシステム として位 置 付け られ る ものであ り,

予 約 システム単独 で存在 する ことは あ り得 ない。総 合的な業務処 理 システムの中で,予 約 システム

は顧 客 との接点 すなわ ちイ ンタフェース機能 を担 うものである。

一口に予約 システムと言 って も
,そ の内容は業種 によ って異な る』 すべての業種 を網羅 してい る

とは言 えないが,主 な業種 を取 り上げ,そ れ ぞれの予約業務 に相当す る現 在の業務 を列挙す ると以

下 のよ うになる。
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① 行政体:住 民 と接する窓口業務

② 製造産業:受 注業務

③ 販売物流産業

*製 造販売,卸 売:受 注業務

*小 売:店 頭販売業務

④ 金融:窓 口業務

⑤ 医療:診 療受付業務

⑥ 運輸産業

*運 送,運 搬:受 注業務

・交通:乗 車券販売業務

⑦ 娯楽産業:入 場券,予 約券販売発行業務

⑧ 情報産業:購 読または視聴予約業務,店 頭販売業務

上記以外にも予約業務 と考え られるもの もあるが,こ こでは各業種について代表的な業務の記載

にとどめている。

4.2.2現 状 と動 向

各 々の業種 の現状 を述べ る。 官公庁,地 方 自治体な どの ほ とん どすべての行 政体 で窓 口業務 のコ

ンピュータ処理 が行 なわれ てお り,ま た出張所 な どとの間 でオ ンライン化 してい る自治体 も多 い。

大手の製造 業,卸 売業 は受注 管理 システムの導入 は常識化 してお り,営 業所 ・支店間の オンライ

ン化 も着実に進行 してい る。 しか し,中 小の卸売業者 または小売業 者の導入率 はまた低い。導 入 さ

れていて も,パ ーソナル コンピュータクラスの スタン ドアロンタイプの しめる割合が大 きい。

銀行,保 険 その他 の大手 の金融業者の窓 口業務 はほ とん どコン ピュータ処理が行 なわれ てお り,

オ ンライン化 も進 んでい る。 総合的 な業務処理 システムを含 めて,金 融業関係が最 も進 んでい る業

種の一つであ る。

医 療関係 は一部 の大病院 を除 いてほ とん ど普及 していない。 大病 院で も単 な る窓 口会計機程度 の

ものが多 く,カ ル テに よ る管理 に たよってい るのが現状 であ る。 これ はカルテの保存 が義務 づけ ら

れていると言 う理由 もあ る。 診療予約 システムは,診 療 時間の見積 り推定の困難 さが あ り,実 用 シ

ステム として は十分 の検 討が必要 である。

交通関係 は予約 システム と して最 も進ん でい る業務 で ある。 国鉄 み どりの窓 口,航 空券,観 光船

の予約,日 本 交通公社 の システムな どが代表例 である。

娯楽産業は規模 の小 さい ものが多 くあま りコンビ。ユータ処理 は進 んでいない。

情報産業は,大 手の出版社 を除いてあ ま り進 んでいない もの と考え られ る。

以下 に,予 約 システム として比較的進ん でい ると考え られ るシステムの実例につ いて述べ る。
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O中 央 競馬会勝馬投 票 システム

プ ッシュホ ンによ り投票 し,確 認 を音声応答 で行 う

O国 内信販㈱ クレジッ トシステム

本人 の照合,信 用状況 のチ ェックを電話 ター ミナルでオンラインで行 う。

O江 崎 グ リコ ・オーダエ ン トリシステム

販売 担当者が現地 か らプッシュホンまたはエン トリ端末 を用 いて受注状況 を入力 し,音 声 で確

認 す る。

Oプ リンスホテル予約 システム

国内外 チェーンホテル全室 の集 中管理 を行 い,ど のホテル,営 業所か らで も予約 で きる。

Oホ テ ル電話 システム

電話 機の ダイヤルに よるモーニ ングコールの予約 と音 声応答 による確認

O東 京 女子医大外来患者診療予約 シス テム .,一.

予 約 申込 みを聞 き入力 する。関係 す るデータは データベースに保存 され てい る もの を使用 す る

O音 声応答装置 による受注出荷 システム(明 治乳業,神 田精養軒)

受 注状況 をプ ッシュホ ンで入力 し,音 声応答 で確認す る.

o名 鉄 グループ総合 オンラインシステム

名鉄観光関連産業 を集中管理 し,ど の営業所 か らも予約で きる

O国 鉄電話予約 システム

プ ッシュホンで申込 み,音 声応答 で確認 する。駅名な どの コー ドは時刻表 に記載 してあ る。 み

ど りの窓 口で乗車券 を受取 る

O日 本電信電話公社 の会 議室予約 システム

電 話に よる申込 み を音 声認 識装置で認識予約 し,確 認 は音 声応答 およびCRT上 に表示す る。

予約者 はあ らか じめ登録 してお く。(但 し,実 験 システム)

○ キ ャプテンに よるオー ダエ ン トリシステムを用い た予約 システムが検討 され てい る。

4.2.3将 来 展望

先 に述 べた ように,予 約 システムは総 合的 な業務 システム と顧客 との間の インタフェース機能 を

担 うものであ る。 しか し,上 で述 べた システ ム例 か らも判 るよ うに,現 在 の ところ一部の システム

を除 きこの インタ フェース機能 を人 間が代行 してい るのが実情 であ り,業 務 システムの中で最 も自

動化 のお くれ ている部分 である。

顧客に とって望 ましい予約 システムの条件 を以 下に示す。

① い つで も,ど こか らで も,必 要 な ときに.必 要 な もの を予約 できること。

② 予約の ために特 別な知識,訓 練 を必要 とせず,操 作が容 易な こと。
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③ 商品 を店頭買 と同様 に確認(形,色,匂,味,予 約状況,時 刻表の提示,在 庫 の状況,種 類,

納 期 な ど)で き,選 択可能 なこと。 ・

④ 予約券 な どに よる予約済の証明 をその場 で入手 で きること。

⑤ 広い地域 にわ たる販売店な どを選択 で きること。

⑥ プライバ シーが保 たれ ること。

⑦ 信頼 性が高 く,事 故 が少 ない こと。

これ らは理 想的 な予約 システ ムの条件 であ り,す べ てを満足 す るためには相当の長年月 を要す る も

の と考 え られ るが,こ の理想 に向 って研究開発が進 め られ るもの と考え られる。

技術 開発 の進歩 の予測 をもとに して,今 後の予約 システムを考えて見 る。予約 システムの今後の

展 開の ポイン トは,顧 客 またはエ ン ドユーザ と業務 処理 システム とのイ ンタフェース処 理の仕方 で

あ る。

1990年 で は

○音 声に加 えて文 字に よる十分 な商品説明お よび商品提示が可能 となる。(画 像 に よる商品提示

が必要 な ときは,ダ イ レク トメールな どでお ぎなわれ る)

〇一部限定 された商品 は音 声に よる予約が可能 とな る。(音 声認識技術)

O予 約 申込 み と同時に必要 な と きには即 時料金 の支払 が可能 とな る。

o同 一端末 で多数 の商 品の予約 が 日本全域 にわた って可能 とな る。

が実現 され る もの と考 え られ る。 さ らに

1995年 時 点では

O画 像に よる商品説明 および提 示が可能 となる。(高 品位 テレ ビ品質)

Oか な りの ものが音声 で予約 す ることが可能 とな る。

O国 際間の予約 システムが稼働 し始 める。

2000年 時 点では

O簡 単 な対 話に よる商品説明 お よび提示が可能 となる

○完全な音 声予約が可能 となる

4.2.4技 術 開発課題

今後開発すべき技術課題を以下に示す。

① 暗号通信方式の開発

② 個人識別方式の開発

③ 通信の信頼性の向上

④ 不特定話者音声認識技術の開発

⑤ 連続文章の認識理解技術の開発
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⑥ 高密度表 示技 術

⑦ 書 き換 え,訂 正な どが困難iで,保 存性の良い プ リンタの開発

⑧ 高速 デー タ通信 ネッ トワークの普及

⑨ 通信 プロ トコルお よび インタフェースの標準化

4・3防 災 ・防 犯 ・テ レ メ ー タ リ ン グ.テ レ コ ン トロ ー ル

4.3.1防 展 ・防 犯 シ ス テ ム

α)広 域 システム(消 防 ・警察 な ど)

消 防,警 察な どの防災防犯 システムへの ニュー メデ ィアの利用 として ,衛 星通信が ある。

警察 庁では,今 年 の2月 に打 ち上 げ られた実用通信衛 星 「CS-2」 を使 って ,昭 和62年 度 末

をメ ドにカラ面 面伝送 高 話の全国通信ネ・ト・一ク搬 馨 る計画で'す でに・一部稼働に

入 っている。

現在,移 動 局 との間 で使 われ ている地上無線 では,高 層 ビルや山岳地 で電波が届かない ために

通信不能 とな るよ うな障害 があ るq有 線 を使 った通信 では,風 水害 な どに よる回線の不通 に よ り
,

情 報の伝達が出来 な くな ること もあ る。

この よ うな こ とが衛 星通信 を使 うことで解決 され る
。 さ らに,固 定 網に加 え災害時に臨時網 の

設置 が容易 とな った り,FAXや 画 像 な どの高速通信 も可能 とな るほ ど ,消 防 ・繋察な どの活動

に威力 を発揮す ることがで きる。

技術的には,い かなる気象条件 で も通信可能 な高信頼 度 の衛星通信方式 と機器の開発が重要 であ

る。さらに,移 動体や臨時設置局用 として,地 図や ビル ,建 物の構造,危 険物の保管場所など 防

災 ・防犯醐 に必要な融 融 しだす高訓 度,軽 量,低 消鵠 力の平板型カラーデ,ス プ。,

の開発 も望まれる。

② 閉域 システム(ビ ル,住 宅,地 域 な ど)

住蝉 位嚇 災防犯機器や警齢 障会社のサービ・によるシステ・は ,す で略 社.で醗 され、

売 り出 されてい る。

二 ・一 メデ ・ア利用 システム としては
・CATVやLANの ネ 。 トワー クによる地域総合 システ

ムが有望 であ る。 ビルオー トメー シ ョンやホームオー トメーシ ョン
,さ らに警察 ・消防な どの シ

ステム と有機 的に結 合す る ことによ り,犯 罪や災害 の発生 時に被害 を未然 に防止 した り最小限に

押 さえるための迅速 で正殿 対応 が可能 とな る・普及 のためには 機 器 ・・テムの信頼度
,.運 用

サー ビスの充実,コ ス トの低減 な どが重要 であ る。

技術 面 では,つ ぎの よ うな開発課題が挙 げ られ るが,最 も重要な ことは ,誤 報 を防止 し,必 要

な時に確 実に機能 す るため のシステム全体の高信頼度化 であ る
。
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●新 しいセンサ

ガスの種類 と濃度が簡単に検出 で きる様 な新 セ ンサの開発。 必要に よ り,演 算 部 を一体化 し ,

た集積 センサの開発 。

●誤報防止技術

各セ ンサの情報 を正確 に判断 して,情 報 を出 さない ための異常判断 アル ゴリズム を持 つ信号

処理装置 の開発。

●広域網 との接続技術

消防 ・警察 システムな どとの接続 を容易 とす るための技術開発。

● システムの高信頼度化

停電 ・火災 ・膿 ・風水害 ・ さ らには頗 の妨害 な どに対 して ・・デ ・ア ・ダ ィバ シテ ・な

ど,確 実 に目的 を達す るための信頼度 の高 い システ ムの開発。

システム全体の 自動予防保全 システム も重要。

4.3.2テ レ メータ リング

電話回線 を利用 した電気,ガ ス,水 道 な どの無人遠 隔自動検針 システムは,す でに実用化 され っ

つ あるo

山 間部の治水,ダ ム管理用 の テレメータ リング も行 なわれ ていて,雷 や電磁 誘導 な どの妨害 を受

けない光通信 ・ス・・ も実用化 されて・・る… サ部 まで含 めた完 全光化 もそ 遠 く
.ない。

山間部のあ ちこちに散在 す る計測地点 の データは,現 在,VHFに よ り中継所 を通 して管理 セン

ターに集 め られてい る。

このデ ータ伝送 に衛星通信 を利用 すれば,中 継 所が不要 とな る うえ,画 像 に よる監 視 も容易 とな

る。先 の島根災害時 に見 られた ように,電 話回線の寸断の ため,雨 量計測 デー タの収集 が出来 ない

とい った ことが無 くなる。

技術 的には,あ らゆる気象条件 に耐 え得 る高信頼度の衛星通信方式 の開発 が課題 とな る。

一方 ,農 業用水管理 システムの ように運 用費が問題 とな るシステムには,CATVの 利 用 が考え ら

れ,伝 送路 の ランニ ングコス トの低減 が期待 できる上に,水 路の画像監視 も容易 とな る。

4.3.3テ レ コン トロール

ビル内の機器 を集中監視制御 する システムは,す でに実用化 されてい る。

家庭 内の機器 を電話回線 を通 して遠 隔操 作す る機器 が,す でに,一 部 のメーカか ら販売 されてい

る。 さらに,ホ ームバスを通 して家庭 内のセ キュ リテ ィ,テ レコン トロールを含 むホーム オー トメ

ー シ ョンシステムの構想が ,関 係機関 や企業か ら発表 されてい る。外 出先 か らも家庭機器 を監 視 し

た り電源投入切断が可能 となろ うとしてい る。
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普及 のために は,ど この メーカの機器 で も接続 で きるよ うに,ホ ームバ スの標 準化が望まれ る。

4.4フ ァ ク シ ミ リ放 送

ファクシ ミリ放送 は,写 真 な ど階調 を もつ情報やA4判 サ イズ1:4000字 程 度の文字情報 をテ

レビジョン電波のす き間に重畳 して放送 し,受 信者側 では文字な どを紙に プ リン トさせ る(ハ ー ド

コピー)か,或 い はテ レビ画面 とは異 な る精細度 の高い ディスプ レイ装置に再生 表示 させ る(ソ フ

トコピー)多 重放 送 システムであ る。

この放送 は,文 字や図形が送 られ る点 ではテ レテキス ト(文 字放送)に 似てい るが,写 真な どの

よ うに階調 を もつ図形 が送 られ る ことや,情 報 の量が格段に多い ことに特 徴が ある。 それは,放 送

の即報性,広 域性 に活 字媒体 の詳細情報 を組合 せ,記 録性 を もたせ る もので,放 送 に一層 の多様性,

選 択性な どをもた らす もので ある。

電波技 術審議会 では,昭 和48年 度 に ファクシミリ放送の審議 を開 始 し,有 用な将来 の放送 サー ビ

スのひ とつ として長期 的な視野か ら方式 の検討が進 め られてい る。 フ ァクシ ミリ信号 をテ レビジョ

ン電波のす き間に多重 す るに は,テ レテキス トと同 じ く映像の垂直 帰線 消去 期間を利用す る方法,

テ レビ音 声信号 の高城側 に設 ける第2副 搬送波 を利用す る方法が 考え られ る。 同審議会 では,現 在,

音 声信号に多重す る音 声第2副 搬送法 を中心に調査検討が進 め られてお り,そ の審議状況か ら見 て,

方式 の基本 に関 わる技術基 準の答 申が な され るのは数年後になる と見込 まれ る。 ▼

尚,こ れ ら地上電波 に よるフ ァク シ ミリ放送 とは別に,放 送衛星 は ファクシ ミリ放送 に も利用 す

ることが可能で ある。

ファクシ ミリ放送 の実 用化 に向 けての技術開発課題 としては,放 送方式 の決定 と低廉な受画機

(多 階調受信が可能な もの)の 開発が挙 げ られ よう。

4.5エ レ ク ト ロ ニ ッ ク ● メ ー ル

非同時的に通信 が行 える電子 的方法に よるメッセージ伝送手段,既 存 の郵便に対 す る新 しい郵便

事業 の一つ とい う意 味 だけでな く,フ ァクシ ミリや ワー ドプロセ ッサの発展 と新 しい電気通信技術

の結合に よ り生 まれた もの,

エ レク トロニ ック ・メールが クロー ズアップ され た背景には,事 業部門の生産性向上のために企

業内 ない し関連企業 間の メ ッセー ジの処理 や伝達 をよ り迅速効率 的に行 お うとす るユーザーニーズ

と.ワ ー ドプロセ ッサ,フ ァクシ ミリ,CRTデ ィスプ レイな どの端末 機器 な らびに各種端末 を相

互に接続 す る通信 ネ ッ トワークの技術 の進展 との マッチングがあ げ られ る。

一97 一



テ レテックス(teletex)

ワ ー ドプロセ ッシング(文 書作成 ・編集)機 能 を持 った通信端末 装置に よ り,メ ッセージや文書

を符号化 した情報 として変換 した り伝送 す るシステム。 ファク シミリ信号 も含 めた通信が で きる,

テ レックスの高度化 され たテキス ト通 信(OA用 語 の基礎知識,オ ーム社)。

通信手段,端 末機 器 としては

1)音 声 を伝 える電話器(含 デジタル)

2)手 書 き文字 を伝送 で きるフ ァクシ ミリ

3)通 信 文 の文字,記 号 を一旦 符号化 して伝送す る。 デー タ端末

等 が考え られ る。今後 あ技術 開発 課題 としては,1)各 家 庭又 はオフィスの各 デスクに普及す ると考

え られ る ビデオテ ックス端末 をいかに システムに組み込んで行 くか,2)各 種端 末間のメディア変換

技術。

4.6在 宅 勤 務

4.6.1概,要

日本 では,近 年家 と通勤事情 の問題 が クローズアップされて きている。 家 については,外 国人か

ら 「うさぎ小屋」 な どと呼 ばれた ことが あるよ うに,問 題 とな ってい る。

また,あ る程度敷地 もそれ な りに ある自分 の家 とな ると,か な りの遠 隔地 とな り勤務場所 までか

な りの通勤時 間を要す る場所 にな ってしま う。片道1時 間半程度 は普通 であ る。

こ うした家 と通勤難 の問題 を解決 す る1つ の方法 として在宅勤務 が クローズア ップ されて きた。

以下に在宅勤務 の形態,技 術 的課 題等 について述 べる。

4.6.2在 宅 勤務 の形態

在宅勤務の形 態 としては図4.6.2に 示 すように 自宅の レジデンス ・オ フィスに勤務 す る場合 と,自

宅近 くに設 け られ たサ テライ ト ・オ フィスまで通 勤 して勤務す る場合 の二つが考え られ る。

4.6.3在 宅 勤務の現状

今 日,在 宅勤務 を実施 してい る企業 は欧米 を中心 に数10社 に のぼ ると思われ る。 その中にはレジ

デンス ・オフィス型 の在宅勤務 もあれ ばサテラ イ ト・オフ ィス型 の在宅勤務 もある。

電電公社で行 ってい るサ テライ ト・オ フィス型 の在宅勤務 の例 を次に紹介 す る。

電電公社 では東京 都内あ電 話番号 の案 内の一部 を秋田県,山 形県,長 野県 な どの主要電報電話 局で

実施 してい るが,こ れに よ り地方 の電報 電話局に勤務 していて東京電話番 号案内局の案 内業務 に従

事で きるよ うになったわけ であ る。 このサ テライ ト ・オフィス型 の在宅勤務 の導入に よ り家庭への
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負担 が伴 う異動 を行 わな くて業務 の全国規模 での分散 ・平準化 が可能にな り,大 都市にお けるオフ

ィス ・スペースの節減,通 勤難 もな く自然に も恵 まれた地 方都 市での生活な どと併 せ,そ の効用 は

大 きな ものが ある。

な お,秋 田県,山 形 県,長 野県 な どの主要電報 電話局に勤務 している職員 はすべて正社員 である。

4.6.4在 宅 勤務 に望 まれ るシステム

在 宅勤務に おいて必要 と考え られ る情報通 信機器及 び事務処理機器につい て調査 した ところに よ

る と図4.6.4の とおりであ り,フ ァクシ ミリ,デ ータ端末,複 写 機,パ ーソナルコ ンピュー タ,『オ ン

ライ ンデータベース・日本 語 ワニ ドプ ロセ ッサ・電子 メール・電 子 ファイルな どに期待がか け られ

てい るo

ファク シ ミリ

議 難 鴇 他企業等
(レ ジデンス ・オフ ィス)

自 宅 に設 け られ た書 斎 な ど,レ ジデ ンス ・オフィス

(residence-office)に お い て 仕事 を 行 う。

(a)レ ジデ ン ス ・オ フ ィス型

オ フ ィス}『 ＼ 恒b

データベース

ファク シ ミリINS

データ端末 ＼

映像端末等

命 鰐
(サ テ ライ ト ・オ フ ィス)

自 宅 近 く に 設 け ら れ た サ テ ラ イ ト ・オ フィス(satellite-

office)ま で 出 か け て 仕 事 を 行 う 。

(b)サ テ ラ イ ト ・オ フ ィ ス 型 、

図4.6.2在 宅 勤務の形態

図4.6.2,図4.6.4出 典:「 勤 務形 態 とコ ミュニケー ションに関す る将来型 の研 究」

(財)未 来 工学研究所
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必'要

(%)80604020

フ ァ ク シ ミ リ49人

日本語 ワー ドプ ロセ ッ サ

英 文 ワー ドプ ロセ ッ サ

音 声 ワー ドプ ロセ ッ サ

和 文 タ イプ ラ イタ

英文 タ イプ ラ イタ

手 書OCR

電 子 メー ル

シ ュ レ ッダ'

パ ー ソ ナル コ ン ピュ ー タ

デ ー タ端 末

電 子 フ アカ レ

テレ ビ電 話

デ ー タ テ レ ホ ン

複 写 機

テ レ ビ会議

テ レッ ク ス

オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ

オ ン ラ イ ン デ 一 夕 ベ ー ス

不 要 ど ち'らと もい えな い無 回 答

,20・40(%)2040(%)

11

13

30

凡例口 鶴 舞 口 ξ,薯、、い 囮 ξ誌 も ■ 鯛 答

図4.6.4在 宅 勤務 におけ る情報通信機器 ・事務処理 機器の必要 性
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4.7在 宅学 習に関する技術開発課題

全世帯の8割 が中流意識 を もつに至 った ・'80年代 以降,公 教 育以外の各種教育 ・啓発 ・啓蒙活動

に対す る国民 の基本的欲求 がたか まってい る。欧米 に比 しよ り高 い知的向上心 を もつ国民性 に くわ

えて,都 市の住 宅事情 ・交通事情 ・就労事情等が,新 しい職業教育や生涯教育へ の要求 と して顕在

化 してお りこれに答 え るのは個別教 育の形態が適 して いる。 しか しなが らこれを実現 するための基

礎 で ある各種教 育機器の質 や コス トは'70年 代 まできわ めて不十分 であ った事実 も否 めな い。

'80年 代 に至
って始 めて マイクロ コンピュータを含む各種 マルチメデ ィアによる教育機 器の高品

質化 ・低価格 化が実 現 される見通 しとな った。

ビデオデ ィス クを含む各種 パ ッケー ジ,有 線を含む放送系,パ ーソナル コンピ ュータを含 む自立

型教育機 器等 の組 合せ とそれ らの特徴 を活か したコース ウ ェアの開 発 と評価が望 ましい個別経育の

基礎 であ る。 また,コ ース ウェアの大部分 は,各 種 メ ディアに共通 であるか らその データベ ース化

を図る技術 と入力 編集 を効率 よ く低価格 で実現 す る技術 が,個 別教 育普及の条件 となる。 さ らに,

コ ースウェアの内容 を高度 化す るた めの認知心理学や人 工知能 の知 見の導入が,個 別教 育の質 を規定

定 す る。

一方 ,個 別教 育 の双 方向性は,伝 統 的なキーボー ドとコ ンヒ。ユ一夕言語Basicの 組 合 せで は不十

分 である ことは明 らか であ る。 人間機械系 の望ま しい あ り方の実現 には,対 話性 を向上 させ る各種

機器 の開発,教 育環境 の実現,教 育のパ フ ォーマ ンスをたか め る認知心理 学的基礎 を もつ コースウ

ェアの実 現が その条件 とな る。

また,こ れ らの開発 にあた っては,一 挙 に望 ま しい成果 を実現す ることは困難 であ り,プ ロ トタ

イプによる試行 ・改良が必要 であ る。

在宅学習に関 す る基本 的技術開発諸課題 は次の とお りで あ る。

● コース ウェアの技術 開発課題

(Dマ ル チ メデ ィア(パ ッケー ジ,放 送,有 線,パ ーソナル コンピュー タその他)に よる コース ウェ

ェアの研究開発 。

(2)各 種 メデ ィア向けの共通 データベー ス(シ ステム)の 作 成 とその入力編集(ア ニメーションなど)

シ ステムの研究開発。

(3)認 知 心理学 ・人工知能 などによ る個別学習 コースウェアの高 品質化の研究 開発。

●人間機械系の技術開 発課題

(D対 話 性(指,手,眼,耳,五 感)に 関 する インタフェースの研究 開発。例 えば,タ ッチセ ンシ

テ ィブパ ネル,音 声入出力,画 面合成,新 しい センサ ーの開発 など。
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(2)ハ ー ドウェア/シ ステムの環境に関す る研 究開発。物理的大 きさ,環 境,被 爆 な どの安全性の

研 究 な ど。

(3)'人 間機械系 に関す る認知心理学的研究 。CAI

個 別 学習 コース ウェアの研究。

● プ ロ トタイ プの作成と評価

,CMI・ の パ フ ォ ー マ ン ス や 婦 人 ・老 人 ・子 供 の

(1)1.2.に 関 わ る若 干の プロ トタイプの作成

(2)(1)の 評 価。"

4.8テ レ ビ会 議

4.8.1概 要

テ レビ会議 は会 議室設備 と通信網 および伝達 され る情報 メデ ィアの3要 素か ら構成 されるが,そ

の システム構成 は,主 として経済的側面,'性 能 的側面及 び制度的側面か ら適用可能 な通信網 と会議

に使用す る情報 メデ ィアに基 づ く。

現 時点 におけ るテレ ビ会議 は,広 域 閉域の情報伝 達を行 うものであ り,情 報 メデ ィアとしては音

声,テ レビ静止画像/テ レビ動画像,手 書 き描 画(電 子黒板),高 精 細度 イメー ジな どが組 み合わ

されてい る。通信網 は,国 内では電 話帯域 回線か ら映像 伝送 回線 まで用 い られ,接 続形態 は1:1

固定 接続であ る。 しか し,CS-2の 通 信衛星 に よるデジタル回線 によ り,任 意端 末の多元接続 可

能 な動画像 に よるテレビ会議 も実 用化 された。海外において は衛星通信 を用 い た システムがすでに

普 及 し始 めてい る。

今後 の発展 動向 として は,ロ ーカ ルエ リア ネッ トワー クの拡大 とサー ビス機能 の向上 に伴い,テ

レビ会議の 目的 であ る人の移動の削減 を さらに進めたデ スクタ イプの多機能化 された複合端末 に発

展 してい くと予想 され る。 また,公 衆通信網 の高規格多機能化 によ り,テ レビ会 議に望 ましい各情

報 メデ ィアに対す る多元接続やn:n接 続 が可能 とな り,テ レビ会 議は他機 関 との接続 も可能 にな

ると思 われ る。 これ らの アプ リケ ーシ ョンと して,テ レワーキ ング(サ テライ トオフ ィス),さ ら

に は在宅勤務 があ る。

4.8.2機 能 ブ ロ ッ ク 構 成

テ レ ビ会 議 シ ス テ ム の 機 能 構 成 は 図4.8.2の よ うに 示 す こ とが で き る。入 力 系,出 力 系 は 音 声 ・画 像

の 情 報 メ デ ィ ア に 関 す る マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ ー フ ェ ー ス の 部 分 で あ り,音'/電 気,光/電 気 そ の

ほ か の 変 換 を 行 う。 具 体 的 に は マ イ ク,テ レ ビ カ メ ラ,イ メ ー ジ ス キ ャ ナ.,電 子 黒 板,タ ブ レ ッ ト

等 の 入 力 機 器 お よ び ス ピ ー カ,CRT,ビ デ オ プ ロ ジ ェ ク タ,ハ ー ド コ ピ ー プ リ ン タ 等 の 出 力 機 器
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系肋{[

L__一

[i]一

通 信 網

ローカル'エリア

ネットワーク

専用回線網

交換回線網

他

端

末

設

備

へ

端 末 設 備

図4.8.2テ レ ビ会 議 シ ス テ ム 機 能 ブ ロ ッ ク 図

であ る。

処 理系 は,音 声信号及 び画像信号 の処理 を行 うもので,音 声信号 につ いてはエ コー抑圧,エ コーキ

キャ ンセル,画 像信号 については帯 域圧 縮,入 出力信号の選択,切 替,コ ー ドデータか らイメージ

の生成等 を行 う。 画像 フ ァイル系 は符 号化 イメージ,走 査型 イメージ,自 然 画像等 の静止 画像お よ

び動画像の フ ァイルで あ り,磁 気 デ ィスク,ビ デオテープ等 がある。

通 信系 は適 用通信 回線 と処理系 との インター フェースをとる系 であ り,A/D変 換,多 重化,帯

域圧 縮,秘 話,回 線制御 等を行 う。 制御 系 はシステム運用のための各系 の制御 を行 う。 ローカルエ

リアネ ッ トワーク,専 用回線網/交 換回線網 は,各 端 末設 備 を1:1接 続 又 は多 元接続 し,ま たデ

ータバ ンクシステムと も接続 す る もの で さる
。

4.8.3構 成 してい る主要技術

(1)人 力系

セ ンサー技術(一 次元セ ンサ,二 次元 セ ンサ)

(2)出 力 系

デ ィスプ レイ技術

プ リンタ技術

(3)処 理 系

画像帯域圧縮技術

音 声帯域圧縮技術
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エ コー キャ ンセ ル技術

(4)画 像 フ ァイル

記録 デ バイス技 術

記録方 式技 術

⑤ 通信系

多重化技術

秘話技術

⑥ 制御系

マ ン ・マ シン ・イ ンターフェース・・

(7)通 信 網

通信網制御技術

・… タ ッ チ ・セ ン シ テ ィ ブ ・ デ バ イ ス

4.8.4主 要 開発課題

(1)デ ィスプ レイ ・デバ イスの高 輝度 化

スク リーン画照度 を考 慮 して実用 している ビデオプロ ジェクタの高輝度化(光 出力:500ル ー

メン以上)

(2)撮 像 デ バイスの高感度 化

通常 の会議室 におけ る照 明で十分 に実用 になるテレ ビカメ ラの開発(被 写体照度250～300ル

ックス)

(3)デ ィスプレ イデバイス,撮 像 デバ イスの高精細度 化

高品位テ レビの実用化

(4)動 画像帯域圧 縮率の増大

㈲ 低価格 なア コースチ ック ・エ コー キャンセラの実用化

(6)経 済的 な秘話方式の開発

特に衛 星通信 回線 は必要 度が高い。

(7)フ ラ ッ トデ ィスプレ イ ・パ ネルの開発

(8)カ ラー ・ハー ドコピー ・プ リンタの実用化
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'『=2三 二

通信回線

●帯 域圧縮

●通 信回線制御

● アナ ログ ・

デ ジタル交換

●多重化

●秘 話

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

・

サ

ブ

シ

ス

テ

ム

オ ー デ ィ オ ・サ ブ シ ス テ ム

ビデ オ ・サ ブ シ ス テ ム

高解像度
"

イ メ ー ジ ・サ ブ シ ス テ ム

コ ン トロ ール ・サ ブ シス テム

●ハ ンズフ リーな会話

●電話 の受話拡 声

● 情 景 ・出 席 者

● カ ラ ー 写 真 、

●OHPフ ィ ル ム ● ス ラ イ ドフ ィ ル ム

● カ セ ッ トVTR

● コ ン ピ ュ ー タ 出 力

● 一 般 文 書 ・設 計 図 ・書 籍 ● 蓄 積/検 索

● デ ィ ス プ レ イ/ハ ー ド コ ピ ー

● フ ァ ク シ ミ リ ・イ ン タ ー フ ェ ー ス

● ソ フ ト'キー

● 準 備/運 用

「一ー 一 一 ー 一 一 一 一 ー 一 一1● レ イ ア ウ ト

㌧ ・テ … サ ブ・・テ・1 ●音響●照明

テ レビ会議 シス テムの サブシス テム構成 例
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テレ ビ会議 シス テムの構成例



テ レ ビ会 議 シ ス テ ム

オ フ ィ ス

オ ー トメ ー シ ョン

基幹技術

画像伝送技術

(デ ジタル画像処理技術)

電話通信技術

テレビ放送技術

ファクシミリ技術

コンピュータ技術

伝送網制御技術

テレ ビ会 議 システム と他 の情報通信 システムとの関連

49遠 隔医療

通信系 を通 じて医師が患 者の診療情報 を収集 した り,診 断 を行な った り,患 者の容態 を監視 した

りす る,遠 隔医療 の技術開 発課 題 について述べ る。

遠隔医療 の形態 として は,遠 隔地の端末 の ところに患者のみが居 る場合,保 健 婦な どが居 る場合,

医師が居 る場合が あ る。

遠 隔地 に医師が居 る場合 は,あ る程度 の医療設備 を用い て医師が診療 し,さ らに通信 回線 を介 し

て専問医 あるいは コンピ ュータの支援 を受け るシステムである。

患者 のみが端末 に接す る場 合に は簡単 で操作 しやす いマ ン ・マシンインタ フェースが必 要 である。

保健婦 な どや,入 院後の アフタケ アの ように機器の取扱訓練が行 きとどいてい る思者の場合 は,

両 者 の中間的 な形態 とな ろ う。

主要 な技術開発課題 は つぎの とお りである。

(1)生 体 波形情報 の伝送

心電図,心 音,胎 児情 報な どの遠隔地 か らセ ンターへ の伝送技術 であ り,基 本的 には既存 技術

と考 え られ るが,簡 便 で安 価な装 置の開発,ISDNや 衛 星通 信な ど新 しい通信 手段 への対 応が今
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後 の課題 であろ う。

② データ伝送お よび フ ァクシ ミリ

患者の病歴 や血液検査 な どの検査 データをセ ンターに伝 送 し,セ ンターか ら指示 ・処 方な どを

伝送す る。

既存技術 であ るが前 項 と同様 に新 しい通信手段へ の対応 が今後 の課題 であろ う。

(3)カ ラ ー画像伝送

患者の顔色 や患 部 を高精細度 で色彩 も忠実に伝送する ことによ りセ ンターで診断 を行 な うもの

である。

経済性,簡 易性 の点か ら静 止画が一般的 と思われ るが,動 画 に対す るニーズ もあ る。画像 品質

の点か らデ ジタル伝送が 望ま しい。動画の場 合は効率 的な帯域圧 縮技術 が必 要であ る。

伝送方法 と しては静止 画の場 合 は48kbpsの デ ータ通信 回線や専用 回線 があ る。 将来INSが

普 及すれば一般加入者線 で伝送 す ることが できる。 動画 の場合はISDNの 高速加入 者線,ま たは

衛星通信 や都市部 では双 方向CATVの 利用 が考 え られ る。

(4)X線 画 像伝 送

X線 フ ィルムの画像伝送 と,現 像等 の不要なX線 撮像管 出力 の直接伝 送が あ り,後 者はX線 量

も少な く設備 も簡単 である。X線 画 像 におい ては微妙 な濃淡を識別する必要 があ り,デ ジタル伝

送が適 していよ う。

伝送方 法は前項 と同様 であ る。

(5)ド クター コール

携帯用多機能医用装置 であ り,退 院後 社会復 帰 した病人 のモニ タリングを行 ない緊急時 には 自

動的 に無線発信 して,患 者 の症状 と居場 所 とを明 らかに し,救 急活動 をタイ ミングよ く行 な うた

めの ものであ る。

特 に問題 となるのは病人 で も常 時携帯 で きる小型 の無線発信器 と,そ の信 号を受信 し発 信場所

を発見する シス テムである。何 らかの方法 で ビル内や地下街 もカバー しなければな らない。実現

方法についての検討が必要 であ る。

(6)セ ル フケ アボックス

ある病 院での調査 では,患 者は平均2.2時 間 待 ち,15分 診療 を受け,そ の半数は健康 を確 認 し

たい人であ る。セル フケ アボ ックスは街頭 に各種 検査機器を設えた無人の ボックスを置 き,希 望

者が入 って機械 と対話 しなが ら検査を受 け る ものであ り,利 用者の便宜 だ けでな く,病 院側の負

担 も軽減 できよ う。

検査 データはセ ンター に伝送 され コ ンピュータに より異状 の有無 を検 出す る。 また医師の問診

を受 けること も可能 であろ う。
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4.10高 忠実 度('PCM)音 声放 送

囲 方式 によ
って,高 忠実高忠実度(PCM)音 声放送は,伝 送系における音質劣化が少ないPCM

度の音 声を放送 す る もので,極 め て高 品質 の音 声放送 サー ビスが可能 であ る。 この放送の実現 には,

現 行の地 上音声放送 に比べ広 い周波数帯 域を必 要 とす ることか ら,実 用 が真 近い放 送衛星 の利用が

考 え られている。

囲PCM方 式 一 音声信号 をデ ィ ジタル符号 に変換 し,記 録,伝 送す る方式で,雑 音,ひ ずみ

が少(,ダ イ ナ ミックレンジの広 い高忠実度 の音声の記録,伝 送が可能 で ある。
.

衛 星放送に よる高忠実度音声放送 と して は,衛 星テ レビジ ョン放 送の付随音 声 を利用す る方式 と,

専 用 波を用 いる方式 とが考 え られ る。

衛星 テレビジ ョン放送 の付随音 声に ついては,衛 星放送の特質を生 かすため,PCM方 式 が導入

されることにな り,衛 星 テ ヒビジ〔ン放送 は高忠実度 な音声 によ り実施 され ることにな る。

この付随音声唐,番 組の 内容 に応 じて,Aモ ー ド(帯 域15KHz,・ ステ レオ2cb).と,、 よ り高品

質 なBモ ー ド(帯 域'20KHz,ス テ レオ1ch)を 切 り替 えて放送 できるよ うに配慮 されてお り,A

モ ー ドの場 合にはテ レ ビジ ョン放送 の ための音 声のほか に,さ らに高忠実度 の ステ レオ音声放 送 と

して利 用が可能 であ る。

衛 星 テ レビジ ョン放送 に割 り当て られ ている1つ のチ ャンネルを高忠実度音 声放送 に専用すれ ば,

10数 種類 の音楽 番組 な どを同時 に放 送す る方式が可能 であ り,極 め(
.多様 な音 声 放 送 サ ー ビス 炉

考 え られ る。

4.11静 止画 放 送

静 止画放送は,テ レビジ ョン電波1チ ャンネル分 を用 いて,ス チール写真,イ ラス ト,文 字な ど

の カラー静止画像 で構成 された数10種 類 の番組 を,そ れ ぞれの番 組 の音 声 とともに放送す る もの

である。,

現 行の テ レビジ ・ン放送 が1秒 につ き30枚 の画面 と1つ の音 声を放送す る もの であ るのに 対 し
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て,静 止画放送 は放送番組 の画面構成を静止画像 に限 ることによって1画 面 につき1回 の伝 送 と し,

交互 に数多 くの番組 を送 り,受 信機では多数 の番組の中 か ら選択 した1つ の番組 の画面を,次 の画

面が送 られて くるまで記憶,再 生 す る。 アナ ログ伝 送方式 の場 合 には同時 に50番 組 程 度,デ ィジ

タル伝送方式の場合 は20番 組 程度 の放送 を行 うことが で き,視 聴者 は,そ の中か ら好みの番 組 を

音声 とと もに受 信す る ことが可能 となり,放 送に一層 の多様 性,選 択性,随 時性な どを もた らす も

のである。

「 一一 ー ー ー ー ー ー ーー 一 一 「「
　 コ

1通 常 のテ レビ放 送1
1
L______.___一 ● 一」

＼
墨型

＼回
〆回

静

止

画

番

組

パ

ッ
ケ

ー

ジ

シ ス テ ム の 構 成 の 例

テ レ ビ

放 送 装置

口
番
組
選
択

システムの構成 の例

静止画放送 につい ては,NHKが 昭和43年 か ら研究開 発を進 めてお り,基 本的開発 は方式,ハ ー

ドウ ェアと もにほぼ完成 して い る。放送 と しての実用 化 には専用の テ レビジョン電波 を必要 とす る

ので,将 来 の放送の手段 には衛星放送 が適 してい る と考え られ る。

また,実 用 化に当 っては,受 信機 に大容量の画像 メモ リーを必要 とす るので,今 後の技術開発 に

よって画像 メモリーの集 積度 の向上 と低廉化 を図 るこ とが不 可欠 であ ると考 え られ る。

4.12パ ー ソ ナ ル コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

4.12.1概 要

社会 の高度 化,多 様化 に伴 な って,移 動通信 は,発 展の一途 をた どって い る。例 えばタ クシー,

ハ イヤーの70%は,無 線設備 が搭 載 され,外 勤 の営 業 マ ンのほとん どは,ポ ケ ッ トベルを携帯 し
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てい る。自動車電話 は,54年12月 に東京23区 で サ ー ビスを開始 して以来,57年6月 時点で15,

000加 入 に達 してい る。1990年 代 には,こ れ らが個人の通信へ と発展 し,コ ミュニケーシ ・ン の

究極 目標 であ る'い つで も,ど こか らで も,ど こへ で も"と い う欲求 を充足す る ツール として展開

され る もの と予測 され る。 これ らは,図4.12.1(a)の 外 部 条件 の展 望か らも推察 され るよ うに・オフ

ィスオー トメー シ ョン,ホ ームオ ー トメー シ ョンシステムに も関連 して来 る。

パ ー ソナル コミェニケーシ ョン端 末の イメー ジを,図4 .12.1{b)の よ うな,タ バ コあるいは手帳 の

サイズで重量数100Gと 想 定 し,そ れ に必要 な技術課題 を抽 出す る。

4.12.2技 術 課題

パ ーソナル コ ミュニケーシ ョンの技術課題 は ,基 地 局 と端末に分け られ るが,基 地局 は,周 波数

の有 効利用,小 ゾー ン制御方式等 に限 られ,自 動車電話 によ る技術蓄積 もあるため,種 々の制 約が

多い端末に集約 され る。

この技術 課題は,図4.12.2に 示 すように,構 成部品 の小型化 と超低電力化 と言 える。その内容 は・

'表4
.12.2の とお りである。

4.12.3発 展 形態

現在 の 日常生 活や社会活 動で,広 い意 味での情報 の入力,蓄 積,加 工,出 力等 に使用 されてい る

ものを,補 助 的な もの まで含めて挙 げ と手帳,電 卓,カ メ ラ,時 計,カ セ ッ トレコーダ,ト ランシー

ーパ ,、ラジオ等が 挙げ られ る。 これ らをパ ーソナルコ ミュニケー ション機 能 と複 合 したポケ ッ トサ

イズの端 末が最終 のパ ーソナル コ ミュニケ ー ション端 末の形態 と考 え られ る。

一111一



ご

N
ー

年 代
1970 1980 1990 2000

外部条件

● 社会経済の発展過程 産 産業社会 情報化社会
● 通信網の発展過程 電話系主導時代 非電話系主導時代

アナログ網 デ ジタル網

ISDN時 代

・ コ ン ピ ュ ー タ ー の 発 展 過 程 大規模

素子 集積回路 集積回路 超LSI

(第3世 代) (第4世 代) (第5世 代?)

ミニ ・コ ン 巴 一 夕 ー り

の発展 マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュ ー タ ー の 発 展 `

コ ン ピ ュ ー タ ー ・ネ ッ ト ワ

一クの時代

■ オ フィス ・オー トメーシ ョンの 発 展 過 程 限定機能

O通 信 システム 単体 ・単機能製品 複合製品システム 総 合システム

Oデ ー タ処 理 シ ス テ ム

○事務機

● ホーム ・オー トメー ションの 発 展 過 程 '限定 機能複合製品 ・システム 総合 システム

・デ ー タ ・ベ ー ス の 発 展 過 程

・参 考 (揺 期) 「
1 (充 実 期)

パ ー ソ ナ ル ・ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の

発展過程 (揺 期) (充 実 期)
、

図4.12.1{a)外 部 条 件 の 展 望



口 蹴
κμク形グ

Marl』 。r。

図4.12.1(b)パ ー ソ ナ ル コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン端 末

入 出力

デバイス

PC端 末機

高集積度
装技術

イクロ波

素 子

7fルタ

デジタル
無線技

図4.12.2パ ー ソ ナ ル コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 技 術 課 題
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表4.12.2パ ー ソ ナ ル コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン に 必 要 な 技 術
一'

必 要 技 術 用 途 コ メ ン ト

GaAsデ バ イ ス UHF帯,VCO,ミ キサ

R
高集積実装 VLSIビ ー ム リ ー ドチ ッ プ

UHF帯 段 間 フ ィルタ
SAWデ バ イス

F
VCO用 フ ィル タ

マ イ ク ロ波IC
高能率AMP GaASFET

系
プ リ ス ケ ー ラ 低 消費電力 化0.4～1.5GHz

誘電 体 フィル タ 送受分波 新 材 料0.4～1.5GHz

デ ィ ジ タ ル シ ン セ サ イ ザ 周波数切替 C-MOS化0.4～1.5GHz

処

理
VLSI化 プ ロ セ ッ サ

通信制御,信 号処理,

入出力制御
高速,低 消費電力化

系 音声帯域圧縮 デ ィジタル信号処理

音声合成 通報着信の音声出力 同 上

入 音声認識 音声発信 プ ロセ ッサ との一体化

出
デ ィ ス プ レ イ フ ラ ッ トパ ネ ル

キ ー ボ ー ド 発 信,デ ー タ 入 力' フ イル ム ス イ ッチ

力
マ イ ク ロ プ リ ン タ

系 マ イ ク ロ ス ピ ー カ

マ イ ク ロ フ ォ ン

電 池 新 リチ ウム2次 電池
そ
放 熱 新モ ー ド材料

環 境 電磁波の人体への影響
の

GMSK

変調方式 ディジタル変調方式TDMA
他

SSRA

4.13デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス

　

● データベー スの分類

デ ータベー スの分類 は 「EUSIDIC(欧 州 情報流通団体)」,米 国の 「LINK社 」や 「データ

ベー ス ・サー ビス業連 絡懇談会 」 によ りい くつか提案 されてい るが,そ れ らを まとめ ると表1の

様になると考 え られ る。

● データベー ス ・サー ビスの内容

上記の分類 に従 って,既 存 の データベース ・サ ービス(公 共,民 間業 者)及 び実用化 が予定 さ

れている ビデオテ ックス(キ ャプテン)の サービスに加 え,今 後 ニー ズが高 まると予想 されるサ

ービスも含 めま とめる と ,表4.13の 様 になると考 え られ る。
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表4.13デ ー タベースの分類 と具体 的サ ー ビス内容例(1/5)

情報の目的 デ ー タ ベ ー ス の 種 類 情報の主要素 代 表 例 具 体 的 内 容 例

① 科学技 術文献(ラ イ フサ イエ ンス,薬 学,医 学,化 学,物

(狭 義 の)

文字情報 o文 献抄録
理,数 学,コ ン ピ ュ ー タ,工 学,農 学,地 質 学,経 営 学,

文 献 データベース 経済学,法 学etc)

(広 義 の) ② その他 文献(自 動車,石 油 資源開発,環 境etc)

案 内 文献 データ ①特許 ・実用新案 ・商標情報

ベ ー ス o所 蔵案内 ②研究資料
その他

文字情報 ③図書 館情報(図 書館 ・研究機 関 ・専 門家etc情 報 源紹介)
案 内 データベース

o機 関案内 ④会社案内

⑤広報 ・お知 らせ(区 のお知 らせ,公 共施設案内 ・窓 口手続)

① 新規振 興 プロジ ェク ト情報

②入札情報(産 業別入札データ(q油 田入札データ))

○人 や物に関す る ③ ライセ ンスで きる最 新技 術情報

リ ス ト,デ ィ レ ク ト④科学技術会議情報

ト リ ー ⑤遺伝 ・育種情報

⑥生鮮食品流通情報

事実の提示 フ ァ ク ト ・ デ ー タ ベ ー ス 文字情報 O辞 書,辞 典 ⑦不動産情報

⑧症状に応 じた漢方薬の選択

⑨航空情報(運 航統計,航 空機事故etc)

o全 文情報 ⑩環境情報(緊 急時安全対策,公 害情報,行 政届出事業所etc)

(法 令,議 事録) ⑪ 市 況ニ ュース

⑫求人情報



表4.13デ ー タベースの分類 と具体的サ ー ビス内容例(2/5)

=

①
1

'情 報 の 目的
データベー スの種 類 情報の主要素

ψ

代 表 例 具 体 的 内 容 例

⑬専門職者情報(医 者,分 野別学者,宗 派別寺院etめ

⑭信用調査情報(個 人,企 業)

⑮会員制情報(特 定の人に対する価値情報(ex玉 目株式)

⑯ コ ン ピ ュ ー タ ・ ア プ リケ ー シ ・ ン プ ロ グ ラ ム 情 報

⑰ コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ ・デ ー タ ベ ー ス(ユ ー ザ 名,構 成,導

入 時期etc)

⑱出版物目録 ・存庫情報

○人や物 に関す る ⑲新聞記事

リ ス ト,デ ィ レ ク ⑱ 電子 出版物(書 籍,雑 誌,時 刻表,電 話帳,辞 書,事 典etc)

事実の提示 フ ァ ク ト ・ デ ー タ ベ ー ス 文字情報 ト リ ー ⑲救急病院状況

⑳ 健康 ・美容 ・出産 ・育児情報(美 容 メモ,赤 ちゃんの 日常

の世話etc)

⑳ ニ ュ ー ス ・天 気 予 報(一 般 ・ス ポ ー ツ ニ ュ ー ス,週 間 ダ イ

ジ ェ ス ト,天 気 予 報etc)

o辞 書,事 典 ⑫ シ ョ ッ ピ ン グ&リ ー ス(デ パ ー ト案 内 ・新 商 品 紹 介,プ レ

ゼ ン ト景品 情報etc)

⑳ 料 理 ・味(お 料理 の ヒン ト,話 題の店紹介etc)

⑭ くらしの経済 ・法律(年 金 ・共済保険 ・ローシ ・税金etc)
L

⑳ くらしの知識 あれ これ(ア イデ ィア集,冠 婚葬祭,宝 くじ

、 etc)
層"

o全 文情報 ⑳教育 ・学 習 ・教養(学 習プ ログラム,進 学,受 験etc)



表4.13・ デ ータベ ースの分類 と具体 的サLビ ス内容例(3/5)

情報の目的 デ ー タ ベ ー ス の 種 類 情報の主要素 代 表 例 具 体 的 内 容 例

(法 令,議 事録)⑰ ス ポー ツ(野 球 ・大相撲,ゴ ル フ等 の知識,記 録,レ ース

結果etc)

⑳ 娯 楽 ・趣味(映 画 ・音楽 案内,ラ ジオ ・TV番 組 案内,ク

イ ズ,ギ ャ ン ブ ル 占)

⑳旅行 ・観光(国 内外旅行 案内,駅 弁 みや げ,ダ イヤ案内,

交通道順案内)

⑳ 英 字 情 報(News,Weather,English,Study,Enter一

tainmentetc)

1 ⑪ ウ ィ ー ク リ ー 情 報 サ ロ ン(見 る ・食 べ る ・飲 む,コ ン ク ー

≡i 事実の提示 フ ァ ク ト ・ デ ー タ ベ ー ス 文字情報 ルetc)

1

⑫ 街 頭 ・タ ウ ン ガ イ ド(休 日 ガ イ ド,ス タ ー の お 店etc)

⑬全法令'国 会議事録

①経済 ・産業 デ.一夕(産 業 関連表,工 業統計表,貿 易 日表 デ

一 タ ,企 業 財 務,金 融,マ ー ケ ッ テ ィ ン グ,メ ッ シ ュ デ

一 夕etc)

②国勢調査データ

③家計調査データ
'

○社会活動の ④労働力調査データ

数 値 諸指標 ⑤ 国 力 ・民 力 デ ー タ(カ ン ト リ ー リ ス ク ・ レ イ テ ィ ン グ,都

、 ・ 、"'"ぷ 『

統 計
挙

道府県 ・エ リア別経済 データ)



表4・13デ ー タベースの分類 と具体的 サー ビス内容例(4/5)

ご

co
ー

情報 の目的 データベースの種類 情報の主要素 代 表 例 具 体 的 内 容 例

⑥ 市況情報(株 価,出 来高,転 換 社債,為 替,金 相場,海 外

株式,穀 物生産 高 ・価格etc)・

⑦保険統計 デー汐

,

⑧ エネルギーデータ(石 油,石 炭etc関 連 統計 データ)

⑨公害情報

O実 験 ・観察 で得 ら ①化学物質 ・遺伝子組合せ同定

れ る デ ー タ ②毒性副作用数値データ

③特許明細書(図 面含)

○物質の構造式

事 実 の 提 示 フ ァ ク ト ・デ ー タ ベ ー ス o写 真 ①X線 ・リモー トセ シング写真

画 像 ②地図,天 気図,心 電図 ビ

o図 面 ③設計図,不 動産図面

④ カタ ログ

○設 計 図

○ カ タ ロ グ

o自 然観察 ① ビ デ オ ラ イ ブ ラ リ ー(映 画,エ ン タ ー テ イ メ ン トetc)

映 像 o実 験観察 ②娯楽 趣 味(映 画 ・音 楽 ・TV番 組 案内,グ イズ,ゲ ーム

(動 画) etc)

○趣 味 ③旅 行 ・観光(国 内外旅 行案内,み やげ案内etc)

Oス ポ ー ツ ④ マ ン ス リ ー ・ ア ニ ュ ア リ ー 情 報 サ ロ ン(展 覧 会,デ パ ー ト
1

物権案内ete)



表4.13デ ー タベー スの分類 と具体的 サー ビス内容 例(5/5)

ご

O
ー

情報の目的 デ ー タ ベ ー ス の 種 類 情報の主要素 代 表 例 具 体 的 内 容 例

○教 育 ⑤ ス ポ ー ツ(野 球,ゴ ル フ,テ ニ ス等 記 念 試 合,オ リ ン ピ ッ

ク ダ イ ジ ェ ス トetc)

⑥教 育 ・学 習 ・教養(語 学 ・科学 実験 ・社会等 の学習 プロ グ

ラム,進 学 ・受験 の学習プ ログ ラム)

事実の提示 フ ァ ク ト ・ デ ー タ ベ ー ス ○音 楽 ①娯楽 ・趣味(ラ ジオ案内,音 楽 案内etc)

o自 然音声 ② レ コ ー ド ラ イ ブ ラ リ ー

立 二`三
日 ノ11 o人 声 ③効果音 ライ ブラ リー

o機 械 音 ④ 民族学 ライブラ リー二(民 族音楽)

○風 物 音



ニ ュー メデ ィア サー ビスに関 する技術開発課題

◎ データベース ・サー ビス

D

鋤

田

切

田

θ

の

8

データベース内容 の蓄 積

デ ィレク トリー方法 の開発 －DBMSの 機 能向上

アクセス手段 の多様 化 一 公象網の利用

イ ンデ ックスデ ータベ ースか らファク トデータベースのサー ビスへ

画像 データベ ースな ど特殊 データベースの確立

文字,画 像,音 声 な どに よる複合 サー ビス

図書 館 のデ ィレク ト ・アクセス ・サー ビスな ど

端 末機能 向上 一 高精細,高 速伝送 な ど・

◎情報作成

(1)大 規 模蓄積装 置,高 密 度蓄積技術

(2)DBMSの 開 発 ～知識 データベース,画 像'データベ ースな ど

(3)情 報 作成装 置～自動入力,自 動 インデ ックス作成 な ど

(4)自 動 翻訳,要 約作 成,パ ターン情報 作成 な ど

㈲ 画像処理技術 一 画像伝送,画 像表 示,画 像 データ作成,画 像蓄 積な ど

参

ω

②

3

イ4

(5)

考 文 献

「デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス 」 週 刊 東 洋 経 済 昭 和 『7年10月2日(Na44000)pp.76～80

「デ ー タ ベ ー ス と は ど う い う も の か 」 事 務 と経 営 昭 和58年7月pp。6～10

「ニ ュ ー メ デ ィ アHＬNRISearch昭 和58年3月pp.4～23

「デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス ・サ ー ベ イ 」 日 経 コ ン ヒ。ユ ー タ

昭 和57年10月18日(M28)pp.197二209

昭 和57年11月15日(M30)pp.156～161

「キ ャ プ テ ン シ ス テ ム」 デ ー タ通 信 昭 和56年5月pp.51～57

4.14緊 急 警 報 放 送

緊急警報放送 は,緊 急放送の開始に先立 ち,中 波,FM,テ レビ ジョンな どの既存 のメデ ィアの

音 声信号 を中断 して制御信 号を放送 し,こ れに より自動 的 に警報放送用受信機 を動作 させ,ス ピー

カーか ら警報 音を出 して,受 信者の注意 を喚起す ると ともに以後の放送内容の視 聴に役立て るこ と

を目的 と した放送 である。

地震 の予 知情報 や津波警 報な どの重大 な情報 は,迅 速 かつ正確 に関係す る地域の住民 に もれな く
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伝 え られね ばな らず,こ のため深夜 な ど受信機のス イッチが入 っていな い ときに おける放送の伝 達

手段の 確保 が社会的 に期待 されて いる。緊急警報放送 システムは,こ の よ うな要請 に応 える もので,

シ ステム として安定 に運用 され るには,次 の ような点 に留意 す る必要が あ る。α)受信機 は長 期間安

定 に待機状態 を続 ける必要があ ること,② 番組音 や雑音 を制御信号 と誤 って判 別 して動 作 しない こ

と,(3種 々 の受 信環 境,使 用 状況 でも制御 信号 を放送 した ときは確実に動作す る こと,(4)緊 急 な情

報 を伝 え るた め,可 能 な限 り迅速 に起動す ること,㈲ 受信機 の消費電力がで きる限 り少い こと,な

どであ る。

緊急警報放送 シス テムの構成 を下図に示 す。

組

号

番
信

中 継 線

な ど

切 替 一一…

制御信号
発生器

放送機

(既 存 メディア)

/ ス ピー カー

外部制御

テ レビ受像機

な どの電 源の

ON,OFF

放送局 では,緊 急放送の前後に制御信 号を送 るが,そ の制御信号 は開始信号 と終了信 号か ら成 り,

特 定の2周 波信号 を組 合せて,所 定 の時間継 続 して放送 され る。響報放送用 受信機では この制御信

号 が送 られ て くるの を常 時待機 してお り,開 始 信号を受 信す ると,は じめて音 声増 幅部 の電源 に入

り,番 組 を聞 くことがで きるようにな る。 また,終 了信号 に より音声増 幅部 の電 源が切 れて,待 機

状態に もどる。

緊 急警報放送 の方式 に ついては,昭 和57年 度 に電 波技 術 審議会 で技 術基準 の答 申がなされ,現

在,法 制面の整備が進 め られてい ることか ら近 く実施可能 になると見込 まれ る。

4.15加 入 テ レ ビ

4.15、1概 要

現在 の テレビ放送 は,テ レビ受像機 を購入 した ものは誰で も自由に視聴が可能 である。 これに対

して,加 入 テ レビは加入 を許 可 された者のみが視聴 で きる よ うに したテ レビ放送 システムで あ り,

ス クラ ンブルな どの暗号化通信方式 な どが用 い られ,一 般 に開放 された システム ではない
。

4.15.2現 状 と 動 向

加 入 テ レビの事業者 の経営基盤 は原則 として有料 テ レビの放送 であ り,法 的 な問題 もあ り,我 国

一12ユ ー



においては現在実施 されていない。 しか し,郵 政省 が中心 とな って有料 テ レビの検討が着手されてお

り,近 ぐ何 らか の方 向付が な される もの と考 え られ る。'

米 国にお いてば,加 入 デ レビは既に実施 されてい る。米 国の加入 テ レビは次の3つ に大別す るこ

とが で きる;・ 一

(1)STV(SubscriptionTV)'

VHF帯 ま たはUHF帯 の 現在の テ レビ放送帯 を用 い,す でに実施 されてい る。

(2)MDS(MultiDistributionSystem)

4～6GHzの 周 波数帯 を用 い地上放送 として一部実施 されている。

(3)DBS(DirectBroadcostingSatellit)

4GHz帯 の ものと12GHz帯O .もの の2つ の周波数帯が考 え られてお り,4GHz帯 の ものは

一部実施 されてい る
。

情報 メデ ィア.ζレては.従 来 のテ レビ放送 と基本 的に同 じであ り,ニ ュースメデ ィア として位置

付 け ることには異論 もあるが,米 国に おい ては今後飛躍的 な普及が予測 されて お り,我 国 において

も,設 備投 資が比 較的少な くて済 むこと,ク ローズ ド・サー ビスとしてかな り多彩 なプログラムの

提 供が可能 となることが考 え られ,実 施 されれ ばか な りの普及が期待 でき,新 しい メデ ィアとして

の成長の可能性 を持 ってい る。

4.15.3技 術 的開発課題1 ,

加 入 テ レビめ実施 に当って,今 後技術 的 に解決 すべ き課題 は次 のよ うな ものが ある。

(1)暗 号 化1復 号化技術(盗 視聴防止)

(2)加 入 契約 申込みお よび解約業務処理 システム

(3)料 金 徴収 シス『テム'

(4)高 品 位 テ レビ放送方式 お よび帯域圧縮方 式

(5)デ ジ タルオーデ ィオ放送方式

(6)周 波 数 の有効利用技術

(7)大 容 量放 送衛星

4.16テ レ ソ フ トウ ェ ア

テ レテ キス トは,文 字や図形情報 を テ レビ放送 と同時に利用者へ提供 する新 しい情報 サー ビス と

して,注 目されてい るが,こ れ以外 に も,家 庭用 の デコーダを若干 レベル ・アップす ることに よっ

て プログラムを各家 庭向け に放送す る新 しい活用方法 も考 えられる。テ レテ キス トに よ っそ家 庭の

マイ クロコ ンピュータに プログ ラムを放送す るサー ビスはテ レソフ トウェアと名づ け られたが,テ
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レテ キス ト以外 に もビデオテ ックス,CATVを 利 用 した同種 のサ ービスが考 え られる。

これによって利用者 は,端 末 を若 干 レベ ル ・ア ップすれば高価 な端末 をそ ろえた り,特 別 な知識

がな くと もビデオゲ ーム,教 育 とい ったサ ービスを手軽に受 け ることがで きる。

テレビソフ トウェアの課題 は,言 語 に何 を使 うか。

クローズ ド ・ユ ーザー ・サ ービス の場 合 は,そ の機器固有の言語又 は マシーン ・コー ドを便 りて

も何 ら問題 はない が,よ り公共性 を重視す る場合 は普備的なBASIC等 高 級言 語 を使 う必 要が ある。

推 し,テ レテキス ト等,送 信可能 な情報 量 に限度 がある場 合は,機 器 を特定 に,マ シー ン ・コー ド

で送 ることも考 え られ る。 一番の現 実解 は,広 く普及 して いるパ ソコ ンのOSを 特 定 す るか,大 規

模 デー タベー スの場合 にはサー ビス ・メニュー と して,複 数 の主 要パ ーソ ナル ・コ ンピュータのO

Sを 採 用す る手 もあ る。
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5.二'ユ ー メ デ1ア 標 準 化 問 題

5.1概 要

ニ ュ ー メ デ ィ ア を 用 い た 統 合 情 報 シ ス テ ム を 概 観 す る と
,そ こ に は 次 の3種 類 の コ ミ コ ニ ケ ー シ

ョ ン が 存 在 す る と考 え られ る(図5 .1(a))。

(a)人 間 相 互 の 直 接 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

(b)マ ン ・マ シ ン ・コ ミコ ニ ケ ー一一シ ョ ン

(C)マ シ ン ・マ シ ン ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

こ れ ら の コ ミュ ニ ケ ー シ ・ ン で は,デ ー タ,音 声,画 像 な ど種 々 の 情 報 が 扱 わ れ る 。

そ れ らの 情 報 に 関 し て,前 述 の(b)お よ び(c)を 実 現 す る た め に,情 報 機 器 と し て は 図5.1(a)に 示 す

4つ の 階 層 が 必 要 と な る 。

繋 下 一 ー ー ー 一 一 ー ー 一 、

～一ー ー ー ー ー ー 一 一 今 、

＼

図5.1(a)統 合 情報 システムアー キテクチ ャの論理構造
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(Dア プ リケー シ ョン層

アプ リケー シ ョン層 とは,ユ ーザ との インター フェースを図 り,種 々の業務 のアプ リケー シ ョ

ン,例 えばオ フィスや ホー ムでの業務処理,ユ ー テ ィリテ ィ,ド キ ュメン ト処理 などを実現 す る

ためのソ フ トウェアの階層 であ る。

② 基本 ソフ トウ ェア層

基本 ソフ トウェア層 とは,い ずれの システムの アプ リケー シ ョンに も共通 なソフ トウェア制御

機能及び それ らを実現 す るための基本的 なソ フトウェアの階層 であ る。

(3)ハ ー ドウエア層

システムを構成 してい る各種 の機器,例 えばCPU,各 種 の端末,パ ーソナル コンピュータ,

フ ァクシ ミリ とい った個別機器及 びそれ らが そな えてい る多様 な機能 モデュールによ る階層 であ

る。

(4)電 子 デバ イス層

電子 デバイス層 とは,前 述の よ うな各機器及び機能 モデ ュール を構成 してい る基本部 品,例 え

ば,は ん用 あ るいは カスタムメー ドのLSI,そ の他 の各種部品 による階層であ る。

システムによ って,こ れ らの各層が 占め る割合 は様 々であ ろ うが,基 本的には これ ら4層 の結合

に よって,前 述 の(b)お よ び(c)め コ ミュニケー シ ョンを実現 す ることがで きるようになる。

この うち,(c)の マ シン ・マシン ・コ ミコニケー ションを実現 す るた めには,図5.1(a)に 示 すネット

ワーク ・ブロックの役割 が重 要 とな る。
.これは,シ ステム相互 の情報 の流通 を規定 する部分 であって,

この部分 に もまた前述 の4つ の階層 が存在 する。

このブ'Pッ クの機能 は,一 般 には ローカル ・エ リア ・ネッ トワー ク(LAN)や 広 域網 によって

実現 され るわ けであるが,さ らに フロッピィデ ィス クその他 の記憶 媒体 その ものを物理的手段 で搬

送 する場 合 も含 めて考 え るこ『とがで きる。

ニコー メデ ィアに関 して,こ こで標準化 の対象 とす るのは,い うまで もな くマシ ン ・マシ ン'コ

ミュニケー シ ョンである。 すなわ ち,こ れは機器間 における情報授 受のためのイ ンター フェー スで

あって,具 体 的 にはホス トコンピュー タと端末間,ホ ス トコンピコ一 夕相互 間および端末相互間 で

の通信並 びに記録媒体 によ る情報交 換のためのイ ンター フェース とい うことがで きる。

こうした標 準化の対象 は,前 述 の(1)～(4)の 階 層 に対 応 して,電 気 ・物理 的イ ンター フェースか ら,

ア プ リケー シ ョン層 に対応 す る高度 の プロ トコルに至 る複数 の層 か ら構成 され る。

また,記 録媒体 による情報 交換において も,電 気,磁 気及び物理 的条件の標準化 か ら,文 字 のコ

ー ド
,さ らに はデータの構造 とい った高度 の標準化 まで,複 数 の層 が存在 す る。

現実の ニュー メデ ィア ・システムを前述 のネ ッ トワー ク ・ブロックの階層 に当てはめてみる と,

(1)基 本 ソフ トウェア層 及 びハー ドウェア層 に対 してはCATV,ISDN,衛 星 通信 な どが対
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応 し,

② 基本 ソフ トウエア層お よびアプ リケー シ ョン層 に対 しては テレテキス ト,ビ デオテックスな

どが対 応す る。 また,

(3)記 憶媒体 に よる情報交換に対 してはパ ッケー ジ系 が対応 す る。

と考 え られ る。 ・

この ように考 える と,ニ ュー メデ ィアに関す る標準化 の対象 は,大 別す ると通信媒体に依存 す る

もの と通信媒体 か ら独 立 した もの とに分 け ることがで きよ う。

一方
,ニ ューメデ ィアを放送 系の もの と公衆網系 の もの とに分 けて考 えることがで きる。 い ま,

これ をISOの 開 放型 システム間接続(OSI:OpenSystemsInterconnection)の 階層 モ

デル に着 目 して分類 してみ ると,図5 .1(b)の ように位置付け ることがで きる。す なわ ち,CATV・ 衛

星通信お よびISDNは 下位 の レイヤに,ま た,テ レテキス ト及 び ビデオテキス トは上位の'レイヤ

に位置付 け られ る ことにな る。

OSI

階 層

応用 層

上位↑

下位↓

物理層

一 一
放送系 公 衆網系

図5.1(b)ニ ュ ー メ デ ィ ア の 位 置 付 け
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5.2標 準 化 の動 向

各 種のニ ューメデ ィア ・システムの標 準化は前節5.1に 見 た ような各層 に対 して世界的 な規模 で

進 め られてい る。 その動 向を次 の3つ の観点 に着 目して表a～kに 示 した。

(1)標 準 化 の対象 となる範囲 および拘 束範 囲

② 日本,ア メ リカ,ヨ ー ロッパおよび国際機 関におけ る標準化 の状況

(3)日 程 計画,実 現 の見通 し,現 状 におけ る問題点

これ らの表 は,標 準化 の現状 をマ クロに把握 す ることを主眼 にま とめた もの であって技術問題の

細部 については記述 していない。

標準化担当機関 その他か ら多 くの資料 が発行 されてい る。 それ らの うち主だ った もの を各表 の(4)

項 に記載 したので,詳 細 はそれ らの参考文献 を参照 されたい。
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(D概 要

② 標 準 化 状 況

日

式の標準化

本

表5.2(a)

標 準 化

担当機関

標 準 化

状 況

外務省,郵 政省(CCIR,CCI

TT),郵 政 省,KDD(INT

ELSAT)

日本 には特別な専門機関 は無い。

上記の各機関が国際機関 に参加

してお り,標 準決定後 はこれ に

従 っている。

(3)標 準化計画日程

及び実現の見通 し

(4)参 考 文献 その他

ア メ

FCC

INTELSAT

国際機関に参加。

INTELSATStandardA,

衛 星 通 信

∀

と もな って必要 とな る。 周波数の有効利用及び混信障害の防止を目的 とした通信方

リ カ その他の欧米諸国 国 際 機 関

CCIRCCITT

INTELSAT

o 国際機関に参加。 O衛 星の位置

O周 波 数,帯 域幅,変 調方式

o衛 星のERP,地 上 電力 密

度

OTT&C方 式

○衛星の寿命,寿 命終了後の処

理方法

○地球局ERP

O地 球 局 アンテナ諸元 な ど

なお,衛 星向けの リンクレベ

ルのプロ トコルについては1

SOTC97で 検 討 申。

びCは 既決定。 Dお よびE は本年末には決定か。
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表5.2(b)衛 星 直 接 放 送

(1)概 要

(2)標 準 化 状 況

日

放送 は,従 来 か ら地上 の送信所 か ら放射 された電波 を受信 していたが,衛 星直接放送 は静止衛 星か ら放射 され たマイクロ

波(主 として12GHz帯)を 使 って,全 国 どこで も同時 に同 じ画像 を一般家庭 で直接受信 し,高 品位 テ レビ,デ ー タ,文

字放送 な どへ の対応 を可能 にす る もの。

本 ア メ リ カ その他の欧米諸国

化

関

準

蝦

標

担

化

況

準標

状

国 際 機 関

郵 政 省

画像及び音声の伝送信号の変調

方式など。

例えば画像+音 声はFM変 調方

式,音 声はPCM副 搬送波方式

を採用。

特に,音 声は高音質音声にも対

応する。

(3)標 準化計画日程

及び実現の見通し

(4)参 考 文献 その他

FCC

日本 に同 じ

画像 十音声 はFM変 調方式

音声 はスク ランブル された副搬

送 波方式 とする。

西欧はEBU

画像のベー スバン ド信号方式及

び画像 ・音声の伝送信号 の変調

方式 など。

例 えば,

全 方式 を総称 してMAC方 式 と

呼 ばれ,画 像ベー スバ ン ド信号

は時分割 され,画 像十音声 はF

M変 調 方式。

音声 は映像の同期区間 にTDM

Aさ れ る。

CCIR

日本 ではS59/2月 打 上 予定 の衛星BS-2に 採 用 され る。

西欧 ではS58/6月 打 上予定 の衛星ECSで 実 験 され,S61打 上 予定 のDBSで 採 用 される見込み。

ア'メリカではS58/7N8月 頃 のWARKで 決 まる予定。



表5.2(c)テ レ テ キ ス ト

1

一
ω
一

ー

(D概 要 テレ ビジ ョン映像 信号 の垂直帰線期間 にインサー トして,画 像情報 または音 声情報 を一般 家庭 に放送す る計 画。

パ ター ン方式及 びハ イブ リッ ド方式(コ ー ド方式)に ついて検討 が進 め られてい る
。

② 標 準 化 情 況

日 本 ア メ リ カ

標 準 化

担当機関

標 準 化

状 況

その他の欧米諸国 国 際 機 関

郵政省(電 波技術審議会)

パ ター ン方式 はほぼ方式 がま と

ま り,NHKが10月 に 実用 化

放送 を開始 す る。

コー ド方式 は現在審議中。

民放各社 が実験放送準備中。

実験放送開始 は本年10月 以 降

と推定 され る。

本放送開始 はS60年 と推定 さ

れ る。

(3)標 準 化計画 日程

及び実現の見通し

(D本 年6月 にコー ド方式 の実 験

仕様 を決定。

(2)実験 が終了す るS59年 末 に

最終仕様 を決定す る。

EIA(電 子 機械 工業会)BTS

(テ レビ放送 システ ム)委 員会

テ レキ ャス ト小委員会

上記委員会では技術基準の作成

を行っているはずだが詳細は不

明。

イギ リスのBREMA(英 電 子工 業

会 の加 わった委員会)及 びBBC

す で に実用化放送 を実施 してい る。

BBC(国 営)シ ー ファクス

IBA(民 放)オ ラクル

(CMも 含 む)

1974年 か ら生活情報 の放送 を 始

めた。 オラクル は1981年 か らC

M放 送 も始め ている。

いずれ も英国統 一方式(U.K.

UnifiedSystem)に よ ってい

る。

(4)参 考 文 献 そ の 他

(1)テ レ ビ ジ ョ ン 文 字 多 重 放 送 方 式NHK-C56

(2)諮 問12号3に 対 す る 一 部 答 申(案)

(3)BroadcastTeletexSpecification

麟 噸 会 こ 蜘 ・つ・,一 部修正があ・見込み・

B.B.C
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標 準 化 情 況

表5.2(d) (Co㎜unityAntennaTelevision)

テ レビ放送 の難視聴地 区の救 済対策 として,有 線に よってテ レビ信号 を家 庭に分 配す る施設 をい う。 その有線伝送路の も

つ広帯域性 と双 方向性を利用 して多種多様 な情報 サー ビスを提供 す るローカル ネッ トワー クとして活用 される。

ア メ リ カ

NCTA

(NationalCableTV

Association)

シ ス テ ム の 総 合 性 能 を 規 定 し て

い る が,使 用 機 器 に つ い て の 標

準 化 は 行 っ て い な い 。

その他の欧米諸国 国 際 機 関

標 準 化

担当機関

標 準 化

状 況

EIAJ(電 子機械工 業会)

NHK

TCV(財 ・東京ケーカレビジョン)

シ ステムの総 合特 性について は

有線 テ レビジ ョン放送法 によっ

て規定 され てい る。

機器仕様 につい ては上記各機関

でそれ ぞれ独 自の仕様 を決 めて

い る。

(3)標 準 化計画 日程

及び実現の見通 し

(4)参 考 文献 その他

不 明

不 明

現在 の ところ,国 レベルでの標準化 を行 うとい う動 きは見 あた らない。

IECTC12SC12G

双 方 向伝送WG6

光 フ ァイバ伝送WG7

衛 星 信号分配WG8

につ いて今 後作業す る。



表5.2(e)ビ デ オ テ ッ ク ス

一
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(D概 要

② 標 準 化 情 況

日

伝送路 として電話網 な どの公衆網,端 末 として一般 のTV受 像 器に簡単 なアダプタをつけた ものを使用 し,広 い範囲に安

価 に情報 サー ビスを提供す る ものをい う。初期 は画像情報の検 索が主体 であ るが,双 方 向性 を利用 し,ホ ー ムシ ョッピン

グ,ホ ームバ ンギ ング,テ レメールな ど各種 の応用 サー ビスが考 え られ てい る。

本 ア メ リ カ

標 準 化

担当機関

標 準 化

状 況

その他の欧米諸国 国 際 機 関

(郵 政 省)

NTT(CAPTAIN)

OCAPTAINシ ス テム として

独 自の(ア ルファフォトグラフィッ

クう方式 をお し進 めてい る。

○どち らか とい うと北米方式寄

りの考 え方 であ り,将 来 その

傾向 はます ます強 くな る と考

え られ る。

○セ ッシ ョンレベル でISO方

式 を採用 の動 きが あるが,ま

だまだこれか らの状況。

ANSI

CSA

OATTが56年5月 に出 した

PLPの 発 展形で あるNAP

LPSがANSIに 於 い て承

認手続 き中。

○カナダを含 めて北米 はこの方

式(ア ルファジオメトリック)に

1本 化す る方向。

○民間団体 のVIAで ア プ リケ

・一シ ョンレベ ルの標準化が進

め られ ているが,具 体化 して

い ない。

西欧……CEPT

○西 欧各国はCEPT方 式(ア

ル フ ァモザ イク)に 統 一 し,

西 欧,仏,英 を中心 に実用化

を進めてい る。 しか し,も と'

もと異な る英 国 と仏の方式 を

北米 との対向上合体 させ た も

のであ り,必 ず し も足並みが

そろってい るとはい えな い。

OCEPTで ア プ リケー シ ョン

及 びセ ッシ ョン レベルの標準

化が始め られてい る。

CCITTSGvnl

〃SGI

○北米(NAPLPS)と 西 欧(C

EPT)の 方 式が激 し く対立

し,そ れ に日本(CAPTAI

N)が 加 わ って乱れてい る。

1984年 に はSシ リーズ改訂

勧告が出来 るが,現 在 の状況

では3方 式並立にな りそ うで

ある。

○アプ リケー シ ョン レベルが若

干検討 されてい るが,目 立 っ

た成果 は出ていない。

(3)標 準 化計画 日程

及び実現の見通 し

CAPTAINPLP第1版 既

発行,ほ ぼ骨子困 る。

58年 秋 最終 案,59/11か ら商

用 サー ビス使用 予定。

(4)参 考 文献 その他

今年中 にANSIとCSAでNE

PLPSが 採 用 され る見込み で

あ る。

CEPT勧 告 に基づ き,83-84

年 に 西独,仏 で大規模な実用化

が行われ る見込み であ る。

83年 中 にSシ リーズ改訂勧告

の内容が困 る見込み であ る。

CCITTSGYIII各 資 料,ANSIX3L2/82-135(DraftProposedStandard)・

CEPTCD/SE(VideρteXprCsentationLayer .E.rotocol),CAPTAINPLP第1..版



表5.2(f)ISDN(IntegratedServicesDigitalNetwork)
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(2)標 準 化 情 況

日

伝送 路お よび交換 をすべ てデ ィジタル化 した通信網 によって,電 話 だけ でな くデー タ及 び画像 な どの非電話 サー ビスを含

めた情報 伝達 を統 合 して取 扱 う網 をい う。 デ ィジタル化 した電話の64kbpsチ ャ ネルが中心 となろ う。

本 ア メ リ カ

標 準 化

担当機関

標 準 化

状 況

その他の欧米諸国 国 際 機 関

NTT

KDD

CCITTに よ って標準化を進め

ている。

CCITTに お ける標準化 につい

ては当初か ら活発 に取 り組ん で

いる。

現在,モ デルシステム として推

進申 のINSは 国際標準 よ り先

行 した もの であるため,網 とユ
ーザのイ ンター フ ェースが最近

のCCITTの 動 きと合 っていな

い部分 がある。

ATTを 中 心 とす る。

Co㎜onCarriers

CCITTに よ って標準化 を進め

ている。

CCITTを 通 じての標準化活動

に対 して,積 極的 で建設的な意

見 を多 く寄せ ている。

西欧:CEPT

カ ナ ダ:DOC

CCITTに よ って標準化 を進 め

てい る。

CCITT

域 内 での まとま りが非常 に良 く,機 能,

CCITTの 活 動が よ くサポー ト

し,積 極的に動い てい る。

SGX珊 を中心に,網 とユーザ

の インター フェース,網 の構造,

サー ビス,信 号方式及 び

交換方式な どを検 討 している。

(3)標 準 化計画 日程

及び実現の見通し

CCITT勧 告 をふまえた国内標 不 明

準化については不 明である。

不 明 1984年 中 に第1次 の勧告化 を

予定 してい る。

(4)参 考 文献 その他

INS関 連 文献 CCITTSGX珊 の各種 レポ
ー ト類参照

。
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表5.2(g)高 品 位 テ レ ビ ジ ョ ン

(D概 要

(2)標 準 イヒ1トト青 況

日

現 行 の テ レ ビ よ り,も っ と 高 画 質 化 を 目指 す テ レ ビ 方 式 。NHKの 命 名 し たHDTV(HighDefinitionTelevision)

及 び 現 行 方 式 と の 両 立 性 を 保 ち な が ら 画 質 改 善 を は か るAdvancedSystem(ExtendedSystem,EnhancedSystem)

の2方 式 が あ る。

本 ア メ リ カ

化

関

準

蝦

標

担

化

況

準標

状

その他の欧米諸国 国 際 機 関

郵政省(電 波技術審議会)

現在 の ところ具体的活動 は行 わ

れ ていない。

(3)標 準化計画日程

及び実現の見通し

現時点では不明

(4)参 考 文献 その他

SMPTE,JCIC

1977年5月

SMPTEHDTVSG発 足

↓

1982年5月

4つ のSG発 足

1982年6月

JCICAdvancedNTSC

HDTVに つ いて検討 を開始

EBU

1982年1月

AdHocGroup発 足

1982年6月

WP-Vを 編 成

VlHDTV

V2EVSSを 担 当

CCIR

1972年 日本か ら

HDTVのSP設 置 を提案

1974年 採 択

1978年

HDTVReport801作 成

1983年

HDTVのIWPを 設 置の予定
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表5.2(h)パ ッ ケ ー ジ 系 そ の1DAT(Digita1AudioTape)

一

一
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音声信号 をPCM信 号 に変換後,磁 気テー プに記録 し再生 できるテー プデ ッキ。

従来 のデ ッキ に比較 して高 ダイナ ミック レンジ,高 セパ レー シ ョン,低 ひずみ,低 い ワウ ・フ ラッタ特性が得 られ る。

本

標 準 化

担当機関

標 準 化

状 況

ア メ リ カ その他の欧米諸国 国 際 機 関

DAT懇 談会 DAT懇 談会 DAT懇 談会

EIAJ(日 本 電子機械 工業会)と 他 の国のメ ンバーが集 ま り,S58/5月 末 にDAT懇 談 会 を発足す る予定。

この懇談会 で方式 を絞 るための検討 が行 われ る。

回転 ヘ ッ ド型,固 定 ヘ ッ ド型 の2方 式 に加 え,ト ラック数,サ ンプ リング周波数,エ ラー訂正方式,テ ープの種類,録 音 時間な ど,

今 後標準化 しなけれ ばな らない事項 が多数 あ る。

(3)標 準 化計画 日程

及び実現の見通 し

回転 ヘ ッ ド型 と固定 ヘ ッ ド型 の2方 式 が並行 して審議 され るこ とが予想 され る。

合意 に達す るまでに,少 くと も1年 は要 す るもの と見 られ る。

(4)参 考 文献 その他
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(1)概 要

(2)標 準 化 情 況

標 準 化

担当機関

標 準 化

状 況

日

DAD懇 談会

DAD懇 談 会 によって,

しか し,

オ ランダか らIEC

CD方 式 ・

MD方 式

(3)標 準化計画 日程

及び実現の見通し

(4)参 考 文献 その他

表5.2(i)パ ッ ケ ー ジ 系 そ の2DAD(DigitalAudioDisc)

本 ア メ リ カ その他の欧米諸国 国 際 機 関

DAD懇 談会

によって,と りあ えずCD方 式,AHD方 式 及びMD方 式 の3つ に絞 られた。

らを更に1つ にま とめ る作業 は行われていない。 どの方式 を採用す るかは各 メー カの判断 に任 されてい る。

30社 程 度がCD方 式 によって商品化 し,す で に市場 に出荷 してい る。

びMD方 式 につい ては商品化の 目途 はたっていない。

IECTC60にCD方 式 が提案 され,現 在審議中。

本電子機械工業会)の ステ レオ技術委員会 にDADのWGが 設 置 され,CD方 式 の フォーマ ッ トをEIAJフ ァイルに

の審議 を行 ってい る。

ソ ニ ー 及 び フ ィ リ ッ プ ス に よ る 提 案

日本 ビクターに よる提案

テレフンケ ンに よる提案

D方 式のオーデ ィオ部の フ ォー マ ッ トは1年 以内 にEIAJに 登 録 され る見 込み。

サブコー デ ィング部(ビ デオ情報 その他 を記録す る)は 数年 以上かか る見込み。

ECTC60東 京 会議資料

AD懇 談会経過報告

'
■

・
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表6.2葡 パ。テ 渓'窃 言"8"㎜ VTR

(1)概 要

(2)標 準 化 情 況

日

%イ ン チ テ ー プ を 用 い た ホ ー ムVTRと し て,'現 在 〆9フ ォー マ ッ ト,VHSフ ォ ー.マ ッ ト及 びV-2000フ ォ ー マ ッ トが

あ る 。,

あ ら た な フ ォー マ ッ ト と して,8㎜ 幅 の テ ー プ を 使 用 し たVTRの フ ォ ー マ ッ トを 決 め る。

本

標 準 化

担当機関

標 準 化

状 況

ア メ リ'カ ・ そめ他の欧米諸国 国 際 機 関

(3)標 準化計画日程

及び実現の見通し

8㎜VideoConference8mmVideoConference8㎜VideoConferenee8㎜VideoConference

(8ミ リビデオ 懇 談 会)

内 外 の メ ー カ 百 数 十 社 が 集 ま っ て8mmビ デ オ 懇 談 会 を 組 織 し,テ ー プ,カ セ ッ ト,ビ デ オ 記 録 方 式,オ ー デ ィ オ 記 録 方 式 及 び トラ ッ

キ ン グ 方 式 に つ い て 規 格 統 一 化 の 作 業 を 行 っ た'。

ごの懇談会 に よって大勢 につい ての合意 に達す
:るこ とが で きた。..

ただ し,す でに合意 に達 した色信号周波数低域変換方式の ほか に,新 たに輝 度信 号 と色信号 とをタイム プレックスにて記録す るベー

スバ ン ド方式が提案 されためで,こ れにらい ては審議 を継続す ることになってい る。

ビデオ記 録方式 を除 き,58年3月 にすべ てが決定 した。

新規 提案 のベースバ ン ド方式を採用 す るか ど うかについては本年中 に決定 す る。

(4)参 考 文献 その他
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表5.2(k)パ ッ ケ ー ジ系 そ の4ビ デ オ デ ィ ス ク

(1)概 要

② 標 準 化 情 況

日

光学方式 としては,LASERVISION(フ ィ リップス及 びパ イオ ニア提案)が ある。

静電容量方式 としては,溝 な しのVHD(日 本 ビクター提案)及 び溝 あ りのCED(RCA提 案)が ある。

これ らの ビデオデ ィス ク方式 とそのプ レー ヤー についての標準化が進め られ ている。

本 ア メ リ カ

標 準 化

担当機関

標 準 化
状 況

その他の欧米諸国 国 際 機 関

EIAJ(日 本 電子機械工業会)

ビデオ技術委員会 ビデオデ ィス

ク特別小委 員会

IEC規 格原案作成並びに提案,

審議

(3)標 準化計画日程

及び実現の見通し

S54/.3月 発 足

S57/5月 方 式規格案 を提 出}こ れ らを現在審議申,今 後延 々 と続 く見込 み。

S57/10月 試 験方法 の項 目を整理

IECTC60SC60BWG8

VideoDiscSystemfor

BroadcastUseと して

VHD方 式 の規格及 びLAS

ERVISION方 式 の規格

並び にそれ らの試験方法の規

格化が検討 されている。

各 方式 規格 とも,NTSC方 式

及 びPAL,SECAM方 式 の

2グ ルー プに分 離 して作成。

試験方法は方式規格(Standard)

と分 離 して作成 する方向 とな っ

てい る。

概要 に示 した3方 式 ともに標準

化 をはかろ うとしている。

(4)参 考 文献 その他 EIAJビ デ オデ ィス ク特別rJ・委 員会 資料
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